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 まえがき  

この規格は，産業標準化法第 16 条によって準用する同法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準

作成機関である一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を改正すべ

きとの申出があり，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS B 8102:2012 は改

正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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日本産業規格（案）         JIS 
 B 8102：9999 
 

蒸気タービン－受渡試験方法－ 
Steam turbines-Acceptance test 

 
序文 

この規格は，2022 年に第 1 版として発行された IEC 60953-0 を基に我が国市場の実態を考慮して，技術

的内容を変更し作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で側線又は点線の下線を施しているか所は，対応国際規格を変更している事項である。

変更の一覧表にその説明を付けて附属書 JE に示す。また，附属書 JA から附属書 JD は対応国際規格には

ない事項である。 

1 適用範囲 

この規格は，蒸気タービン及び蒸気タービン設備に関する次の事項の保証値を実証するため，発電用の

過熱及び湿り蒸気タービンの試験の実施，並びに試験結果の計算方法について規定する。 

なお，この規格は，発電用以外の蒸気タービンにも，適用可能である。 

a) 効率保証 

－ タービン室熱効率 

－ 熱消費率 

－ 蒸気消費率 

－ 定格出力 

b) 容量保証 

－ 最大主蒸気流量 

－ JIS B8101 に適合する指定蒸気条件での最大出力（蒸気流量以外）  

－ 定められた条件下での蒸気タービンの熱負荷容量（原子力） 

c) 機能保証 

－ 調速機及び非常調速機の特性 

この規格は，試験の基本方針，使用計器及び測定方法並びに試験結果の計算方法及び保証値との比較に

ついて規定している。この規格に規定していない複雑な要求又は特殊な要求がある場合は，試験方法につ

いて，契約前に受渡当事者間で協定しなければならない。特に，次に掲げる項目については，契約時早期

に考慮する。 

－ この規格にない試験 

－ 保証項目の成文化 

－ 試験の事前計画（4.1） 
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－ 試験費用（4.3.2A） 

－ 修正方法（7.6） 

－ 保証値との比較（7.8） 

－ タービン性能の経年劣化（7.9） 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 60953-0:2022，Rules for steam turbine thermal acceptance tests－Part 0: Wide range of accuracy for 

various types and sizes of turbines（MOD） 

なお，対応の程度を示す記号“MOD”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“修正している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS B 0127 火力発電用語－蒸気タービン及び附属装置並びに地熱発電設備 

JIS B 8101 蒸気タービンの一般仕様 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60045-1，Steam turbines−Part 1:Specifications  

JIS C 1736-1 計器用変成器（電力需給用）－第 1 部：一般仕様 

JIS C 1736-2 計器用変成器（電力需給用）－第 2 部：取引又は証明用 

JIS Z 8762-1 円形管路の絞り機構による流量測定方法－第 1 部：一般原理及び要求事項 

注記 対応国際規格における引用規格：ISO 5167-1，Measurement of fluid flow by means of pressure 
differential devices inserted in circular cross-section conduits running full−Part 1: General principles 
and requirements 

JIS Z 8762-2 円形管路の絞り機構による流量測定方法－第 2 部：オリフィス板 

注記 対応国際規格における引用規格：ISO 5167-2，Measurement of fluid flow by means of pressure 
differential devices inserted in circular cross-section conduits running full−Part 2: Orifice plates 

JIS Z 8762-3 円形管路の絞り機構による流量測定方法－第 3 部：ノズル及びノズル形ベンチュリ管 

注記 対応国際規格における引用規格：ISO 5167-3，Measurement of fluid flow by means of pressure 
differential devices inserted in circular cross-section conduits running full−Part 3: Nozzles and Venturi 
nozzles 

ISO 12242 Measurement of fluid flow in conduits – ultrasonic transit-time meters for liquids 

ISO 18888 Gas turbine combined cycle power plants –Thermal performance tests 

ISO/IEC Guide 98 Guide to the expression of uncertainty in measurement 

IEC 60034-2 Rotating electrical machines 

3 記号，単位，定義及び保証値 
この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS B 8101 による。 

3.1 一般 

この規格では SI 単位系を使用する。関連する全ての量の一貫した記号及び単位を，表 0A に規定してい
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る。  

3.2 記号及び単位 

この規格に用いる量記号及び量の単位は，表 0A による。 
表0A－記号及び単位 

量 記号 単位 倍量又は分量 
出力 P W kW 
流量 a) m  kg/s － 
絶対圧力 pabs Pa kPa 

ゲージ圧力 b) pe Pa(g)，PaG kPa 
大気圧力（気圧） pamb Pa kPa 
差圧 p Pa kPa 
熱力学温度 T, Θ K － 
セルシウス温度 t,  ℃ － 
温度差 t ℃ － 
高さ H m mm 
比エンタルピー h J/kg kJ/kg 
飽和水の比エンタルピー h' J/kg kJ/kg 

飽和蒸気の比エンタルピー h'' J/kg kJ/kg 
熱落差 h J/kg kJ/kg 
比熱 c J/(kg･K) kJ/(kg･K) 

乾き度 x kg/kg g/g 
回転速度 n s－1 － 
流速 w m/s － 
密度  kg/m3 － 
比体積 υ m3/kg － 

直径 D, d m mm 
重力の加速度 g m/s2 － 
タービン室熱効率 t kW･s/kJ － 
タービン効率 td kW･s/kJ － 
熱消費率 HR kJ/kW･s － 
蒸気消費率 
 

SR 
 

kg/W･s 
kg/J 

kg/kW･s 
kg/kJ 

熱量 Q J/s kJ/s 
キャビテーション係数 K － － 
濃度 C － － 
修正係数 F － － 
等エントロピー指数  － － 
流出係数 Cd － － 
重み付き平均係数  － － 
信頼限界 V － － 
一般量 x － － 

x の相対的な測定の不確かさ 𝜏𝑥 = 𝑉𝑥𝑥  － 
－ 

蒸気表の公差 R － － 
注 a) この規格では，流量とは質量流量を表す。 
注 b) ゲージ圧力の単位は Pa(g)，PaG などで表すが，これらの単位に限定するものではない。 
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3.3 添字，肩書及び定義 

この規格に用いる添字，肩書及びその定義は，表 0B 及び表 0C による（図 1 参照）。 
表 0B－添字及び定義 

量 添字 位置又は定義 
出力 

 
b 発電機端子 

a タービンで駆動されない補機動力 

g 正味電気出力：Pg＝Pb－Pa 

c 別駆動の場合のタービン補機に必要な動力を引いたタービン軸端 

i タービン内部 

mech ポンプ及びポンプ駆動機の機械損失 

主蒸気流量及び出力 max 蒸気加減弁全開時の値 

蒸気条件及び流量 1 
 

タービン契約内の高圧タービン主蒸気止め弁及び蒸気ストレーナ

（あれば）直前 

2 蒸気が再熱器へ行く高圧タービン排気 

3 中圧タービン蒸気止め弁直前 

4 タービン排気 

e 抽気タービンの抽気点 

復水及び給水の条件並

びに流量 
5 復水器出口 

6 復水ポンプ入口 

7 復水ポンプ吐出 

8 図 1 参照（再熱器過熱低減水取出し点） 

9 ボイラ給水ポンプ入口 

10 ボイラ給水ポンプ出口 

11 最終給水加熱器出口 

d 
 

契約内の復水ポンプ及び復水予熱器（油，発電機，ガス又は空気）

通過後 

a ドレン冷却器出口 

b 空気抽出器出口 

is 給水系から過熱器へ抽出される主蒸気温度調節用の水 

ir 給水系から再熱器へ抽出される再熱温度調節用の水 

補給水の条件及び流量 m 復水系又はグランド蒸気発生器入口蒸気フランジ近接の計測 
グランド蒸気の条件及

び流量 

g 別の蒸気源から供給される蒸気 

gl 主蒸気量の測定に含まれ，系内に戻るグランド及び弁棒からの漏れ

蒸気 

q 系外用に抽出される入口端又は再熱器前のグランド及び弁棒から

の漏れ蒸気流量で，流量もその熱もタービン系に戻らない 

qy 再熱器又はその下流からくる q と同様な漏れ流量 

主蒸気流量及び濃度 M 原子炉出口主蒸気流量 
質量流量及び濃度 F 原子炉給水 

core 炉心を通過する流体 
cond 凝縮される水 
inj 注入トレース溶液 
E 加圧水形原子炉炉心入口 
R 汽水分離器からの再循環水流量 
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表 0B－添字及び定義（続き） 

量 添字 位置又は定義 
復水器冷却水の条件及

び流量 
w  
wi 復水器入口 
wo 復水器出口 
wio 復水器出入口平均値 

熱効率 t タービン室 
td タービン 

熱落差 s 断熱熱落差 
速度 throat 流量計ノズル喉部 
静圧 sat 相当する水の温度の飽和圧力 
濃度 wat 水相 

L 沸騰水形原子炉の再循環系 
B 加圧水形原子炉ブローダウン水系 
inj 注入トレーサ 
o トレーサ注入点直前 

試験結果及び保証値 g 保証 
c 修正 
m 測定 

修正係数 F a，b，c 修正係数番号 
HR 熱消費率修正用 
P 出力修正用 
G 主蒸気流量修正用 

一般使用 i，j 番号添字 

注記 信頼限界 V 及び相対的な測定の不確かさ τ について，量の記号と同じ添字は，この

量の相対的な測定の不確かさに対する信頼限界を表す。 

 

 

表 0C－肩書及び定義 

量 肩書 位置又は定義 
効率 / 計算機算出の参考値 

- 平均値 
～ 重み付き平均値 

3.4 用語及び定義 

3.4.1 保証値の手引き 
蒸気タービン又は蒸気タービンプラントのタービン性能の定量的記載には，幾つかの量が技術的に適切

であり，一般的に適用される。保証値は，そのような量として表され，その結果，試験結果も同様に評価

されることになる。 
蒸気タービンの性能は効率と能力によって記載されるので，与えられた保証は両方を網羅するのがよ

い。しかし，これらのカテゴリーの重複は避けるのがよい。 
これらの量の一般定義は，いつもかなり明白である。ただし，詳細はそれぞれの場合で異なる場合があ

り，十分に検討しなければならない。 

3.4.2  
タービン室熱効率（thermal efficiency） 
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蒸気タービンプラントの熱効率 

注釈 1 この熱効率は，外部から系内に入る熱量に対する出力の比で，次のように定義する。 𝜂୲ = 𝑃∑(�̇�୨ × ∆ℎ୨)  ···················································· (1) 

 
ここで t： タービン室熱効率（kW･s/kJ） 
 P： 出力（kW） 
 m j： 受熱流体の流量（kg/s） 
 hj： 受熱流体の比エンタルピー上昇（kJ/kg） 

 

タービン室熱効率の具体的な定義式は，蒸気タービンプラントの熱サイクルに応じて決定され

るので，受渡当事者間で協定する。したがって，それぞれの場合に対する保証熱サイクルを定義

しなければならない。保証熱サイクルは，試験で実施する熱サイクル構成に沿ったものでなけれ

ばならない。 

図 1a)に示す一段再熱再生タービン設備の具体的定義は，次のとおりである。 𝜂୲ = 𝑃ୠ(𝑃又は𝑃ୡ）�̇�ଵ(ℎଵ − ℎଵଵ) + �̇�ଷ(ℎଷ − ℎଶ) + �̇�୧୰(ℎଷ − ℎ଼)  ·························· (2) 

 
ここで， t： タービン室熱効率（kW･s/kJ） 
 Pb： 発電機端出力（kW） 
 Pg： 正味電気出力（kW） 
 Pc： 正味タービン軸端出力（kW） 

 

タービン室熱効率の算出に際しては，補給水，減温用スプレー水又は蒸気式空気予熱器への抽

気などによって，系内に付加又は系外に出る熱量を考慮しなければならない。 

この規格でタービン系の全ての変数を網羅するのは不可能であるので，保証定義に対し，試験

時系統が計画条件を逸脱する場合は，7.6 によって修正を行うのが望ましい。 

出力の定義は，受渡当事者間であらかじめ協定しなければならない（5.2.3 参照）。 

3.4.3  
熱消費率（heat rate） 

タービンの単位出力当たりに要した熱消費量 

注釈 1 熱消費率とタービン室熱効率との関係は，次のとおりである。 

HR=
1𝜂୲  ···················································· (3) 

 

したがって，図 1 a)に示す一段再熱再生タービンの場合の定義は，次のとおりである。 R= �̇�ଵ(ℎଵ − ℎଵଵ) + �̇�ଶ(ℎଷ − ℎଶ) + �̇�୧୰(ℎଷ − ℎ଼)𝑃ୠ(𝑃又は𝑃ୡ)   ························ (4) 

 

3.4.4  
タービン効率（thermodynamic efficiency） 
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単独又は発電機を含む蒸気タービンの有効効率 

注釈 1 タービン効率は，次のように定義する。 𝜂୲ୢ = 𝑃�̇�୨ × ∆ℎୱ୨  ···················································· (5) 

 
ここで， td： タービン効率（kW･s/kJ） 
 m j： タービン各部における蒸気流量（kg/s） 
 hsj： 上記各部の断熱熱落差（kJ/kg） 

 

図 1 b) の非再生復水又は背圧タービンのタービン効率は，次のとおりである。 𝜂୲ୢ = 𝑃ୠ൫𝑃又は𝑃൯�̇�୨ × ∆ℎୱଵ,ସ   ···················································· (6) 

 
ここで， hs1,4： 点 1 の入口蒸気状態と点 4 の 

排圧間との断熱熱落差（kJ/kg） 
 

したがって，蒸気消費率とは，次の関係にある。 SR= 1𝜂୲ୢ × ∆ℎୱଵ,ସ  ···················································· (7) 

 

同様に，図 1 c) の非再生一段抽気タービン（復水又は背圧）のタービン効率は，次のとおりで

ある。 𝜂୲ୢ = 𝑃ୠ൫𝑃又は𝑃ୡ൯�̇�ଵ × ∆ℎୱଵ,ୣ + (�̇�ଵ − �̇�ୣ)∆ℎୱୣ,ସ  ······································ (8) 

 

出力，入口蒸気流量及びタービン効率に加え，適切な抽気蒸気量及び副次蒸気流量を仕様書に

明記し，各負荷の保証に適用する。 

再生タービンの場合は，更に現実的にタービン室熱効率で定義可能であるが，この場合も，適

切な抽気蒸気量及び副次蒸気流量をきちんと定義しなければならない。 

3.4.5  
蒸気消費率（steam rate） 

タービンの単位出力当たりに要した蒸気消費量 

注釈 1 蒸気消費率は，出力に対する主蒸気流量の比で，次のように定義する。 SR= �̇�𝑃 = 1𝜂୲ୢ × ∆ℎୱଵ,ସ  ···················································· (9) 

 
ここで， SR： 蒸気消費率（kg/kW･s） 
 P： 出力（kW） 
 m ： 主蒸気流量（kg/s） 

 

蒸気消費率は，図 1 b) のように，一つのタービン主蒸気条件で全蒸気を受入れ，低圧で全蒸気

を排出する復水タービン又は背圧タービンの性能を示す値として用いる。ただし，この値は，主

蒸気及び排気の条件に依存するので，仕様条件が相違するタービンと比較する値ではない。比較
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のためには，タービン効率を用いることが望ましい。 

3.4.6  
最大主蒸気流量（main steam flow capacity） 

所定条件でタービンを運転する場合のタービン主蒸気条件での主蒸気止め弁入口における最大蒸気流量 

注釈 1 バルブステム，グランド及びバランスピストンへの供給蒸気，並びに給水ポンプ駆動タービン，

蒸気／蒸気加熱器，エゼクタなどのプラント補機への供給蒸気も含める（JIS B 8101）。タービ

ンの最大のみ込み蒸気流量ともいう。送入蒸気がある場合は，所定条件でタービンを運転する

場合のタービン蒸気条件での主蒸気止め弁入口と送入蒸気における最大蒸気流量を規定する。 
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 記号説明 

CP：復水予熱器 
DC：ドレン冷却器 
EC：エゼクタ式空気抽出器 

 
a)再熱再生復水タービン 

 

 
 b)単純復水又は背圧タービン        c)抽気復水又は背圧タービン 
 

図 1－記号及び添字を解釈するための図 
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3.4.7  
定格出力 

所定条件でタービンを運転する場合の保証最大連続出力（JIS B 0127） 

注釈 1 この出力は，発電機端出力，正味電気出力，正味軸端出力などで定義する（JIS B 8101）。した

がって，保証出力の定義は，あらかじめ受渡当事者間で協定しなければならない。 

ここに，所定条件とは，主蒸気条件，再熱蒸気条件，抽気条件，排気条件などプラント計画時

の取合条件である（JIS B 8101）。 

指定された蒸気流量又は熱負荷での出力は，効率又は蒸気消費率保証に類似している。効率，

蒸気消費率，又は熱消費率の保証が与えられた場合，指定された蒸気流量での出力の追加保証は，

二重の保証につながり，回避するのがよい。 

3.4.8  
抽気及び混圧タービンの保証値（Guarantee values for extraction and mixed-pressure turbines）1) 

所定条件で運転するタービンの保証値 

注釈 1 保証値は，タービン効率として次のとおり定義する。 𝜂୲ୢ = 𝑃∑(�̇�୨𝛥ℎୱ୨)  ·················································· (10) 

 

P は，契約に従って，Pb，Pg 又は Pc とすることが可能である。 

ここで，�̇�୨ 及び𝛥ℎୱ୨ は，タービンの連続する区分ごとの蒸気流量及び等エントロピー熱落差で

ある。 

例えば，図 1 c)によると，単一抽気タービン（背圧又は復水のいずれか）の場合，次のとおりで

ある。 𝜂୲ୢ = 𝑃�̇�ଵΔℎୱଵ,ୣ + (�̇�ଵ − �̇�ୣ)Δℎୱୣ,ସ  ································ (11) 

 

抽気又は混圧タービンでは，出力，主蒸気流量，タービン効率の値，抽気流量，及び副次蒸気流

量を明確にする必要があり，保証対象となる各負荷に適用する。 

給水加熱器付の混圧又は抽気タービンの保証値は，実用的であれば，熱効率を定義することが可

能である。この場合にも，保証値をきちんと定義するために，抽気流量，及び副次蒸気流量が必要

となる。 
注 1)  混圧タービン－圧力の異なった複数の蒸気を同一タービンに入れて仕事をさせるようにしたタ

ービン 

3.4.9  
蒸気タービンの最大熱負荷容量（原子力プラントの場合）［Thermal Load Capacity （for Nuclear 
applications）］ 

所定の条件下での蒸気タービンの最大電気出力 

注釈 1 蒸気タービンの最大電気出力は，蒸気タービンが定格熱出力一定運転下で保証される。ただし，

境界条件及び熱負荷の定義が，適用範囲と整合するように注意しなければならない。 

4 基本方針 

4.1 試験の事前計画 
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この規格による試験の受渡当事者は，プラント設計時に，試験手順，保証の解釈，測定点及び測定装置

の数，位置及び配置，並びにバルブ及び配管配置に関してあらかじめ協定する。特に原子力プラントの蒸

気タービンは，その後の改造が不可能な場合が多く，運転開始後に測定点にアクセスできない場合があり

留意が必要である。最も重要な測定においては，フランジ，温度計ウェルなどの特別な接続設備を測定機

器に用意し，通常の操作に支障をきたすことなく受渡試験を行うことが可能となるようにする。 

契約の定義に従って，“システム”を出入りする出力・熱量及びその境界条件が決められるように，計器

を選択する。 

受渡当事者は，できるだけ早期に，試験に必要な測定精度について協定する。この精度は，受渡試験の

費用を十分に考慮して，プラントの重要性と合理的な関係でなければならない。 

プラント設計中に協定する必要がある一般的な項目として，次のようなものがある。 

a) 試験計算の基本となる流量計の位置及び周りの配管 

b) 考慮されてない流れがサイクル系統に出入り，又はサイクル構成機器をバイパスしないようにするた

めに必要なバルブの数及び位置 

c) 基準点での正しい測定を行うために必要な温度計，圧力計などの数及び位置 

d) 基準点での正しい測定を行うために必要な多重測定の数及び位置 

e) 試験の複雑化，エラーの発生を避けるための漏れ流量の扱い 

f) 必要ならば，ポンプ軸漏れ量の測定方法 

g) 必要に応じてサンプリング技術を含む蒸気品質を決定する方法。推奨される方法を 5.7 に示す。 

h) 蒸気タービン内部漏れ流量を決定する方法を定義し，両当事者で協定する（熱勘定図の値，又は温度

変動試験の実施については，附属書 E 参照）。 

4.2 事前の協定及び手配 

試験前に協定する必要がある事項及び手配する事項には，次のようなものがある。 

a) 試験前に，受渡当事者は，試験予定，試験目的，測定方法，必要な補正の範囲を考慮した運転方法，

試験結果の補正及び契約条件との比較方法に関して協定する。 

b) 測定値，計器，計器供給者，指示計器の位置，必要な操作要員及び記録要員に関して協定する。 

c) 比較測定値の入手方法について協定する（4.5 を参照）。 

d) 蒸気条件及び出力を一定に保つ方法について協定する。 

e) 試験中に故障又は破損しやすい計器は，適切に校正された予備を備え，遅滞なく使用できるようにす

る必要があり，試験中に計器の取換えを行った記録は，記録表に明記する。 

計器は，観察者が容易かつ正確に読み取れるように配置する。測定器は，試験中，校正環境に可能

な限り近い状態にするため，試験用に制御された環境に計器を配置する。 

f) 過熱度 15 ℃以下の蒸気の比エンタルピー又は湿分を含む蒸気の乾き度の決定は，受渡当事者間で決

定方法を同意した場合に限る。その協定事項，決定方法及び比エンタルピー又は乾き度を試験結果に

適用する方法は，試験報告書に明記する。 

全ての質の蒸気の流量も，実行可能な場合には，それを完全に凝縮させた後，凝縮流量を測定する。 

g) 計器の校正は，方法・時期・校正者について協定する。 

h) この規格の試験に必要な計器について，受渡当事者間で文書によって試験前に協定している場合は，

その協定の方法以外を採用してもよい。この規格に定めた測定方法以外の方法を採用したことを，試
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験報告書に明記する。 

文書による協定がない場合は，この規格による。 

i) 両当事者の利益を平等に代弁するために独立した専門家を雇うことが可能な場合に協定する。 

j) 必要最少の試験員及び記録員について，協定する。 

k) 水及び蒸気の特性については，最新の定義を用いることを推奨する。ただし，保証の算定と試験結果

の判定とは一貫していなければならない。6.2.4 を参照。 

4.3 試験計画 

4.3.1 受渡試験時期 

受渡試験は，運転中のプラント，又は相互の協定によって製造業者の架台試験装置にて実施する。 

現場での受渡試験は，実施可能であれば，初回並列（4.5 参照）から 8 週間以内に実施する。初回通気と

初回並列間の期間とが空く場合，十分に考慮する必要がある。 

別途，書面合意がある場合を除いて，受渡試験は契約で指定された保証期間内に行われなければならな

い。 

受渡試験前の期間は，性能低下及びタービン損傷リスクを最小限に抑えることが意図されている。高圧

及び中圧タービンの性能監視のため，この期間中にタービン効率を計測する試験を行う必要がある。ただ

し，この試験は可能な限り早く受渡試験を実施するよう努力することが望ましい。 

4.3.2 受渡試験管理 

受渡当事者は，あらかじめ試験指揮者を決定する。この試験指揮者は一人が望ましい。試験指揮者は，

試験の正確な実施及び評価に責任があり，測定の精度，試験の条件又は運転方法について問題が生じた場

合は，これを仲裁する。試験指揮者は，全ての必要事項に関する情報を得る権利及び義務がある。 

購入者及びタービン製造業者の委任を受けた代表者は，試験がこの規格及び試験前の協定に従って，試

験が実施されていることを確認するために，試験中常に立ち会うことが可能である。 

試験指揮責任がない契約の当事者は，試験前に，十分な時間，情報を得る機会が与えられる。 

4.3.2A 試験費用 

試験費用及び再試験費用の負担者の決定は，受渡当事者間の協定による。 

4.4 試験準備 

4.4.1 プラントの状態 

試験開始前に，蒸気タービン及び被駆動機が，保証範囲内の場合は復水器及び／又は給水加熱

器も含めて，適切な状態にあることを確認しなければならない。また，復水器・給水加熱器・配管・

バルブの漏れがないことを確認する。 

試験前に，タービン製造業者又は供給業者にはプラントの状態を確認する機会が与えられる。必要に応

じて，自ら測定する機会を与えてもよい。このとき判明した不備は，修正しなければならない。 

この規格は，特に蒸気タービン・発電機の性能試験について扱うが，蒸気タービン・発電機契約の一部
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として供給されている他の全ての機器は，タービン・発電機の試験中に，正常な作動状態にあり，通常の

営業運転状態としておく。性能保証が契約された後で，契約の追加で，それらの補機が発注された場合，

又は試験中に機器を動作させない特別な措置が，受渡当事者間で事前に協定されている場合は，この限り

ではなく，試験報告書に詳細に記載する。この類いの例は，蒸気タービン・発電機の契約の一部として契

約される起動時の温度調節用に蒸気タービン一部，又は全部をバイパスするよう設計された配管・バルブ

などがある。 

4.4.2 蒸気タービンの状態 

蒸気タービンの状態は，経年劣化 2)（7.9 参照），部分的損傷 3)及び付着物 4)によって変化する。 
蒸気タービンの状態は，一般に蒸気タービンの開放による蒸気通路部の内部検査，又は 4.5 による比較

測定によって決定可能である。 

部分損傷又は付着物がないことは，試験前に確認しなければならない（4.4.1 参照）。 

蒸気タービンが試験を実施するに適切な状態にあることを確認する，又は受渡試験結果の検討に役立つ

ことがあるので，参考測定を受渡試験前に実施するのがよい。 

注 2)  経年劣化とは，タービンの性能が悪影響を受けるような方法で，正しい運転及び停止状態の間に

劣化することを意味する。 

注 3) 部分的な破損：ブレーディングの空間距離，バランスピストン及び軸出力グランドの破損及びバ

ラツキ，バルブスピンドルの磨耗：バルブグランド及びシートの漏れ。 

注 4) 付着物：水蒸気側の塩水又は金属，冷却媒体側のスライム，灰，菌，藻など。 

4.4.3 復水器の状態 

保証に復水器性能を含み，冷却水量・温度に基づく場合，復水器は清浄で，漏れ空気がないように系統

を検査する。これらの事項は，受渡当事者間で協定する。 

復水器の状態は，例として，水室を開放するか，又は終端温度差を測定することによって，確認する。

付着物 4)がある場合は，試験前に，復水器を洗浄する，又は受渡当事者間で，適切な修正をすることを協

定してもよい。 

真空下の構成部品の気密性は，真空保持試験を実施することによって評価する。許容減衰率は，試験関

係者間の協定による。 

4.4.4 系統からの遮断 

4.4.4.1 一般 

試験結果の精度は，系統遮断の適切さに大きく影響される。系統から遮断する必要がある系外の流量，

系統構成機器又は流量計を不明確にバイパスする内部流量は，測定の必要性をなるべくなくすため，排除

する必要がある。試験中にこれらの流れを遮断することに何らかの疑いがあるときは，試験前に，これら

の測定の準備をしておく。 

使用しない接続管は，全て遮断する。できないときは，出口で定期的に観測可能となるように，接続管

を適切な位置で開放する。 

遮断される流れ及び機器並びにこれを達成する方法は，タービン初通気前に協定する。系統遮断の状況

は，試験報告書に記載する。 
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システムが性能試験のために適切に隔離されている場合，全負荷での初期蒸気流量のパーセントで表さ

れる原因不明の漏れ量は，可能な限り小さくする（6.2.3.4 参照）。 

最大許容漏れ量は，受渡当事者間の協定による。 

復水器ホットウェル，脱気器・給水加熱器，ボイラドラム，湿分分離器，再熱器，系内その他の貯蔵か

所の保有水量を考慮する（6.2.3.3 及び 6.2.3.4 参照）。 
 

4.4.4.2 機器及び流れの遮断 

可能な限りタービン主給水系統から遮断する必要がある機器及び系外流れは，次による。 

a) 大容量貯水タンク 

b) 蒸発器，蒸発器復水器及び蒸発器予熱器のような附属機器 

c) 安全運転を兼ねる起動用バイパス系統及び補助蒸気系統 

d) 復水主要流量測定装置のバイパス系統 

e) タービンスプレー 

f) 排水系統 排水系統は，通常の設計条件に従い，隔離する必要がある。 

g) 他機器との接続系統 

h) 脱塩装置 脱塩装置の遮断は，系統から機器を外すことではない。しかし，他機器との接続は全て遮

断する必要があり，主要流量測定に影響する再循環系統のような機器は，遮断するかその流量を測定

することを意味する。一般には，試験に影響しないように，試験中は再生運転をしないなどの方法を

とる。 

i) 復水に使用する薬注装置 

j) ボイラベント 

k) 蒸気駆動スートブロワ 

l) 給水加熱器をバイパスする復水及び給水 

m) 給水加熱器ドレンバイパス 

n) 給水加熱器胴ドレン 

o) 給水加熱器水室ベント 

p) 起動用空気抽出器 

q) 復水器水室空気抜き系統 

r) 所内加熱用蒸気又は水 

s) 蒸気発生器ブローダウン 

t) その他の保証熱サイクル構成に沿わない系統 

4.4.4.3 遮断されない場合に決定しなければならない流れ 

タービンを通過する流れに誤差を生じる原因となる系統を出入りする次の無関係な流れは，系統から遮

断できない場合は，測定又は推定する。 

a) ボイラのぞき窓用冷却水系統及びスラッグタップ式ボイラ火炉冷却水系統 

b) 次の密封及びグランド冷却水（供給及び回収とも）系統 

1) 復水ポンプ及び復水ブースタポンプ 
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2) ボイラ給水ポンプ 

3) ボイラ水又は原子炉循環ポンプ 

4) 自己シールしない給水加熱器ドレンポンプ 

5) タービン駆動給水ポンプ用タービン 

6) 原子炉制御棒シール 

c) 過熱低減水 

d) ボイラ給水ポンプミニマムフロー系統及びバランスドラム水 

e) 燃料油噴霧用及び加熱用蒸気 

f) ボイラブローダウン 

g) ボイラ満水系統 

h) タービン軸封水用水 

i) タービン冷却蒸気用過熱低減水 

j) タービングランド蒸気系統の緊急用ブローダウン弁 

k) タービン軸封水のオーバーフロー 

l) タービン洗浄用蒸気－水系統 

m) グランド漏れ蒸気以外の蒸気シール調節弁への蒸気 

n) 必要ならば，補給水 

o) 低負荷での高圧段から抽気をする場合のような，低圧運転脱気器用蒸気 

p) 可能な限り，給水加熱器ベントは閉鎖する。できなければ，最小に絞る。 

q) 脱気器オーバーフロー系統 

r) 水封真空破壊装置のような封水フランジヘ漏れる水 

s) 系統外へ出るポンプシール漏れ 

t) 産業用に使用される自動抽気蒸気 

u) 空気予熱用蒸気（遮断できないとき） 

v) 水－蒸気サンプリング装置。遮断できないとき，又は抽出流量が重要な場合は，測定する。 

w) 脱気器ベント 

x) 原子炉炉心スプレー 

w) 湿分分離器又は再熱器循環ドレン冷却用に使用されるサブクール水 

z) 湿り蒸気タービン車室からの連続的なドレンと接続系統（保証に含まれてない場合） 

上記 a)から z)のうち，次のものは一般に計算値を使用する。 

－ タービン駆動給水ポンプ用タービンシール蒸気 

－ ボイラ給水ポンプ 

－ タービングランド蒸気系統の緊急用ブローダウン弁 

－ グランド漏れ蒸気以外の蒸気シール調節弁への蒸気 

－ 給水加熱器ベント 

－ 水封真空破壊装置のような封水フランジへ漏れる水 

－ 脱気器ベント 
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－ 湿り蒸気タービン車室からの連続的なドレン及び接続系統（契約外のとき）。また，次のものは一般に

影響が少なく，無視してもよい。 

－ 自己シールしない給水加熱器ドレンポンプ 

－ 給水加熱器ベント 

－ 水封真空破壊装置のような封水フランジへ漏れる水 

4.4.4.4 タービン給水系から装置を遮断する方法及び装置 

種々の装置と系外への流れとをタービン主給水系統から遮断する方法及び遮断を確認する方法には，次

のようなものがある。 

a) 二重弁 

b) 閉止フランジ 

c) 二つのフランジ間の栓 

d) 目視検査用スプール片の移動 

e) 安全弁のような大気に吹き出す蒸気の目視検査 

f) 漏れが確認（受渡当事者立会試験）され，試験前又は試験中に操作しない閉鎖弁 

g) 温度指示（ある条件で許容－協定が必要） 

h) 系統から遮断されるタンクの正確な水位の測定 

i) 非常に重要な遮断弁（例えば，高圧及び低圧バイパス弁）は，検査する。必要ならば，試験前にシー

ルする。 

4.4.5 復水器及び給水加熱器の漏れの確認 

復水器及び給水加熱器の漏れの有無を確認し，重大な漏れがないように措置を講じる（附属書 A 参照）。 
疑いがある場合は，試験後に確認を繰り返すことが可能である。 

4.4.6 蒸気ストレーナ洗浄 

必要ならば，試験前に蒸気ストレーナを洗浄する。 

4.4.7 試験用計器の検査 

計器の状態及び適合性について，試験前に全ての計器を校正する。さらに，計器，設置位置及び設置状

態が試験目的に対して適切かどうかを確認する。全ての計器の校正結果は，試験報告書に記録する。 

4.5 参考測定 

比較測定では蒸気タービンの状態を確立するために不可欠な変数だけ考慮する。比較のため，内部効率，

抽気の圧力及び温度，出力，調整弁の開度，グランド漏れ流量，コンデンサー末端差の低圧タービン排気

圧力（保証による），適切な時点での蒸気タービンの振動などを適切なか所で測定することが望ましい。 

比較測定の誤差は，受渡試験の測定の誤差以内でなければならない。 

比較測定の種類及び範囲，費用については，購入者と供給者とが協定する（4.1 参照）。 

受渡試験の関係者は，比較測定に参加しなければならない。 



17 
B8102:20xx 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

基準測定は，初回の並列直後に，必要に応じて部分負荷にて行う。次のような時期に確認測定を実施す

る。 

a) 受渡試験前又は予備試験中 

b) 翼付着物除去後 

c) 検査前及び／又は検査後 

受渡試験中に行われた測定値は，通常，最終確認測定値として評価可能である。 

確認測定結果，翼付着物除去によって除去可能な堆積物が指摘された場合，供給者は購入者に蒸気ター

ビンの洗浄を要求する場合がある。洗浄後，確認測定値が基準測定値と一致する場合，受渡試験を実施す

ることが可能である。確認測定が参考測定と一致しない場合，受渡当事者間で，欠陥の除去又は受渡試験

を実施するか決定する。試験を進行する場合は，比較測定値を試験報告書に含めなければならない。 

参考測定が，保証による期待値と相違する場合は，受渡当事者間で是正措置を協定する場合がある。 

4.6 試験設定 

4.6.1 負荷設定 

性能保証は，規定の弁開度，規定の出力又は当初の蒸気質量流量に基づいて，又は，原子力プラント及

びガスタービン複合サイクルプラントの場合は規定の入熱に基づいて保証を決定し，試験を行うことがあ

る。試験計画にあたり負荷設定は保証値と一致していなければならない。 

試験は，電気出力又は蒸気加減弁開度に基づいて実施する。保証付きの部分噴射タービンの受渡試験は，

弁全開の位置で実施しなければならない。 
a) 試験設定には，次の事項に留意する。 

1) ノズル締切り調速タービンの受渡試験では，全体の絞り効果が最小となる蒸気加減弁の“弁全開”

の位置で行う試験が，通常最も良好な性能を示す。 

2) 弁全開での試験は，再現性の高い試験条件になる傾向がある。また，試験弁開度の負荷及び流量は，

製造業者が期待する正確な値では発生しない虞がある。 

したがって，指定された弁開度に確実に達するよう“弁全開”負荷と比較して最大偏差の範囲内

で動作条件を調整することを許容する。 

3) 試験を行う出力を選定する場合は，保証値と実際の性能との関係が明らかになるよう，受渡当事者

間で協定する。 

注記 第“n”番目の“弁全開”の位置とは，弁機構が更に開くことによって，次の“n＋1”番目の

弁が開き始めようとする位置とする。 

b) 熱効率，熱消費率，蒸気消費率又は主蒸気流量の試験において，保証出力の±5 %の範囲内で試験出力

を調節して，最も効率が良い弁開度での出力をとることは差し支えない。特に協定がない限り，上記

の修正試験出力を保証出力としてもよい。 

c) 部分的な弁開度によって試験の負荷を正確に適切な値に設定することが困難な場合があるため，負荷

をまたぐように 2 回以上の試験を実施し，それら結果を内挿によって得ることが許される。 

運転条件によって出力又は蒸気流量が大きく変動したときは，最適な弁開度を保持するために負

荷制限装置を使用してもよい。蒸気加減弁の相対位置は，試験期間中変えない。 

d) 手動で操作するノズル又はバイパス弁がある場合，保証によって意図する位置になければならない。

契約又は仕様にて明確でない場合，受渡当事者間で協定する。 
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e) 絞り調速タービンを変圧運転する場合，試験は蒸気加減弁全開で実施するのが望ましい。ノズル締切

り調速タービンにおいては，保証が蒸気加減弁全開位置による場合は，蒸気加減弁全開位置で試験を

実施するのが望ましい。 

さらに，抽気タービンの低圧抽気加減弁の位置は，系外への蒸気流量を調整して，可能な限り“弁

全開”にする。 

同様に，2 段混圧蒸気タービンの二次入口蒸気加減弁の“弁全開”は，二次蒸気流量を調整するこ

とによって達成可能である。 

これらの調整は，4.8 に記載されているよりも大きな規定値からの出力の偏差をもたらす可能性がある。

この場合，7.6.2 に基づく保証額の再計算は，受渡当事者間で協定する。 

運転条件による負荷又は蒸気流量に大きな変動が生じている場合は，最適なバルブ位置を保つためにバ

ルブのそれ以上の開度を制限する装置を使用可能である。バルブの相対的位置は，試験期間を通じて異な

ってはならない。 

全周噴射タービンの可変圧運転の場合，制御弁を大きく開いた状態で試験を実施する。保証が，大きく

開いた制御弁に基づいている場合，絞り制御にも同じことを適用する。 

4.6.2 特殊な設定 

試験目的のために，タービンに営業及び連続運転に不適切な特別な調整をしてはならない。例外は，復

水器真空調整のための流入空気量の調整，負荷制限装置の使用，ドレン又は弁閉鎖によって蒸気若しくは

水の系外への流出，又はバイパス流れを防ぐ系統遮断と同様なその他の試験制御だけである。これらは，

保証項目と一致し，運転の安全性及び技術に合うようにする。 

試験結果に影響する流出又は流入の流量の測定のため，調整前及び試験前のタービン軸シールは，通常

の運転状態に合わせる。 

4.7 予備試験 

次の目的のために予備試験を行ってもよい。 

a) タービンが受渡試験の実施に適切な状態にあることの確認 

b) 計器類の点検 

c) 試験手順の習熟 

予備試験終了後，受渡当事者間の協定によって，その試験を正式な受渡試験としてもよい。 

予備試験が不完全な場合，その原因を調査し，必要がある場合，点検して，タービンが受渡試験に適切

な状態にあることを確かめる機会を製造業者に与える。 

4.8 受渡試験 

4.8.1 試験状態の安定性 

全ての試験前に，温度及び流量の安定化を図る期間を設けるものとし，その期間はタービン容量，内部

条件及び負荷変化量によって異なるため，受渡当事者間で協定する。 

一般的な安定期間は，1 時間～2 時間である。 
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その変動が試験結果に影響するいかなる条件も，試験前に可能な限り一定になるようにし，試験中，4.8.2
に示す許容変動内に維持しなければならない。 

蒸気加減弁の絞りを一定に維持するために，負荷制限装置によって，蒸気加減弁の位置を出力増加方向

に制限を加えるのがよい。系統周波数の通常の変化に応答しないことを確実にするために，調速機は，定

格回転速度よりもやや高い回転速度に調整するのがよい。 

4.8.2 試験状態の最大許容偏差及び許容変動 

受渡当事者間に別に協定がない限り，試験結果の修正量を最小限に抑えるために，どの試験中にも，そ

れぞれの測定値の平均値が規定の試験条件の値から偏る最大許容偏差及び試験中のそれぞれの測定値の最

大許容変動は，表 1 に示す許容範囲内になければならない。 

これらの条件を逸脱した場合，運転状態値の偏差の影響に関して特別の協定がなければ，測定は単に参

考として扱う。 
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表 1－試験状態の最大許容偏差及び最大許容変動 

変数 一試験中におけるその平均値の規

定値からの最大許容偏差 a) 
一試験中におけるその平均値

からの最大許容変動 

主蒸気圧力 絶対圧力の±5 % 絶対圧力の±2 % 
主蒸気温度 ±8 ℃ ±6 ℃ 
乾き度 ±0.005 注 d)参照 
抽気圧力（制御） 絶対圧力の±5 % 絶対圧力の±2 % 
排気圧力 

 給水加熱用 

 背圧タービン用 

 復水タービン用 

 
絶対圧力の±5 % 
絶対圧力の＋25 % 
絶対圧力の－10 % 

 
絶対圧力の±2 % 
絶対圧力の±5 % 
注 d)参照 

抽気流量 ±10 % 注 d)参照 
再熱蒸気温度 ±8 ℃ ±6 ℃ 
断熱熱落差 

出力又は主蒸気流量 

（所定条件に修正後） 

±7 % b) 
±5 % 
 

±3 % 
注 d)参照 
 

最終給水温度 ±10 ℃ ±5 ℃ 
回転速度 ±2 % c) ±1 % 
力率 1.00 から定格値の下 0.05 まで ±0.05 
電圧 ±5 % ±2 % 
契約に復水器が含まれ

る場合 

冷却水流量 

冷却水入口温度 

 
 
±10 % 
±5 ℃ 

 
 
注 d)参照 
±1 ℃ 

注記： “試験中におけるその平均値からの最大許容変動”の欄は，対応国際規格にはないが，

分かりやすくするために追加した欄であって，参考値である。 

注 a) 設計値と比較して抽気圧力の偏差が小さい場合は，全体の性能への影響が通常無視さ

れる。給水加熱器の製造に係る抽気蒸気流量の不釣合いな大きい偏差がある場合，全体

の性能への影響は非常に問題となる。その場合，対処方法については受渡当事者間の協

定による。 
注 b) 熱落差が±7 %以上の偏差にならない条件は，次のとおりである。 

主蒸気圧力 絶対圧力の±5 % 
主蒸気温度 ±15 ℃ 
抽気圧力（制御） 絶対圧力の±5 % 
背圧タービン用排気圧力 絶対圧力の±5 % 

注 c) タービンが技術的に保証される場合。 
注 d) それぞれの試験中に許容される変数の最大変動は，許容誤差の半分を超えてはならな

い。変動とは，読取り値の最大値又は最小値と試験の平均値との差異である。 

 

4.8.3 試験の継続時間及び読みの周期 

必要試験時間は，運転条件の安定性及び試験測定値の記録速度による。系統保有水の正確な測定可能水

位変化は，必要試験時間の制限要因となる。 

受渡試験の試験継続時間は，1 時間以上とする（6.1 参照）。協定又は技術的必要性によっては，短縮し

てもよいが，30 分未満にしてはならない。容量試験時間は，受渡当事者間の協定による。ただし，15 分未

満にしてはならない。 
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指示測定装置で記録される関連試験測定値は，可能な限り同時に読み取る。測定値は一定ではないので，

一定間隔での読み取るときの誤差が避けられない。これらの誤差が全体の測定誤差に極力影響しないよう

に，読取間隔を十分短くする。これは，質量流量測定及び電気出力の差圧の読取りに際しては，特に重要

である。1 時間の測定値の試験では，1 分間間隔の読取りが表 1 の最大許容偏差に対し，必要性の要件を十

分満たさなければならない。測定した値をそのまま使用できない比エンタルピーなどの測定値を決めるた

めの圧力・温度は，より長い間隔で読み取ってよい。例えば，変動の大きさ及び変動の挙動によって，3 分

～5 分である。 

より長い読取間隔が必要な場合は，それに応じて，試験時間を長くしなければならない。 

読取時刻は，試験記録に記載する。それぞれの試験前に，時計を互いに同期させなければならない。 

4.8.4 積算計器の読取り 

電気出力及び流量の平均値は，試験の最初と最後とでの読取値の差を，相当する時間間隔で割って決め

る。 

全ての積算計器及び関連する指示計器は，同時又はほとんど同時に読み取る。 

全ての積算計器は，試験中，定期的間隔で同時に読み取るのが望ましい。これによって，一貫性の照合

ができ，試験終了後，必要であれば，評価時間を調整可能である。 

なお，測定値は，受渡当事者間の協定によって，データロギングシステムを使用して得られた値を用い

てもよい（5.1.2 参照）。 

全ての観察は，全ての動作条件が，一定のままである場合，意図した試験期間の少し前から開始し，少

し後に終了する必要がある。 

4.8.5 代替方法 

この規定では，試験方法の詳細に関する方法が規定されているが，どの代替方法を採用したかについて

は試験報告書に記載しなければならない。 

4.8.6 試験記録 

各試験終了後直ちに，試験当事者は記録された試験結果を受取り保管する。 

4.8.7 追加測定 

比較的短時間で修正される欠陥が，試験中に発見された場合，試験は，続行してもよい。この場合，十

分に精度よく修正が計算可能である（例えば，復水器終端温度差の小さい変動，給水加熱器カット運転又

は計器の不足）ように，必要ならば，補助測定をしなければならない。 

試験負荷で閉鎖する必要がある制御弁が負荷変動によって開く場合，又は試験期間中に，試験条件が許

容できない大きい変位が生じた場合，残りの期間が 4.8.3 の要求を満たせば，この試験期間は，受渡当事者

間の合意によって，除いてもよい。そうでなければ，試験を繰り返す。 

不一致の原因を見つける方法として，1 か所又はそれ以上の段落圧力・温度を試験中に測定するのが望

ましい。 

4.8.8 仮計算 
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採取された測定値の妥当性を確認するために，修正及び試験結果の仮計算を，試験後直ちに実施する。 

4.8.9 試験の一貫性及び回数 

試験中又は一連の試験結果の計算中に，甚だしい不一致が生じた場合は，受渡当事者間で合意がない限

り，その試験又は一連の試験の全部又は一部を廃棄する。 

保証対比に使用する試験を複数回実施する場合は，試験データの誤差の取扱いは，例として，不確かさ

の半分を超えてはならない，不確かさの半分を超えた試験データは除外する。修正された試験結果は平均

値とする等は受渡当事者間にて協議する。 

4.9 受渡試験の繰返し 

受渡試験が不満足の場合，自己負担による改造又は試験の繰返しの機会がタービン製造業者に与えられ

る。試験結果に関して疑問がある場合は，契約の一方の当事者から，試験の繰返しを要求してもよい。 

5 測定技術及び測定計器 

5.1 概要 

5.1.1 計器精度の要求事項 

測定計器は，表 2 に記載された要求事項に適合し，個々の最大誤差は所望する測定の不確かさの達成を

妨げない精度でなければならない。 

受渡試験では，タービン発電機端出力（又はタービン軸端出力），給水系統の復水流量（又は給水流量），

タービン入口蒸気の圧力及び温度，再熱器前後の圧力及び温度，タービン排気圧力，復水器出口の復水温

度，最終給水加熱器出口の給水温度などの主要な項目を，特に高い精度で測定する必要がある。また，電

気出力，流量測定の差圧，蒸気温度，排気圧力などについては，可能な限り，多重測定を行うことが望ま

しい。多重測定は測定精度の向上のほか，計器故障の検出，対応をするのに有効である。 

5.1.2 測定計器 
受渡試験には，次のいずれかの条件を満たした計器を使用する。また，使用に際しては，受渡当事者間

の合意が必要である。 

a) 公的機関によって検定した計器 

b) 公的機関によって校正した計器 

c) 公的機関で校正した計器を用いて比較校正した計器 

d) 流量計のように a)，b)又は c)によることができない計器については，精度が判明している計器 
表 2 に受渡試験に使用することが可能な計器の形式及び精度を示す。これ以外の計器を使用する場合に

は，受渡当事者間で合意する必要がある。図 2A，図 3A 及び図 3B に代表的な計器の配置を示す。 
計器及び変換器は，データロギングシステム上に記録する装置を備えていてもよい。測定値を自動変

換，自動補正するロギングシステムを使用してもよい。ロギングシステムの信頼性及び正確性はあらかじ

め調査しておかなければならない。 

5.1.3 測定の不確かさ 
計算に使用する測定量の誤差の程度によって，試験結果は影響を受ける。また，試験結果は，全ての測

定の誤差の効果によって，不確かさの程度が異なる。 



23 
B8102:20xx 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

計器及び測定方法による不確かさは，あらかじめ適切な方法で，検証をしておかなければならない。 

個々の測定の不確かさの程度は，読取精度が試験結果にどの程度影響を及ぼすかを考慮して決定しなけ

ればならない。 

表 2 は，個々の測定対象に対して，標準的な測定の不確かさを示してある。 

試験結果の測定の不確かさは，箇条 8 に従って個々の測定の不確かさから計算可能である。 

5.1.4 計器の校正 

校正を必要とする計器は，試験前に校正しなければならない。校正証明書は試験前に受渡当事者間で確

認可能な状態でなければならない。計器の校正の状態（計器使用までの校正からの経過日，器差等）は測

定の不確かさの検証に考慮しなければならない。 

受渡当事者間で合意した場合には，試験後に再校正を実施しなければならない。 

5.1.5 代替測定方法 

受渡当事者間で合意した場合には，この規格の要求と同等の精度をもつ電子装置，質量流量測定技術な

どの最新測定システムを，代わりに採用してもよい。 
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表 2－受渡試験で推奨する器及び平均不確かさ 

測定対象 測定計器 精度級 測定範囲 平均不確かさ 引用規格等 

圧力 校正済圧力計  全圧力領域 ±0.1 %～0.3%  

差圧 校正済差圧計  全差圧領域 ±0.1 %～0.3%  

温度 

校正済熱電対  t≦300 ℃ ±1 K  t＞300 ℃ ±0.3 % 

校正済抵抗測温抵抗体  0＜ t≦100 ℃ ±0.2 K  t＞100 ℃ ±0.2 % 

主要流量 

規格に適合した差圧式流量計   
±0.75 %～±1.5 % a) 
（流出係数） 

JIS Z 8762-1～
JIS Z 8762-4 

校正済流量計   
±0.2 %～±0.4 %a) 
（流出係数） 

 

校正済超音波流量計 (5.3.2.3 の
定義による） 

  
±0.35 %～±0.5 %a) 
（質量流量） 

ISO 12242 

冷却水量 

超音波流量計   ±2 %～±3 %  

熱収支による   ±3 %b)  

他の流量測定装置   ±3 %  

電気 
出力 

二電力計法（電力量計又は電力
計）   ±0.1 % 0～±0.5 %  

校正済計器変成器 
 
0.2 % 

  
 

試験負荷で校正した計器 0.2 %  

 

 

三電力計法（電力量計又は電力
計）   ±0.1 % 0～±0.5 %  

校正済計器変成器 
 
0.2 %    

試験負荷で校正した計器 0.2 %    

常設計器 
0.1 %～
0.5 % 

   

補機動力 
クランプ式電流計 0.5 %    

クランプ式電力計 0.5 %    

電流 電流計 0.2 %    

電圧 電圧計 0.2 %    

機械出力 
動力計又はポンプのエネルギー
バランス法 

  ±約 2 %  

速度 

周波数（電気出力測定による）   ±0.01 %  

固定式回転計  校正範囲 ±1.0 %  

手動式回転計  校正範囲 ±0.5 %  

電気式回転計  校正範囲 ±0.1 %  

大気圧 
精度級気圧計 
絶対圧力計 

  

±0.02 kPa （排気圧力
測定にゲージ圧力計を
使用する場合） 
±0.05 kPa～±0.2 kPa 
（排気圧力測定に絶対
圧力計を使用する場
合） 

 

注 a) 主要流量の測定の精度は，表 6 に示す試験結果に対する測定の不確かさの目安の中で，大きな割合を占めて

いる。したがって，差圧装置はこの点を十分考慮して選択しなければならない。 
注 b) 熱収支による冷却水流量の不確かさは，復水器出口冷却水温度計の測定の不確かさを参照し，決定する。 
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 ：熱電対又は抵抗温度計 W ：電力計 

 ：ブルドン管式圧力計 A ：電流計 

 ：U 字管形圧力計 V ：電圧計 

 ：重すい形圧力計 VSLO ：弁グランドからの漏れ蒸気 

 ：オリフィス形流量計（マノメータ付） GSC ：グランド蒸気復水器 

 ：フローノズル形流量計（マノメータ付） SJAE ：蒸気式空気抽出設備 

 ：U 字管付動圧，静圧検出器 SSR ：軸封蒸気調整装置 

 ：絶対圧力計 CT ：電流変成器 

 ：排気室設置の圧力検出バスケット PT ：電圧変成器 

 ：レベル計 

図 2A－受渡試験に使用する測定計器の取付位置と形式を示す例 

（過熱した抽気蒸気による高圧給水加熱器付きの場合） 

記号説明 
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         ：熱電対又は抵抗温度計 W ：電力計 注 2) 給水加熱器の漏れ量をトレーサ法によって測定する場合には，ここに主要流量計を置くこと 

 ：ブルドン管式圧力計 A ：電流計   を推奨する。 

 ：U 字管形圧力計 V ：電圧計 注 3) 主要流量測定の代替案 

 ：重すい形圧力計 VSLO ：弁グランドからの漏れ蒸気 注 4) フラッシングの問題が生じない，又は流量が主給水流量の 5 %以下の場合には，校正済のタ 

 ：オリフィス形流量計（マノメータ付） GSC ：グランド蒸気復水器   ービンメータを用いてもよい。 

 ：フローノズル形流量計（マノメータ付） SJAE ：蒸気式空気抽出設備 注 5) 主流の蒸気が少なくとも 15 ℃過熱している場合には，サンプリングを省略する。 

 ：U 字管付動圧，静圧検出器 SSR ：軸封蒸気調整装置  

 ：絶対圧力計 CT ：電流変成器  

 ：排気室設置の圧力検出バスケット PT ：電圧変成器  

 ：トレーサ注入口 

 ：サンプリング口 

 ：レベル計 

図 3A－受渡試験に使用する測定計器の取付位置と形式を示す例 

（給水加熱器のドレンを，カスケードに復水器へ流す場合，流量測定のトレーサ技術を適用する。） 

記号説明 
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 ：熱電対又は抵抗温度計 W ：電力計 注 2) 給水加熱器の漏れ量をトレーサ法によって測定する場合には，ここに主要流量計を置くこと 

 ：ブルドン管式圧力計 A ：電流計   を推奨する。 

 ：U 字管形圧力計 V ：電圧計 注 3) 主要流量測定の代替案 

 ：重すい形圧力計 VSLO ：弁グランドからの漏れ蒸気 注 4) フラッシングの問題が生じない，又は流量が主給水流量の 5 %以下の場合には，校正済のタ 

 ：オリフィス形流量計（マノメータ付） GSC ：グランド蒸気復水器   ービンメータを用いてもよい。 

 ：フローノズル形流量計（マノメータ付） SJAE ：蒸気式空気抽出設備 注 5) 主流の蒸気が少なくとも 15 ℃過熱している場合には，サンプリングを省略する。 

 ：U 字管付動圧，静圧検出器 SSR ：軸封蒸気調整装置  

 ：絶対圧力計 CT ：電流変成器  

 ：排気室設置の圧力検出バスケット PT ：電圧変成器  

 ：トレーサ注入口 

 ：サンプリング口 

 ：レベル計 

図 3B－受渡試験に使用する測定計器の取付位置と形式を示す例 

（給水加熱器のドレンを，ポンプで昇圧して給水に戻す場合，流量測定のトレーサ技術を適用する。） 

記号説明 
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5.2 出力測定 

5.2.1 タービンの機械的出力の決定 

蒸気タービンの機械的出力は，次の四つの方法のいずれかの方法で決定することが可能である。 

a) 発電機端子における電気出力を測定して，発電機損失を加える（5.2.4 参照）。 

b) トルク及び回転速度の測定による。 

適切な精度をもつ吸収式又はねじり動力計を使用してもよい 5)。 

もし，制御油ポンプ，潤滑油ポンプなどのタービン補機が，外部動力で駆動される場合には，ター

ビン軸継手出力から，これらの補機動力を差し引いて，タービン軸端の正味出力を求める。 
c) 蒸気タービンのエネルギーバランスを確立することによる。 

出力を，蒸気タービンの周りに確立されたエネルギー収支包絡線を通過する全てのエネルギーフロ

ーの代数和から導出する 6)。 
d) 被駆動機械（コンプレッサ，ポンプなど）のエネルギーバランスを確立することによる。 

出力を，被駆動機械 6)の周りのエネルギー収支包絡線を通過する全てのエネルギーフローの代数和

から導出する。 

注 5) 動力計の測定上の注意などは，附属書 JA 参照。 

注 6) 微小なエネルギーフロー，例えば，伝導及び放射によって環境に放散される熱は，ほとんど

の場合，十分な精度で見積もることができるため，測定する必要はない。 

5.2.2 ボイラ給水ポンプ動力の測定 

ボイラ給水ポンプ動力の測定は，次による。 

a) ボイラ給水ポンプが，主タービン車軸で駆動される場合，又は主タービンの製造業者が供給する，主

タービンからの抽気によるタービンによって駆動される場合には，給水ポンプの消費動力，軸受，流

体継手，変速機などの機械損失を測定しなければならない（附属書 JB 参照）。 

b) ポンプの消費動力は，動力計によって測定する方法もあるが，ボイラ給水流量とその比エンタルピー

上昇との積によって決定するのがよい。給水流量を決定する場合には，軸封水量及び注水量も考慮し

なければならない。 

ポンプによる温度上昇は小さいので，温度測定には高い精度が必要となる（例えば，直列に接続し

た多重熱電対，又はブリッジ接続の抵抗温度計などを用いる）。 

c) ポンプの消費動力は，ポンプ製造業者が提示するポンプ効率及び流量，圧力上昇の測定値を用いて決

定してもよい。この場合，ポンプ効率は全負荷範囲にわたって，試験で確認しておかなければならな

い。 

d) 2 台以上のポンプを運転している場合，水量，損失を個々独立に測定する必要はない。 

e) 軸受，流体継手，変速機などの機械損失は，油冷却器冷却水に放出する熱量に相当するから，冷却水

流量とその比エンタルピー上昇との積として求めることが可能である。放射熱による損失は無視して

もよい。 

f) 電動機でポンプを駆動する場合，消費動力は，製造業者が提示する効率から求めることが可能な動力

及び軸受，流体継手，変速機などの損失の測定値から決定が可能である。 

g) ポンプ駆動用のタービンが，主タービンの供給者の責任範囲外の場合には，抽気の蒸気条件と流量を
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測定することが望ましい。必要ならば，受渡当事者間で協議を行う。 

5.2.3 発電機の電気出力の決定 

発電機の電気出力の決定は，次による。 

a) 発電機の正味出力は，次の式で定義する。 𝑃＝𝑃ୠ－𝑃  ·················································· (12) 

 

b) 発電機の補機を電動機で駆動する場合，動力 Pa は補機の電動機へ供給する動力である。これは，消費

動力が，出力 Pb を測定する位置の下流側で発電機端子から，又は，別個の電源から取る場合にも適用

することが可能である 7)。 

c) 発電機の補機を他の方法で駆動する場合には，動力 Pa は補機軸継手への入力である。 

d) 励磁電力が，出力 Pb を測定する位置より下流の発電機端子からか，又は他の動力源から取る場合には，

Pa に励磁装置への入力電力も含める。 

e) タービン発電機，復水及び給水加熱設備が，ユニットとして保証範囲内にある場合には，それらの補

機用動力は，契約上の定義に従って取り扱う。 

注 7) これは IEC 60034-2 を参照するものではない。 

5.2.4 電気出力の測定 

a) 中性点接地式又は 4 線式の三相発電機の場合，電気出力は積算電力量計法又は三電力計法によって測

定する（図 3C 参照）。 

b) 中性点を抵抗，リアクタンス又は抵抗付トランスで接地している三相発電機の場合，電気出力は二相

電力計方式で測定してもよいが，三相電力計方式によって測定するのが望ましい（図 3D 参照）。 

c) 精度を高めるために，計器用変圧器及び計器用変流器を含めて，電気出力を多重に測定するのが望ま

しい。多重測定は測定精度の向上のほか，計器故障の検出，対応をするのに有効である。 
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 記号説明 
  V：電圧計 
  A：電流計 
  W：電力計 
  Wh：積算電力量計 
  CT：計器用変流器 

  PT：計器用変圧器 
 

図3C－三電力計使用による三相電力測定結線図 
 
  



31 
 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

 

 
 記号説明 
  V：電圧計 
  A：電流計 
  W：電力計 
  Wh：積算電力量計 
  CT：計器用変流器 
  PT：計器用変圧器 
 

図3D－二電力計使用による三相電力測定結線図 
 

5.2.5 電気計器の接続 

a) 計器用変成器は，可能な限り発電機端子に近く，かつ，電力が発電機系統から入出力する外部端子の

発電機側に接続しなければならない。 

計器へのリード線は，計器から 1 m 以上にわたって，コンダクタの各組への結線を編むことによっ

て，インダクタンスなどで計器の読みに影響しないように配線をする。 

b) 計器用変成器の校正は，試験時と同一の計器で，かつ，同じインピーダンスで行うことが望ましい。 

c) 電圧回路の配線は，保証の電力測定に重大な誤差を生じないように，配線の太さ，回路の配線の長さ，

計器用変圧器，安全ヒューズの抵抗などの影響を考慮に入れて決定しなければならない 

5.2.6 電気計器 

a) 電気出力を測定するために，多相の精密級積算電力量計，又は同様の精密級電力計と，適切な計器用

変圧器及び計器用変流器を組み合わせて用いなければならない。 

b) 試験中，発電機出力が定格条件に一致しているか否かを確認するために，電流計，電圧計及び電力計

を設けておくとよい。 

c) 積算電力量計の記録時間は，測定精度が 0.03 %より悪化しないように決定する。積算電力量計の読取
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りは，試験期間中一定の間隔（10 分～30 分程度の間隔）で行う。 

測定間隔は，試験全体の測定時間と関連することから，受渡当事者間で事前に調整することが望ま

しい。 

5.2.7 計器用変成器 

計器用変成器は，次による。 

a) 試験を目的とした適切な定格，精度特性をもつ計器用変流器及び計器用変圧器を用いなければならな

い。試験用計器及びリード線に相当する負荷条件に対し，比の値及び位相角の修正は，電流，電圧の

試験値の範囲を網羅するために認められた校正方法によって行う。計器用変成器は，一般に試験用計

器とリード線以外のバードン（負荷）を接続してはならない。 

b) 精度は±0.3 %とすることが望ましい（JIS C 1736-1 及び JIS C 1736-2）。 

c) 計器用変流器及び計器用変圧器を校正する場合には，計器，接続線なども含めて，一組として校正す

ることが望ましい。 

d) ディジタル式の電力計，電力量計を使用する場合，バードン（負荷）が校正範囲内であれば，電流及

び変圧器に対する追加のバードン（負荷）を考慮する必要はない。バードン（負荷）は，機器の銘板

データ及びリード抵抗測定値，又は電圧，電流，二次インピーダンスの測定によって決定するものと

し，試験中は一定でなければならない。試験に使用する計器用変圧器には，保護継電器又は電圧調整

器を接続してはならない。ただし，全バードン（全負荷）が既知で，校正の範囲内であれば，これら

の通常監視計器を試験変圧器に接続してもよい。 

5.3 流量測定 

5.3.1 測定する必要がある流量の選定 

測定する必要がある流量の選定は，次による。 

a) 受渡試験で，測定しなければならない流量は，次の二組に分類することが可能である。 

1) 主要流量 保証の熱消費率，又は熱効率に直接影響する流量であり，高精度で測定しなければなら

ない。そのためには，測定精度の向上のほか，計器故障の検出，対応をするのに多重測定が有効で

ある。 

2) 副次流量 プラント運転，監視のために必要であり，かつ，主要流量の測定値からタービン入口蒸

気流量及び再熱蒸気流量などを決定するために必要な流量。 

b) タービン入口流量を決定するには，一般に復水系又はボイラ給水系における水量を測定しなければな

らない。ただし，1 機 1 缶のユニットシステムでない場合，ボイラから他へ多量の蒸気を送気してい

る場合などは，タービンの入口の近くで，蒸気流量を測定してもよい。 

5.3.2 主要流量の測定 

5.3.2.1 一般 

主要流量の測定は，次の方法による。 

a) 標準の，又は校正した差圧式流量計（JIS Z 8762-1～JIS Z 8762-4，ISO 5167-1～ISO 5167-4）による。 

b) 校正された超音波流量計（ISO 12242）による。 
一般には，ノズル又はオリフィスによる差圧測定装置（絞り機構）を用いる。 

5.3.2.2 主要流量を測定する絞り機構 
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主要流量を測定する絞り機構は，次による。 

a) 流量測定に，標準の，又は校正済の絞り機構を用いてもよい。 

b) 絞り機構は，次の中から選ぶことが可能である。 

1) オリフィス（JIS Z 8762-2） 

2) ノズル（JIS Z 8762-3） 

3) 長円スロートタップノズル（ISO 5167-3） 

4) ベンチュリ管（JIS Z 8762-3） 

c) 絞り機構の直径比は，測定に及ぼす不確かさを考慮して決定しなければならない。オリフィス又はノ

ズルを通過する水の圧力は，測定した温度の飽和圧力より 250 kPa 以上高いか，又は水温が測定した

絶対圧力の飽和温度より 15 ℃以上低くなければならない。 

d) 差圧式流量計には，二組の独立した差圧伝送器を設けなければならない。 

e) 校正した流量計の劣化を防ぐために，校正中又は校正後に流量計の内面は腐食してはならない。流量

計一次側の 4D（直径の 4 倍）配管長さ，二次側の 1D 配管長さは，耐腐食性材料でなければならない。 

5.3.2.3 主要流量を測定する超音波流量計 

主要流量を測定する超音波流量計（USM）は，次による。 

a) ISO 12242 の要求事項及びこの規格に記載されている追加の指針に適合したトランジットタイム式超

音波流量計。トランスデューサ（センサ）は，ISO 12242 の 4.3.2“Transducers”を参照の非屈折とし，

センサ配列は ISO 12242 の 4.3.3“Meter body and ultrasonic path configurations”に記載のコーダルマル

チパス（平行複数測線）とする。少なくとも三つ以上のコーダルパス（平行測線）をもつ（図 4 参照）。 

b) 接液したトランスデューサ面間の各音響経路の幾何学的長さは，既知の精度で正確に測定しなければ

ならない。幾何学的経路長は，流量計が作動した後に診断機能のために必要であり，その健全性をチ

ェックするために使用することが可能である。幾何学的経路長に関する情報は，試験関係者間で共有

されなければならない。 

c) 超音波流量計本体は，一つのパッケージ（USMP – USM パッケージ：流量計測定管，整流装置，フロ

ーコンピュータ及びサーモウェルを含む）としてメーターランの一部としなければならない。例示的

な配置を，図 4 に示す。 

所望の測定性能を達成するために，整流装置は次を考慮して設計されたメーターランの一部として

含まれなければならない。 

1) 流量計本体部と同じ内径をもつ。 

2) 超音波流量計の上流側の USMP の最小直管長は 10D であり，超音波流量計本体の下流側は少なく

とも 5D である。 

3) 超音波流量計の上流及び下流の内面はさび（さび），スケール，ブリスターがなく，滑らかなもので

なければならない。 

4) 任意の断面において 4 点測定した内径は 1 %を超えて差を生じてならない。 

5) 上流側の配管部（又は 5D の長さ部）は，配管部全長にわたって最小限の金属除去による穴加工

（D±0.25 mm）を施し，残りの配管内径に対して，3.5 °のテーパーを付けておかなければならない。

流量計本体の上流側 5D 以上の流路部の内径は，流量計本体部の内径（D±0.25 mm）の範囲内で円筒

形でなければならない。 

6) ISO 5167-1 の附属書 C に適合した整流装置（フローコンディショナ又はフローストレートナ）は，

整流装置の下流側端面と超音波流量計との間の最小直間長を 5D として使用しなければならない。 
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7) USMP はフランジ接続，又は溶接接合品を使用することが可能である。フランジ又は溶接接合部に

は内径段差があってはならない。USMP よりも上流側配管の内径は，USMP の内径より小さくして

はならない。 

 

図 4－整流装置付き超音波流量計（USMP) 
 

試験関係者は，次の内容について合意しなければならない。 

d) 超音波経路及びセンサ配置の最小数（≧3） 

e) 電子機器：時間遅延 t0 の自動補正機能（ISO 12242 の 4.4“Time delay considerations”参照），1 秒当た

りの測定回数 

f) 高温用流量計で導波管又は類似の温度低下及び音波伝導構造が利用されている場合，導波管のあらゆ

る影響 

g) メーターランの上流直管長，整流装置の種類と位置，及び任意の直管長さ，メーターランの全圧力損

失の設計 

h) 校正点数，校正のレイノルズ数範囲。 

超音波流量計の精度等級が，表 2 に記載されている要求事項に適合していることを確認するため，超音

波流量計は，ISO 12242 に従って製造，校正，及び取付けを行わなければならない。 

最低限，診断目的のために次の測定を行わなければならない（ISO 12242 の 10.4.5“Input for diagnostics”
参照）。 

i) 流量計を通る非線形化平均軸流速 

j) 各超音波経路の流速（又は流速分布の評価に相当するもの） 

k) 各超音波経路の音速 

l) 平均音速 

m) 平均化時間 

n) 各超音波経路に送られたパルスに対する受け入れられたパルス量の割合 

0) 信号対雑音比及び利得制御 

p) ステータス及び測定品質指標 

q) アラーム及び障害の表示装置 

r) オプションとして，線形化された平均軸流速超音波流量計には，これらの値をデータファイルに保存

するための機能を設けていなければならない。データは，試験全体の体積流量（及び，可能であれば

超音波流量計（USMP） 整流装置，整流格子 

整流板 補足：整流装置のタイプおよび配管の溶接線において上下で異なる例を示す 
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質量流量）とともに記録し，試験の全ての関係者が利用可能となるようにしなければならない。 

測定流量の不確かさは，ISO 12242 に従って計算しなければならない。 

全ての追加的影響-設置に対する校正の違い，流量粘性の変化，媒体密度の決定などが校正不確かさに追

加されなければならない。 

5.3.3 流量計の取付方法及び位置 

5.3.3.1 絞り機構の取付方法及び位置 

絞り機構の取付方法及び位置は，次による。 

a) オリフィス又はノズルの上流，及び下流の直管部の最小必要長さは，直管部の上流及び下流の配管形

状によって影響を受ける（JIS Z 8762-2 及び JIS Z 8762-3）。 

旋回流が発生する場合，又は必要な直管長がとれない場合には，整流装置を設けなければならない。

絞り機構の校正は，直管長が不足するなどのために，整流装置を取付ける場合には，整流装置を取付

けて，かつ，上流及び下流に完全な直管長をつけて実施しなければならない。 

b) 絞り機構のうち一組は，熱膨張補正，変形などの温度の影響を最小限にするため，一例として 160 ℃
以下の点に設置することが望ましい。 

絞り機構の熱変形の影響を減らすために，主要部，配管及びフランジなどは，同じ熱膨張係数をも

つ耐食性材料を用いるのが望ましい。 

絞り機構を，配管の垂直部分に取付けている場合，圧力取り出し口に高位差がある場合，二つの圧

力取出し口の間の高位差と，絞り機構を流れる水と，圧力取出し口の水の密度の差を考慮して補正す

る。 

c) 安定した流れを得るため，絞り機構は，ポンプ吐出し直後に設けないことが望ましい。熱交換器及び

長い配管系の後流ならば，ダンピング効果が作用するので設けてもよい。絞り機構は，再循環及びバ

イパスする流れの影響を，受けないように配置することが望ましい。 

d) 脱気器がある場合には，その入口で流量を測定するのが望ましい。これは低圧給水加熱器の漏れが，

絞り機構を通って循環する可能性をなくすためである。 

脱気器がない場合には，低圧給水加熱器を出て，給水ポンプヘ入る前で測定するのが望ましい。 

高圧給水加熱器のドレンが，測定装置の上流で，主復水系統に合流する場合には，高圧給水加熱器

の漏れを決定するために，高圧給水加熱器からの全ドレン量を測定し，加熱器周りのヒートバランス

法によって，抽気流量を計算する必要がある。 

e) 湿り蒸気タービンで，給水加熱器ドレンをポンプで給水系へ戻す場合には，加熱器の漏れを決定する

ために，復水流量及びドレンポンプ吐出し流量を測定する必要がある。給水加熱器の漏れは，トレー

サ法を用いて測定することが可能である。 

5.3.3.2 超音波流量計の取付方法及び位置 

超音波流量計の取付けは，ISO 12242 に適合している必要がある。 

製造業者は，標準化された上流側配管構成に対する最小長さの要件（lmin）及び予想最大偏差（S-上流側

配管構成による測定流量の最大偏差%）を規定しなければならない。 

標準化されていない上流側配管構成に対する lmin の決定は，超音波流量計の設置を担当する試験関係者

の責任となる。 
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流れの乱れに対する超音波流量計の感度は，とりわけ流量計の設計に依存する。 

超音波流量計のタイプ，流れの乱れは多種多様であるため，上流の長さを一般化することは不可能であ

る。 

超音波流量計は，一つのパッケージ（USMP）として，実際の整流装置及び測定管とともに常に校正され

ている。 

USMP は，可能な限りテストの直前に校正し，パイプラインに設置する。 

いかなる場合でも，パイプの初期フラッシング，化学洗浄前に設置してはならない。 

5.3.4 水流量用主要流量装置の校正 

5.3.4.1 一般 

主要流量装置の校正が必要な場合，タービン試験時の運転条件と同じレンジに対応する流量条件で校正

行う必要がある。 

校正は，上流及び下流の配管部分を受渡試験と一致させるだけでなく，整流装置を用いている場合は，

それも含めて行わなければならない。 

校正に際し，流量装置が，選択した校正点を十分な精度で繰り返すことを実証する必要がある。 

適用する設計基準に基づく予想流出係数と，各校正点での校正結果との差は，設計基準に基づく流出係

数の予想不確かさの範囲内でなければならない。 

校正後は，流量装置を分解してはならず，分解した場合，校正が無効になる可能性がある。校正から設

置までの間，校正の完全性が確実に維持されるように，流量装置は保存及び保護されなければならない。 

校正済みの流量装置は試験直前に設置することを推奨する。 

試験の直前と直後に校正済み流量装置の点検を推奨する。必要な場合は，試験後に再校正しなければな

らない。 

実際の実験設備で，大容量タービンの条件に合うレイノルズ数領域で校正することは困難なので，測定

の不確かさを決定する場合に，流出係数の外挿値と測定値との間に生じる差を考慮しなければならない。 

5.3.4.2 主要流量を測定する絞り機構の校正 

差圧装置の校正が必要な場合，タービン試験時のレイノルズ数と同じレンジに対応する流量条件で校正

行う必要がある。 

加熱水を使用する試験施設は，大型蒸気タービン試験時の脱気器入口復水と同程度のレイノルズ数を達

成することが可能である。 

校正媒体として高圧ガスを使用する試験施設は，大型蒸気タービンの最終給水と同程度のレイノルズ数

を達成することが可能である。対比試験は，水及び高圧ガス校正結果の良好な相関を実証した。 

スロートタップノズルの校正結果の外挿に関する指針は ISO 5167-3 に記載されている。流出係数の外挿

が必要な場合は，測定不確かさの決定において追加の不確かさを考慮する必要がある。 
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5.3.4.3 超音波流量計の校正 

主要流量測定に関して，表 2 に記載された不確かさ要求事項を達成するために，装置は校正しなければ

ならない。USMP の校正は，ISO 12242 の 8.3“Individual Testinng-Flow calibration under flowing conditions”
に記載されている条件下で実施し，体積流量は，ISO 12242 の 4.2“Volume flow”に従って計算しなければ

ならない。 

流量校正は試験所で実施しなければならない。 

a) レイノルズ数の適切な範囲を超えて試験する場合，校正が外挿されないようにする。  

校正時のレイノルズ数が使用時のレイノルズ数を包含しない場合，校正を外挿する方法及び外挿方

法に起因する不確かさは，試験の関係者間で合意されなければならない。 

b) 可能であれば，粘度，温度及び圧力は，流量計で予想される動作条件に類似していなければならない。 

c) 上流及び下流の配管区分あり（すなわち，メーターラン-USMP）。 

5.3.5 流量計の検査 

5.3.5.1 絞り機構の検査 

絞り機構の検査は，次による。 

a) 主要流量を測定する絞り機構及びその配管部分は，一般に試験の直前又は直後に，表面粗さなどの条

件，オリフィスの端部の鋭さなどの寸法・形状，及び他の要求条件が規格に合致しているか否か，検

査を行い，検査結果を記録しておかなければならない。 

検査をしない場合には，6.2.3.1 によって，試験の評価のときに考慮する。 

b) 絞り機構は，プラントの試運転前に行う蒸気ブローイングアウトを実施する前には，取付けないこと

が望ましい。 

c) 復水タービンの場合には，主要流量の測定装置のうち，少なくとも 1 か所，脱気器上流の復水流量測

定装置を，検査可能なように設備又は配置しておくことが望ましい。受渡当事者の一方が要求する場

合には，試験後に，少なくとも 1 個の絞り機構を検査しなければならない 
 

5.3.5.2 超音波流量計の検査 

5.3.5.2.1 ゼロ流量確認 

試験の直前と直後にゼロ流量確認を行うことを推奨する。 

この方法は ISO 12242 に記載されている。 

ゼロオフセット（発見された場合）は，超音波流量計に関するより基本的な問題を示す可能性があり，

可能な限り原因を特定し，低減するために調査するのがよい。利用者は，理論的予測手順の繰返しの一部

として，追加の診断チェックを行うことが可能である。 

5.3.5.2.2 目視確認 

試験の直前又は直後に超音波流量計によって測定された全ての主要流量の目視検査を行うことをお勧め

する。目視検査は，ゼロオフセットが見つかったために実行される場合と，独立して実行される場合があ

る。この検査の成果を記録しなければならない。 
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復水タービン時には，1 人の関係者が必要に応じて，少なくとも 1 回の主要流量測定を検査することが

義務付けられている。事前に実務上の取り決めを行う。 

付着物，さび（錆），内部コーティングの欠陥は，超音波流量計の精度に影響を及ぼす可能性がある。

USMP をパイプラインから取り外すか，又はボアスコープ検査を用いて，少なくとも内面及び壁の粗さを

光学的（目視）方法で確認しなければならない。このような検査の詳細と推奨事項は，ISO 12242 に記載

されている。メータの穴がきれいで，元の機械加工跡がはっきり見える場合，再測定の必要性，要件がな

い可能性がある。 

5.3.6 差圧測定 

差圧測定装置は，次の注意を守って設置しなければならない。主要流量を測定する場合には，二組の独

立したマノメータを設置する（図 4A 参照）。 

 
a)絞り機構を上から見た図         b)絞り機構とマノメータとを接続した例 

 
 記号説明 
  A：整流装置 
  B：フローノズル 
  C：パイプニップルφ12 mm 
  D：ゲート弁φ12 mm 
  E：電磁弁（差圧伝送器を用いる場合は，取付けない。） 
  F：パイプとチューブとの接続 
  G：チューブφ12 mm 

図 4A－絞り機構とマノメータとの間の接続例 
 

a) 圧力取出し口とマノメータとの間の接続管は，内径 6 mm 以上としなければならない。この管は圧力

取出口から 1 m 水平に走り，以後，マノメータまで連続的な下り勾配をもつのがよい。接続管は圧力

試験で漏れがないことを確認する。 

蒸気流量を測定する場合には，空気抜きポットは，絞り機構の圧力取出口と同じ高さで，かつ，復

水させるために適切な距離をとって取付ける。水位は同じ高さとし，さもなければ差を考慮する。ポ

ットへの接続管は，水滴による閉塞を防ぐために，十分な太さの内径のものでなければならない。 
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b) マノメータへの接続管は，連続下向き勾配をつける。空気抜き後は，水柱ができて冷えるまで十分時

間をかける。大気圧以下の圧力の場合には特に注意しなければならない。 

c) 圧力取出口とマノメータとの間の接続管の長さは，7.5 m を超えないようにし，保温をしてはならな

い。 

d) マノメータへの 2 本の接続管内の流体の温度差は，無視可能な程度になっていなければならない。接

続管は束にして，外部からの熱伝達が最小になるようにする。 

e) マノメータの接続管は，接続前によく洗浄してきれいにしておく。接続管には遮断弁を設置し，試験

中でも空気抜きが可能な設備とする。接続管内の両方の水の温度が，平衡するまで十分時間をかけな

ければならない。 

f) マノメータは絞り機構より低い位置に置かなければならない。これができない場合には，システムの

空気抜きに十分注意しなければならない。 

空気抜き弁付のマノメータより高い位置に，適切な空気抜きポットを設ける。 

温度遮断のためのループ配管を，圧力取出口とマノメータとの間に設ける。 

g) 計器は，試験前に校正しなければならない。校正は圧力上昇時と，下降時の両方向時点で行い，平均

校正値を用いて補正する。また，差圧伝送器の試験中の精度を確認する目的で，試験後に校正するこ

とが望ましい。 

5.3.7 水量の変動 

流れが不安定で変動している場合には，流量測定を行ってはならない（表 1 参照）。流量の変動は制御装

置の調整によって最小限に抑えなければならない。ダンピング装置は，脈動による誤差を消すことはでき

ないので用いない。脈動が残る場合には，試験開始前に受渡当事者間で合意をしておかなければならない。 

5.3.8 副次流量測定 

5.3.8.1 一般 

主要流量の測定値（上記参照）と追加して，多くの副次流量の測定値が必要である。副次流量を測定す

る場合，ブラントの配置及び測定場所が異なるために，流量測定装置に必要となる精度を，直ちに規定す

ることは不可能である。受渡当事者間で，どの副次流量を測定するか，また，測定の誤差が最終の試験結

果に及ぼす影響を考慮して，測定装置の精度を決定しなければならない。標準の流量測定装置を用いる場

合には，校正を行う必要はない。 

蒸気流量を測定する場合には，絞り機構のところで 15 ℃以上過熱していなければならない。 

5.3.8.2 給水加熱器への抽気流量 

給水加熱器への抽気流量は，次による。 

a) 抽気蒸気が過熱している場合には，ヒートバランス計算法によって抽気流量を決定することが可能で

ある。 

b) 必要な精度を確保可能ならば，絞り機構による直接測定も可能である。抽気が湿り蒸気の場合には，

抽気流量は給水加熱器のドレン流量を測定することによって決定可能である。 

c) 給水加熱器のドレン流量は，絞り機構で測定することが可能である。しかし，ドレンがカスケードに

接続されていて，差圧が非常に小さい最も低圧の給水加熱器の場合には，絞り機構を用いることは不

可能である。 
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この場合，必要な精度をもつ，ベンチュリ管又は圧力損失が小さい装置（一例として超音波流量計）

を用いなければならない。差圧は差圧伝送器で測定するのが望ましい。不安定な流れによる誤差を減

らすために，差圧伝送器と絞り機構の圧力取出口との間の接続管は，最短にする。また，配管中に気

泡ができないように注意する。 

d) 差圧伝送器が，プラント運転中に接近できない場所にある場合には，遠隔校正が可能な装置を設けて

おかなければならない。 

給水加熱器のドレン流れは，不安定になることが多いので，差圧伝送器の出力は，長くても 20 秒ご

とに記録する必要がある。 

e) キャビテーションを避けるため，絞り機構の寸法決定に関しては，レイノルズ数，圧力損失，直径比，

たわみなどの関係を考慮して，臨界キャビテーション係数 K を 0.2 より大きくなるように決定しなけ

ればならない。 

臨界キャビテーション係数 K は，次の式で表される。 𝐾 = 𝑃୲୦୰୭ୟ୲ − 𝑃ୱୟ୲𝜌2 × 𝑉୲୦୰୭ୟ୲ଶ   ·················································· (13) 

 

f) 臨界キャビテーション係数が 0.2 以上になるように，ループ封水を設けるか，又は水頭を増やすため

にループ封水を長くすることによって，キャビテーションの問題を減少可能である。 

g) 給水加熱器ドレンの流れが冷えると，キャビテーションの心配は小さくなる。抽気蒸気の比エンタル

ピーが，トレーサ法によって決定できれば，抽気の湿り蒸気流量は，ヒートバランス法によって決定

することが可能である （5.7.2 参照）。 
 

5.3.8.3 高圧給水加熱器のドレン 

主要流量計が脱気器入口にある場合，高圧加熱器の胴体及び非常用ドレン系統に漏れがないか点検する

ことは非常に重要である（附属書 A 参照）。 

主要流量計が脱気器出口にある場合，給水は主要流量計を通り高圧給水加熱器の胴体から循環する危険

性がある。 

主要流量計が脱気器入口にある場合，非常用ドレン系統より給水を循環させる危険性がある。 
十分な精度をもつ高圧給水加熱器ドレン流量計測値と熱バランスで算出したドレン流量を比較すること

で漏れの可能性を調べることが可能である。 

5.3.8.4 湿分分離器及び再熱器のドレン 

有効水頭がキャビテーションを避けるために必要な値より小さい場合，絞り機構を設置することが不可

能なことがある。このような場合には，トレーサ技術を十分な精度で，流量測定に用いることが可能であ

る。絞り機構を用いる場合には，5.3.8.2 による。 

5.3.8.5 ボイラ給水ポンプ用タービンへの蒸気の供給 

ボイラ給水ポンプ用タービンへの蒸気の供給は，次による。 

a) ボイラ給水ポンプ用タービンの蒸気消費量は，復水器が別置式の場合には，復水で測定するのが望ま

しい。 
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b) 主タービンの低温再熱部から蒸気を供給して，ボイラ給水ポンプ用タービンを運転する再熱サイクル

においては，供給蒸気量は，再熱器を通過する蒸気流量を決定するために，必ず測定しなければなら

ない。 

5.3.8.6 タービンのグランドの漏れ 

タービンのグランドの漏れは，次による。 

a) 再熱復水タービンのグランドの漏れ蒸気が，再熱器を通らずに再熱器より下流の点に戻るならば，こ

の漏れ蒸気量は，再熱器から供給する熱量を決定するために，独立に測定しなければならない。 

b) 測定が困難な場合には，受渡当事者間の合意によって，計算式又は設計値を用いるなどの方法による

ことが可能である。グランドの漏れ蒸気が，大気など系統外へ漏出する場合にも同じ取扱いをする。 

5.3.8.7 減温器用注水流量 

給水加熱系からの注水を，再熱温度制御に用いている場合には，注水量を測定しなければならない。も

し，主蒸気温度を同様の方法で制御している場合には，過熱器への注水流量は，最終給水加熱器の下流で，

かつ，流量測定装置より下流から抽出している場合を除いて，測定しなければならない。 
 

5.3.8.8 ボイラ給水ポンプの軸封及び釣合い用水量 

ボイラ給水ポンプの軸封及び釣合い用水量は，次による。 

a) 封水又は冷却のために，給水ポンプのグランドに供給する水量，及びシステムの種々の部所へ戻る漏

れ水量は，考慮しなければならない。これらの水量は，主要流量に直接加算するか差し引く。流量測

定装置は，校正をするか又は標準のものを用いる。 

b) これらの流量を測定することが困難な場合には，受渡当事者間の合意によって，設計値などを使用す

ることが可能である。 

5.3.8.9 保有水量の変化 

保有水量の変化は，次による。 

a) 試験サイクル内に貯蔵した保有水量の変化は，システムの復水又は給水流量を評価する場合には，考

慮しなければならない。 

これらの保有水には，復水器のホットウェル，脱気器の貯水タンク，給水加熱器の胴部，ボイラの

ドラム，システムから分離できない貯水タンク，ドレンタンクなどがある。 

b) 貯水タンクの液面の変化は，常設の液面計のサイトガラスに固定した仮設の物差か，又は試験データ

のロギングとともに用いる水位伝送器を用いて測定する。 

c) タンク内の水温が外気温と異なる場合には，サイトガラス中の水の密度を，タンク内の値に換算して

測定しなければならない。 

d) タンク内に熱水がある場合には，サイトガラス中の水柱の温度の変化による，液面の指示誤差を避け

るために，読取り前約 30 分以内にブローしてはならない。 

e) 液面の変化を測定する場合，時間は重要な因子なので，試験の開始及び終了の時刻は，完全に合致し

ていなければならない。 

f) 保有水量レベル変化は，試験中のタンク内部寸法及びタンク水位のいずれから導き出すのがよい。 

試験中に保存されるレベル偏差は，試験の最初の読取値と最後の読取値（又は複数の読取値の平均）
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の差である。試験中に継続的で周期的な高頻度のレベル変動が見られる場合は，代替え的にレベルデ

ータの近似曲線を使用してもよい。 

5.3.8.10 漏れ量の決定 

ポンプの内部漏れ量，軸封水量，弁ステムからの漏れ量，タービン内部漏れ量などの，測定することが

困難な漏れ量は，計算値を使うことが可能である。 

5.3.8.10A 系外への送気蒸気流量 

系外への送気は，可能な限り遮断する必要があるが，保証上又は運用上，送気を止めることができない

場合があり，その場合は次による。 

a) 蒸気式空気予熱器，スチームコンバータ，燃料油噴霧用などの系外へ蒸気の熱量を供給する場合には，

この蒸気流量も各々測定しなければならない。 

b) 蒸気流量の測定方法は，蒸気条件，設置位置，熱効率又は熱消費率に及ぼす影響の度合いなどを考え

て，適切に選定しなければならない。 

5.3.9 頻度の低い副次流量 

5.3.9.1 一般 

あまり発生しない，又は測定する必要がない副次流量は，次のように取り扱う。 

5.3.9.2 エゼクタ駆動蒸気 

a) 蒸気式空気エゼクタの駆動蒸気量は，供給蒸気圧力と蒸気温度の測定値と，ジェットノズルの断面積

とから，計算で求めることが可能である。湿り蒸気の場合には，製造業者が提示する設計流量を用い

る方がよい。 

b) 空気エゼクタによって，復水器から放出される蒸気量は，一般的に非常に少ないので無視することが

可能である。 

5.3.9.3 補給水量 

システムへの補給水量がある場合には，その流量を測定しなければならない。 

5.3.9.4 軸封水 

a) 水封グランド，大気放出弁，復水ポンプのグランドなどに供給される軸封水は，測定しなければなら

ないが，受渡当事者間の合意によって設計値を用いてもよい（図 4B 参照）。 

b)  水封システムの保有水量に変化がなく，また，復水系統以外に，漏れの可能性がないことを確認しな

ければならない。 

もし，軸封水部から外部への，水の漏れが避けられない場合には，流量を算定し復水流量に加える。 

5.3.9.5 補機の排気蒸気 

通常時には，復水器へ流入する補機の排気蒸気は，試験期間中は系外へ排出するか，又は測定しな

ければならない。絞り機構の最適位置を決定する場合には，正味圧力損失，及びスロート部でフラッ

シュする可能性に，特に注意しなければならない。 
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図 4B－タービングランド，大気放出弁及び復水ポンプグランドの水封用水の測定配管方法（一例） 
 

5.3.10 水及び蒸気の密度 

水及び蒸気の密度は，次による。 

a) 流量計算に必要な水の密度は，測定された温度と圧力とから計算する。 

温度は正確に校正した計器で測定する。仮設計器を使用する場合には，絞り機構から，10D 以上下

流の位置とする。 

主要流量に対しては，外部からの混入がなければ，給水加熱器の上流の出口と，下流の入口の温度

の平均値を使用してもよい。流れを十分混合するために，温度は給水加熱器出口から，10D 以上は下

流で測定する。 

b) 流量計算に必要な蒸気の密度は，校正した精密級圧力計，精密級温度計又は抵抗温度計の測定値を用

いて，計算することが可能である。密度を決定するための測定位置は，絞り機構の校正方法，又はそ

の標準によって決定する。 

c) 圧力測定の位置は，絞り機構の差圧取出しの上流側管としてもよい。温度測定位置は a)と同様とする。 

5.3.11 復水器の冷却水量の決定 

プラント全体の熱効率及び出力を保証する際に，一般的には復水器真空度を計画条件と比較するが，冷

却水温度との関係で保証値が規定されている場合には，復水器性能の評価も必要となる。 
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復水器性能に与える影響度の大きい冷却水量の決定は，次による。 

a) 復水器冷却水量は，復水器性能が，タービン発電機の性能保証に含まれている場合に必要となる。 

b) 通常，次の方法のいずれかで求めることが可能である。 

1) 冷却水ポンプの Q-H 曲線を用いる。 

2) 超音波流量計 

3) ヒートバランス法（ISO 18888 を用いてもよい。） 

注記 日本国内では，直接法［絞り機構，せき（堰）など］は測定設備の準備に多大の労力を要す

るので，一般的に用いられていない。 

5.4 圧力測定（復水タービンの排気圧力を除く） 

5.4.1 測定する必要がある圧力 

タービン入口蒸気圧力は，タービンの主蒸気止め弁（蒸気ストレーナがある場合は蒸気ストレーナ）直

前のボイラ側の主蒸気管で測定する。ただし，主蒸気止め弁をタービン製造業者が供給しない場合は，受

渡当事者間に協定がない限り，そのタービン側の主蒸気管で測定する。 

蒸気ストレーナは，汚れていないことを確かめ，受渡当事者間のいずれかの側で，この点に関して疑義

があれば試験前に点検し，必要があれば掃除する。 

必要に応じタービンの高圧，中圧及び低圧車室の入口圧力，ボイラ給水ポンプ駆動タービンの出入口圧

力，抽気ラインの両端圧力，復水及び給水システム内にある全てのポンプの吸込み圧力，及び吐出し圧力

を測定する。 

圧力測定点は，可能なだけだけ配管の直管部で，流れの乱れから離れた箇所とする。 

蒸気タービンの試験において測定する圧力は，静圧とする。 

5.4.2 圧力測定用計器 

5.4.2.1 一般 

圧力測定には圧力計を用いる。圧力計は適切な測定域，同等の精度をもつ他の計器に置き換えることが

可能である （5.4.2.2 参照）。 

計器は，振動，汚れ，周囲温度の過大な変動がない場所に取付けなければならない。圧力の脈動は計器

弁を絞ったり，計器緩衝器を用いて減衰させてはならないが，容積室は用いてもよい。 

5.4.2.2 圧力伝送器 

圧力伝送器によって正確な圧力測定を行うには，圧力伝送器の使用法と手入れ法を理解し，適切に取付

け，かつ，保全しなければならない。また，圧力伝送器は試験前に校正するのが望ましい。 

各圧力伝送器は振動，汚れがなく，ドアの開閉による周囲温度の大きな変化がない場所に設置するのが

望ましい。 

圧力伝送器が温度のような周囲状況の変化に敏感なときは，読み取る前に整定のため十分な時間（一般

的には 2 時間）を取るのが望ましい。また，各試験の前後にはゼロ点読取りを行わなければならない。 
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5.4.3 主な圧力測定 

主な圧力測定対象は，タービン入口蒸気圧力，高温及び低温の再熱蒸気圧力など，受渡試験結果に直接

影響を及ぼすものである。 

保証の定義及び主要流量の評価方法に応じて，給水ポンプ吐出圧力，給水加熱器入口圧力及び脱気器入

口圧力といった圧力計測点も対象としてもよい。 

主な圧力測定に関連するプロセス系統が複数の配管で構成される場合，各配管での圧力を測定し，その

算術平均値を採用するのが望ましい。 

5.4.4 圧力測定用の孔及び接続管 

5.4.4.1 一般 

圧力測定用の孔は，測定する必要がある管の内面と直角で，孔の内側の縁はまくれがなく，その角は，

正しく直角であることが望ましい。また，孔径の少なくとも 2 倍の長さにわたってまっすぐで，同一内径

とする。孔の内径の基準寸法は，高圧に対しては 6 mm，低圧に対しては 12 mm とする。 

測定孔から圧力計までの接続管中に滞留した水の揚程による誤差を避けるため，接続管には温度が既知

の水或いは蒸気が充満しているか，又は完全に空となっているよう配置に留意するのがよい。 

接続管内の液体密度が，不明又は負荷変化等で変動する場合，接続管は，水平に設置されなければなら

ない。 

測定孔は水平に分岐し，計器元弁と接続管は，周囲温度まで冷却するのに適した長さで，測定孔と同じ

高さで水平に設置しなければならない。 

接続管は，圧力計に向かって連続の勾配をつける。空気抜き後は，水柱ができて冷えるまで十分時間を

かける。大気圧以下の圧力の場合には特に注意しなければならない。 

5.4.4.2 大気圧以上の圧力に対して 

接続管内部に，水が充満していることを確かなければならない。圧力計は測定孔より下にあるのが望ま

しく，測定孔は直径 6 mm 以上が望ましい。 

5.4.4.3 大気圧付近の圧力に対して 

接続管の水頭が不明であることに起因して，この圧力範囲では誤差が大きくなる可能性がある。大気圧

付近の圧力は，測定点及び接続線を水平に配置しなければならない。この配置であれば，接続ラインが水，

蒸気，又は空気で満たされているかは関係ない。 

5.4.4.4 大気圧以下の圧力に対して 

大気圧以下の圧力に対しては接続管中に水があってはならない。測定孔は直径 12 mm が望ましく，隔離

弁の内径は配管内径と同じで，圧力計は測定孔と同じ高さに設置するか測定孔より高く，測定孔に向かっ

て連続的に下り勾配で設置しなければならない。 

測定孔の直径が 6 mm の場合，接続管は管中のドレンを最少とするため，厚さが厚い非金属管としなけ

ればならない。接続管は直径 12 mm 以上が望ましい。 
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5.4.5 隔離弁 

圧力測定点には適切な隔離弁を設けなければならない。高圧部に対しては，接続管と計器端に二次弁を

設けるのが望ましい。 

5.4.6 圧力測定計器の校正 

圧力測定計器の校正精度は測定圧力の±0.1 %以内でなければならないが，特に重要でないものにあって

は±0.3 %以内でもよい。受渡当事者は，事前にどの圧力が低い精度の計器で測定してもよいか，合意して

おくのが望ましい。 

液体マノメータを除く全ての圧力計及び圧力伝送器は性能試験前に，認められた標準に対しトレーサブ

ルな校正をしなければならない。合意によって圧力計は，試験後直ちに校正しなければならない。試験前

後に校正を行った場合，校正する値として両者の平均値を使用する。 

データロガーと圧力伝送器を使用する場合，機器の組合せ又は機器個別に校正する。校正記録は測定値

の評価に考慮する。合意によって，データロガーと圧力伝送器とを現地で組み合せた後の確認を行う。 

5.4.7 大気圧 

ゲージ圧力測定に参照される大気圧は，絶対圧計としての精度が確認された圧力計を用いて測定される。 
排気圧力に参照される大気圧は圧力計と同室，同一高さで，可能なだけ近接して測定されなければならな
い。 

ゲージ圧力測定に参照される大気圧は，圧力伝送器又は精密気圧計を用いて測定される。 

排気圧力に参照される大気圧は圧力計と同室，同一高さで，可能なだけ近接して設置しなければならな

い。 

5.4.8 読取りの補正 

5.4.8.1 一般 

読取値は，次のように補正する。 

校正による器差補正を適用しなければならない。 

接続管中に水柱をもつ圧力計は，圧力計が測定孔より上にあるときはその水柱に相当する圧力を加え，

下にあるときは，その圧力を差し引くよう補正しなければならない。 

絶対圧力は，ゲージ圧力の測定値に大気圧を加算して求める。 

5.4.8.2 水頭の補正 

測定点における正しい圧力を測定するために，蒸気管の圧力取出し口と計器の中心線間の水頭に相当す

る圧力を計器の読みに加えるか（計器が取出し口より上にある場合），又は差し引くか（計器が取出し口よ

り下にある場合）しなければならない。 𝛥𝑝 = 𝐻𝜌𝑔（Pa） ··········································································· (14) 

 
ここで， H： 圧力取出し口と圧力計の中心線との垂直距離（m） 
 ρ： 測定時の周囲温度における水の密度（kg/m3） 



47 
 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

 g： 重力の加速度（m/s2） 
 

上記は差圧式流量計を垂直に設置した場合の差圧測定にも適用する。 

5.5 復水タービンの排気圧力の測定 

5.5.1 一般 

復水タービンの排気圧力は，各々の低圧タービンからの排気圧力の平均の静圧を算出することによって

求められる。平均値を求めるには，通常の均圧管は用いてはならない。また，試験時に得られた複数個の

測定値を平均しなければならない（5.5.4 参照）。 

次の規定は全ての復水器に適用されるが，横置きの復水器，特に一体形のものには適用が容易でない場

合があり，5.5.2 から 5.5.9 の各項目の適用がどうしても不可能な場合は，受渡当事者間でこれらの考え方

に可能な限り沿った代替の測定方法について合意しておく必要がある。 

5.5.2 測定面 

契約書に特に定めない限り，復水タービンの排気圧力は低圧タービンの排気フランジ部で測定する。現

在の復水器は一般に直下形，軸方向下方排気形，別置横置き形，一体横置き形の 4 種類に分類される。直

下形に対して測定面は一般にタービン排気フランジと同一である。他の三つの種類の復水器に対しては，

復水器入口を特定するのが困難である。そのような場合，測定面は低圧タービンの排気フランジ部に可能

な限り近い一つ以上の面とする。 

5.5.3 圧力取出し口 

圧力取出し口は，次による。 

a) 排気面には静圧の相当のばらつきがあるので，復水器入口には複数の圧力測定孔を設け，平均値を測

定する。測定箇所は排気口当たり二つ以上なければならない。 

b) 事前の試験結果によって測定孔の位置を決める場合を除き，排気通路面積 1.5 m2 当たり 1 個（排気通

路当たり最大 4 個）の計器を用いて測定する。 

c) 排気接合部は，伸縮継手或いは復水器上部の低圧タービン排気部との接合部又は復水器連結胴に溶接

される箇所とする。 

d) 圧力計 4 個以下の小さい排気通路で，取出し口を設置する通路の壁が流れ方向に平行で均一な流れの

場合，取出し口を壁面に設けることが可能である。また，壁の測定孔の位置は曲がり，べローズ，分

流板，補強板，支柱又は同様の流れの障害物に可能な限り影響を受けないよう選ばなければならない。 

e) 孔の内径の基準寸法は 10 mm とし，8 mm 以下であってはならない。孔は壁に直角にあけ，ばりを除

いて，孔の周囲はきれいでなければならない。 

f) 排気通路の壁又は蒸気通路を横切るリブにあける圧力計器の取出し口は，壁面に直角でなければなら

ない。開口端の内径の基準寸法は 12 mm とし，縁は 0.8 mm を超えない半径で一様に丸みをもってい

なければならない。 

g) 排気口の形状によって壁面での測定が困難な場合，流れの案内板に取付けられた特別の圧力取出し口，

かご形取出し口など内部設置の計器を使用する。 

h) 内部設置の計器については，動圧の影響を受けないようにする。 

5.5.4 マニホールド 
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圧力の平均装置としてのマニホールドは使用してはならない。 

5.5.5 接続管 

計器は各々の排気口又は車室の圧力取出し口に可能な限り近く，過度の振動がなく空気抜きが可能な場

所に設置する。 

試験用計器は測定系統からのドレンが復水器に自動的に戻るよう，測定孔よりも高い位置に置かなけれ

ばならない。隔離弁は設置しない。又は適切なドレンの排出を考えた配置でもよい。接続管は 5.4.4 の要求

項目を満足していなければならない。 

5.5.6 計器 

排気圧力の測定には一般的に絶対圧力計又は気圧計とゲージ圧力計の組み合わせなど信頼可能な計器を

用いる。 

正確に現地の大気圧を測定することが必要となる場合がある（5.4.7 参照）。 

5.5.7 校正 

圧力伝送器は，試験前に校正しなければならない。校正時の変換器の向きは，設置時と同じでなければ

ならない。 

5.6 温度測定 

5.6.1 温度の測定点 

比エンタルピー決定のための温度測定は，圧力の測定点に可能な限りだけ近接した位置で測定する。そ

の値が試験結果に重大に影響する温度の測定は近接する二つの異なった点で行い，その平均値をもって流

体の温度とする。 

管内の温度分布が一様でない場合，管内の半径方向の温度測定を行って，受渡当事者間で平均値につい

て協定しておく必要がある。 

5.6.2 温度測定用計器 

比較的高温を測定するのに望ましい計器は，次による。 

a) 精密級ブリッジ又はディジタル電位差計付電気抵抗温度計 

b) 精密級ブリッジ又はディジタル電位差計付高級熱電対（高精度の測定には冷接点と一体となったもの

が望ましい。） 

熱電対接点の室温補正機能又は温度変換器を使う場合は，これら測定ループとしての測定の不確か

さを考慮しなければならない。 

熱電対及び抵抗温度計，並びにポテンショメータ，ブリッジ及びガルバノメータ又はディジタル電位差

計は試験前に校正しておくのが望ましい。試験前校正ができない場合は，8.2.2 に従って計測不確かさの増

加を考慮しなければならない。 

試験後の再校正は個々の温度測定のクロスチェックが十分になされているときは一般には必要ではない。 
計器は注意深く取扱い，保守点検しなければならない。その状態は定期的に検査しなければならない。 
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5.6.3 主要温度の測定 

主要温度とは性能試験結果に直接影響を与えるような，主蒸気温度，再熱器入口及び出口蒸気温度，最

終給水温度などの温度をいう。他の温度については，例えば，冷却水温度，給水ポンプ出入口温度，脱気

器入口復水温度などは保証の仕方によって，主要温度として取り扱う場合がある。 

主要温度に関連する流れが複数の管を流れる場合，別に協定しない限り，各々の温度を測定し平均する。

また，各管には独立した異なる温度計用座を設ける。各々の測定値の不一致を調査し，最小限に抑える。

別に協定しない限り，各配管の温度は各々の測定値の平均とする。 

最終給水温度はヒータバイパス配管との接続点の後で，適切な混合が行われるよう十分後流側で測定す

る。 

5.6.4 給水系統の温度測定（抽気蒸気温度の測定を含む） 

給水系統の温度は，タービン契約者が給水加熱器を供給しない場合に必要となるが，診断及び妥当性確

認の目的のために，それらの一部又は全部を測定することが有効な場合がある。 

給水系統の温度で，主要温度でないものについては重複測定の必要はなく，ヒートバランスが計算可能

となるよう各加熱器の出入口温度を測定することでよい。 

通常，加熱器入口の給水温度は前段の加熱器 8)出口の給水温度に等しいので，一つの温度測定で兼用し

てもよい。入口給水温度及び前段の加熱器出口給水温度を測定する場合，ヒートバランス上の不一致を防

ぐため両者の平均値を採用する。両者の間に戻りの接続がある場合は，測定は接続点の上流及び下流の各々

で行わなければならない。 

測定は十分な混合が行われるよう，加熱器の下流側で少なくとも 10D 離れた地点で行う。抽気管中の蒸

気温度はその両端，すなわち，逆止め弁の上流でタービンとの接続座に近い箇所，及び給水加熱器入口接

続座に近い箇所で測定する。 

抽気管中で混合が行われる場合，混合蒸気の温度測定は適切な混合が行われるよう，接続点の十分下流で

行う。 
注 8) 適切な混合を確保するために，温度は加熱器出口から少なくとも 10D 離れた下流で測定され

る。 

5.6.5 復水器冷却水温度の測定 

復水器冷却水の温度は，所定の冷却水入口温度及び出口温度又はそのいずれかによって，タービン熱性

能の保証がされている場合に限って必要となり，次による。 

a) 入口温度 入口温度は一般に管の断面で一様であり，各入口管に 2 個の温度計で十分である。温度計

筒を用いてもよいし，代替としてサンプル水を温度計の入っている水室に連続的に流すことでもよい。 

b) 出口温度 冷却水の出口水室には温度の層状化が起きているので，混合が十分行われるよう，測定は

各出口配管で，復水器出口水室から 2D 以上離れた地点で多重測定する。 

各出口管には，三つ以上の測定プローブを設置する。 

より高い精度のため，又は混合が不十分な場合は，より多数の測定プローブを使用し，可能な場合

は，等しい面積の中心に配置してもよい。通常，配管領域 0.2 m2 ごとに一つの測定プローブを用意す

る。 

超音波プローブ，採水プローブ又は熱電堆（サーモパイル）のような平均化温度測定方法を用いて
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もよい。 

5.6.6 温度計筒（温度ウェル） 

温度計筒は，次による。 

a) 温度計筒の材料は測定する温度に適したものでなければならない。筒は可能な限りだけ薄く，安全な

応力で，内径は可能な限りだけ小さくする。筒は汚れがなく，腐食及び酸化を受けていないことが重

要である。高温又は主要温度の測定用筒は，熱吸収をよくするため外部にフィンを設けてもよい。高

温，高圧の測定用には温度計筒を管に溶接付けしておくことが望ましい。 

b) 温度計筒は乾燥していることが望ましい。特に高温の測定用には空気の循環を抑え，熱損失を少なく

するよう，密封されていなければならない。 

c) 給水ポンプでの温度上昇を測定する場合，出入口の温度計筒は形式，材料が同じものとする。出口の

温度計筒は流れの混合をよくするためポンプの十分下流に置かなければならない。 

5.6.7 温度測定の際の注意事項 

温度測定時には，次の注意が必要である。 

a) 測定する流体以外から温度測定装置に伝導又は放射によって授受される熱量を最小限にする。 

b) 温度計筒の挿入点付近及び筒の突出部と支え部は断熱保温する。 

c) 内径 75 mm 未満の管においては，温度計はエルボ又は T 形管の部分に軸方向に挿入する。エルボ又は

T 形管が適用できない箇所については，配置を変更しなければならない。内径 75 mm 以上の管におい

ては，温度感知部は中心の 25 mm 内に位置していなければならない。大口径管においては，特別の多

点測定装置の場合を除き，温度計筒は少なくとも 150 mm 挿入する。 

d) 流体の温度の測定では，装置の受熱部は流れの停滞した所に置いてはならない。 

e) 水銀温度計の読取りの際，温度計を温度計筒から必要以上に離してはならない。他形式の計器につい

ては，読取りを行っている間動かしてはならない。 

f) 各温度測定装置は，試験の 2 時間以上前から，試験中の温度条件で完全に設置しておかなければなら

ない。 

5.7 蒸気湿り度の測定 

5.7.1 一般 

原子力，太陽熱或いは地熱発電設備の形式によっては，タービンに供給される蒸気は飽和温度であり，

若干の湿分を含む可能性がある。したがって，主蒸気の比エンタルピーを決めるため湿分量の測定が必要

となる。また，タービンの部分膨張後，例えば，給水加熱器，湿分分離器又は再熱器への抽気点での蒸気

中の湿分の量を決定することが必要となる。 

蒸気中の湿分を測定するには，次のような方法を用いる。 

a) 絞り熱量計又は電気加熱熱量計 

b) 給水加熱器のドレン流量を測定し，ヒートバランスから求める。 

c) トレーサ技術を利用する測定 

絞り熱量計は蒸気の乾き度及び圧力が，熱量計中で測定可能な十分な過熱度を得られる場合にだけ適用

可能である。電気加熱熱量計には，このような制限はない。しかし，共に管内湿り蒸気の適正なサンプル
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を得ることが困難なので，誤解を生じる結果をもたらしやすい。熱量計中を流れる蒸気が，管内を流れる

湿り蒸気の平均的な状態を代表するように，サンプル方法に配慮する必要がある。 

抽気した蒸気を復水させ，その復水流量を測定可能な場合には，その系のヒートバランスから，抽気蒸

気の比エンタルピーを求めることによって，湿り度を決定可能である。 

最近では，放射性又は非放射性トレーサを用いたより精度の高い方法を導入し，利用している。 

5.7.2 トレーサの技術 

希釈法を用いたトレーサ技術は気液二相流の液相，又は湿分部分の決定に精度の高い方法である。この

方法は，サンプル水中のトレーサ濃度の測定によっており，主蒸気及び抽気蒸気の比エンタルピーを決定

するのに適用可能である。次の二方法のいずれでも実施可能である。 

復水法：蒸気によって運ばれた湿分中のトレーサ濃度はボイラ水のものと同一であると仮定する。ボイ

ラ水及び蒸気の凝縮後の復水中のトレーサ濃度の測定を行って，質量バランス計算によって，ボイラにお

いて，どのくらいの水が蒸気中に移行したかを決定可能である。 

定量注入法：既知の濃度のトレーサ溶解液を，蒸気中に既知の定量で注入する。混合の後，サンプル水

を取り出し，トレーサ濃度を測定する。バランス計算によって注入点上流の蒸気中の湿分を決定可能であ

る。混合蒸気が一様であること，及び水と一緒に蒸気を引き出さないよう注意が必要である。 

上記以外の方法は，合意によって使用することが可能である。 

5.7.3 復水法 

湿り蒸気の水滴中に濃度 Cwat で溶け込んだトレーサは，蒸気の復水によって希釈される。蒸気が完全に

凝縮した後の，復水中のトレーサ濃度を Ccond とすると，濃度バランスから，次の関係が成立する。 𝐶wat × �̇� = 𝐶cond × �̇�cond ·································································· (15) 

 

ここで， �̇�： 湿り蒸気中の水の質量流量（kg/s） 
 �̇�cond： 湿り蒸気を復水としたときの質量流量（kg/s） 

 

凝縮前後のトレーサ濃度を測定することによって，次の式によって表される湿り蒸気の湿り度を求める。 1 − 𝑥 = �̇��̇�ୡ୭୬ୢ = 𝐶ୡ୭୬ୢ𝐶୵ୟ୲   ·················································· (16) 

 

また，蒸気の乾き度は，次による。 𝑥=1 − 𝐶ୡ୭୬ୢ𝐶୵ୟ୲   ·················································· (17) 

 

タービン入口蒸気の乾き度は，蒸気発生器出口での乾き度及び圧力とタービン入口圧力から計算可能で

ある。 
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非再熱サイクルでは，トレーサは最終的には蒸気発生器に戻る全体の流れの中で希釈される復水法を適

用して，蒸気発生器出口の乾き度は，上の式を用いて求めることが可能である。 

再熱サイクルの場合には，再熱器内部でのトレーサの付着に起因する主蒸気湿り度測定の誤差は，外部

湿分分離器の効率が 100 %であるならば無視可能である。しかし，受渡当事者の合意によって，再熱器が

使用されない状態での特別な試験を行う場合には，蒸気発生器からの湿分のキャリオーバを測定すること

がある。 

図 5 及び図 6 において，蒸気発生器の上部に水のサンプルタップを設ければ，トレーサ濃度 Cwat を直接

測定可能である。蒸気発生器底部でトレーサ濃度を測定するときは，係数 R（図 5 及び図 6 参照）を蒸気

性状の決定に使われる濃度 Cwat に考慮しなければならない。したがって，この方法は Cwat の直接測定より

も精度が悪くなる。 

全流量の濃度 Ccond の決定方法は，給水加熱器の配置による。加熱器が順列配置のサイクルでは，通常給

水ポンプの出口は全流量となる。他方，脱塩装置が試験期間中バイパスされている場合は，Ccond は最終加

熱器におけるトレーサ濃度となる。また，別の可能性としては Ccond をトレーサバランスによって計算する

こととなる。しかし，この計算には幾つかの流量及び濃度の測定が必要である。いずれの場合でも，外部

からトレーサがサイクル内に入り込む影響，及びトレーサの損失（脱塩装置中で）は考慮に入れなければ

ならない。 

復水法は，また湿り抽気蒸気の比エンタルピーの決定にも使うことが可能である。この方法は，適切な

トレーサが既に蒸気通路中にある場合は特に有効である。しかし，精度が高い結果が得られるのは，給水

加熱器のドレンが次段に流れない場合に限られる。抽気蒸気の比エンタルピーは給水加熱器周りのヒート

バランス，及びトレーサバランスから求めることが可能である。 

トレーサバランスには，各給水加熱器胴体側に出入りする全ての流れのトレーサ濃度が必要である。ト

レーサ濃度測定のため加熱器ドレンをサンプル水として採り出すことは，液相だけであるから容易である。

抽気ラインからサンプル水を採り出すには，注入法の場合と同じような注意が必要である。 
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 �̇� = �̇�  

 𝐶wat(�̇�core − �̇�ி) + �̇�𝐶 = �̇�core𝐶 ···································· (18) 

 𝐶wat = �̇�core𝐶 − �̇�𝐶�̇�core − �̇�   ·················································· (19) 

 𝐶 ≪ 𝐶かつ𝑚＜�̇�core  

 𝐶wat = 𝐶 �̇�core�̇�core − �̇� = 𝐶1 − 𝑅  ············································ (20) 

ここで， 𝑅 = �̇��̇�core = �̇��̇�core  
 

図 5－沸騰水形原子炉の場合の主蒸気湿分の計算 
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 �̇�ୖ = �̇� − �̇� = �̇�𝑅 − �̇� = (1 − 𝑅) �̇�𝑅   ···························· (21) 

 𝐶wat ≈ 𝐶�̇��̇�ୖ = 𝐶 ቀ�̇�𝑅 ቁ(1 − 𝑅) �̇�𝑅 = 𝐶1 − 𝑅  ·································· (22) 

 𝐶wat = 𝐶1 − 𝑅  ···················································· (23) 

図 6－加圧水形原子炉の場合の蒸気発生器出口主蒸気湿分の計算 
 

5.7.4 定量注入法 

濃度 Cinj の水溶性トレーサを，湿分を測定する蒸気－水の二相流中に注入する。十分に混合された後注

入点の下流側の液相中の濃度 Cwat を測定する。この状態において，次の質量バランスが成立する。 𝐶୭�̇� + �̇�inj × 𝐶inj = ൫�̇� + �̇�inj + 𝛥�̇�൯   × 𝐶wat ···································· (24) 
 �̇�=

𝑚న୬̇ × ൫𝐶୧୬୨ − 𝐶୵ୟ୲൯ − ∆�̇� × 𝐶୵ୟ୲𝐶୵ୟ୲ − 𝐶   ······································ (25) 

 
ここで， �̇�： サンプル点における蒸気－水混合流のうち水の流量（kg/s） 
 Co： サンプル点において，注入を開始する前の自然状態での 
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液相の初期濃度（バックグラウンド濃度） 
 𝛥�̇�： 水の流量変化分（冷たいトレーサ溶液の注入によって蒸気 

が凝縮した分）（kg/s） 
 

通常，Cwat≪Cinj，Co≪Cwat かつ∆�̇� ≪ �̇�であり，上記の式は次のとおり簡略化可能である。 �̇�=�̇�୧୬୨ × 𝐶୧୬୨𝐶୵ୟ୲  ·················································· (26) 

 

5.7.5 定量注入法による抽気蒸気の比エンタルピー 

5.7.5.1 一般 

給水加熱器への抽気管中の液相の流量が分かっているときは，加熱器周りのヒートバランスによって湿

り蒸気の比エンタルピーを計算することが可能である。 

水の流量は定量注入法によって決定可能である。トレーサ溶液の流量及び濃度を測定し，定量の注入を

保持することは比較的簡単である。しかし，注入点下流における液相中のトレーサ濃度はトレーサが十分

混合され液相のサンプルが採れる場合にだけ精度の高い決定が可能である。 
定量注入法は，次による。 

5.7.5.2 注入点 

サンプル水が真の状態を表すには，トレーサが液相中に均一に分布されなければならない。したがって，

注入点はタービンの抽気フランジのすぐ後に位置していなければならない。また，サンプル取出し点は加

熱器近くでなければならない。幾つかのエルボが付いた長い管は混合を促進する。注入のため噴射器を用

いるのは効果があるが，必ずしも必要ではない。 

5.7.5.3 サンプル取出し点 

サンプル水中に蒸気が混入すると測定結果に悪影響を及ぼすので，サンプル取出し点の位置の選定には

注意しなければならない。抽気管中に通常見られる状態及び速度では水分は管の断面を均一には分布しな

いで管壁に集まっている。このことは水のサンプリングには好都合であり，簡単な壁の取出し口で十分で

ある。しかし，管の底部又はエルボの出口側の外側に取出し口を設けることによって，重力又は遠心力を

利用可能な利点を活用することが望ましい。図 7 は典型的な注入点及びサンプル取出し点を示している。

加熱器が復水器上部に設置される場合のように，抽気ラインが短い場合，サンプル水を採取するのが難し

い。 

このような場合，サンプル水は加熱器ドレンから採取することが望ましい。 
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図 7－注入点及びサンプル取出し点の例 
 

5.7.5.4 サンプル流量 

サンプル水の流量は蒸気の混じり込み，及び凝縮が引き続いて生じないように調整しなければならない。

許容最大流量は，例えば，サンプル蒸気の溶解酸素を分析することによって決定可能である。沸騰水形原

子炉からの蒸気には 20 ppm～30 ppm の酸素が放射線を受けた結果として存在する。サンプル水の流量は

熱消費量試験前に決定しなければならない。酸素濃度を複数の流量について測定し，図 8 のように表示す

ると，蒸気がサンプル水に混じり始める流量は，酸素濃度の急激な上昇によって確認可能である。蒸気の

割合を追跡する方法として，酸素又は他の適切なトレーサの使用の有効性は液相及び気相での酸素の分布

による。3.5 MPa 未満の圧力下では酸素はほとんど全部が気相中に存在する。 

他の形式のプラントでは，適切なトレーサとしてキセノン－133 を挙げることが可能である。 
 

 
 

図 8－サンプル水の酸素濃度 
 

5.7.6 トレーサ及びその使用法 

(10－9) ppb 



57 
 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

5.7.6.1 一般 

復水法及び定量注入法で精度良い結果を得るために，トレーサは次の基準を満たした上で，環境汚染を

防ぐよう注意しなければならない。 

a) 運転員に危害を加えてはならない。 

b) 使用している材料に有害な影響を与えてはならない。 

c) 水溶性で，かつ，蒸気には本質的に溶けてはならない（蒸気中での濃度 10-6 は適切なトレーサの組合

せによって可能である。）。 

d) 揮発性があってはならない。 

e) タービンサイクルに存在する状態で安定，かつ，内部の表面に吸収されてはならない。 

f) いかなる場合にも適用される水に完全かつ均一に混合されなければならない。 

5.7.6.2 放射性トレーサ 

放射性トレーサは放射性物質の保持及び利用を許可されている原子力発電プラントへの適用には特に適

切である。109 分の 1 よりも低いトレーサ濃度はガンマ線をカウントする技術を用いて精度よく測定可能

である。低い放射線レベルの蒸気サイクルに対しては精度が高い試験に必要なトレーサ濃度は非常に小さ

い。しかし，トレーサは長期間の汚染の問題を避けるため寿命の短い同位元素でなければならない。採り

出した複数のサンプル水の濃度を同時に測定することは実際上困難であるから，各サンプル水の測定した

濃度には同位元素の減衰を考慮した補正が必要である。これら基準に合致するトレーサの一つが 15h ナト

リウム－24（半減期 15.02 時間）である。トレーサ法を主蒸気及び抽気蒸気の湿り度並びに加熱器の漏れ

の測定に使用するときは 3 種類の異なった放射性トレーサを使用すると有利である。 

5.7.6.3 非放射性トレーサ 

ナトリウムトレーサ法はサンプル水中のナトリウム質量濃度の精度の高い直接的な測定方法であり，次

による。加圧水形原子炉サイクルには，二次ループ水の水質管理のためりん酸ナトリウムを使用している

のでナトリウムが存在する可能性がある。ナトリウムトレーサ法は，加圧水形原子炉サイクルの二次ルー

プの非放射性を保持している。 

a) 炎光光度法 ナトリウムの分析は，炎光光度計を用いて行う。周囲環境のナトリウムがサンプルを汚

染しないよう注意しなければならない。各サンプル取出し点においてナトリウム濃度の複数測定を行

わなければならない。ナトリウム濃度は連続流量サンプルに対しても測定することが可能である。 

b) ナトリウムイオン電極法 ナトリウム分析計を連続的な流量サンプルの監視にも，個々のサンプルの

分析と同じように用いることが可能である。 

c) 非放射性トレーサ法 原子炉システム及び他の関連機器の金属学的な安全に関する規則に合致する

ものでなければならない。 

5.8 時間の測定 

試験期間及び観測時間は，共通の時計によって進める。データ収集装置，測定者による測定は分散制御

システム（DCS）の時刻と同期することが望ましい。 

積算形計器を使用している測定については，精度の高い時間の測定が必要である。各個人のストップウ

ォッチ又は電気的な測時システムを用いなければならない。積算計の読取りと時間測定者の時間合せには

特別な注意が必要であるの。 
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5.9 回転速度の測定 

回転速度の測定は，次による。 

a) 電気的出力測定試験の速度測定には，受渡当事者間の協定によって精密級指針形周波数計のような直

接回転を観測可能な速度測定装置を使用することが可能である。 

b) 出力の計算に速度が重要な要素となる試験では，タービン又は被駆動機から歯車によって直接駆動す

る電子管式積算計数器又は機械式積算計数器によって速度の測定を行う。平均速度は全試験時間中の

総回転数から決定し，試験の初めと終わりにおける計数器の観測時刻は，1 秒以内の精度で求めなけ

ればならない。試験中の速度は積算計数器だけではなく，直接観測可能な速度測定装置を用いて測定

する。試験時間中に同一間隔で計数器の読取値を記録し，その最初の値と最後の値とが適切であるこ

と，及び直接式速度計に誤差がないことを確かめる。 

c) 一連の調速機試験に先立ち，速度計又は計数器及び全調速機構を調査し，信頼度が高い作動状態にし

ておかなければならない。 

d) 整定速度調定率を決定する場合は，タービンの速度を 0.2 %の精度で測定可能な，次の装置又はこれ

に準じるものを使用する。 

1) 精密級指針形周波数計 

2) 光電管式ストロボスコープ 

e) 正確に瞬時の速度の変動を線図に記録する必要がある場合は，電位差計の部分の慣性が可能な限り少

ない記録速度計を用いる。 

この測定には，タービン軸端に溝付きの円筒又は円盤を取付け，周波数発電機及び光電池を用いて，

それからの信号をオシログラフに受ける方法が望ましい。 

f) 長期間にわたり実際の回転速度又は速度比を記録するのに用いる電気式回転計は，温度の影響を受け

ないようにする。 

6 熱的試験の評価 

6.1 評価の準備 

測定値から，3.4 に従って試験結果を計算するが，測定値を評価する前に，実際に測定した時間全体のう

ち，どの期間を公式試験期間とするかを決めなければならない。 

この期間は，少なくとも 4.8.3 で規定された時間と同等でなければならない。この期間においては，運転

条件の保証条件からの偏差，変動に関する 4.8.1 及び 4.8.2 の規定を満足していなければならない。この期

間の最初と最後に，積算電力量計を含む全ての計器の読み，及び対応する時間を測定していなければなら

ない。 

試験中に運転状態の乱れがあった場合には，受渡当事者間の合意によって，この乱れのあった部分の読

みを除外してもよいが，除外後の総時間が 4.8.3 に適合していなければならない。 

試験中に測定器の一時的な不具合があった場合には，受渡当事者間の合意によって足りない読みを他の

適切な計器から算出してもよい。 

必要であれば，長い継続時間の試験は，別々に評価可能な幾つかの時相に分割してもよい。評価された

各期間は，少なくとも 4.8.3 で規定された時間と同等でなければならない。 
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6.2 結果の計算 

6.2.1 測定値の平均 

性能評価に使用する各測定値の平均は，算術平均で行う。流量計の圧力差の読みの平均化については，

読みの平方根の算術平均の二乗で求めてもよい。 

6.2.2 測定平均値の補正 

平均値とした読みは，次の点を考慮して補正を行う。 

a) 計器定数及びゼロ点補正 

b) 校正結果に対する補正 

c) 計器の読みの基準値（例えば，大気の圧力，雰囲気温度） 

d) 付加される影響（例えば，水柱） 

ただし，計器が通常許される測定誤差内に収まっていることが確認されていれば，適用されない場合が

多い。 

6.2.3 測定値の評価 

6.2.3.1 一般 

測定された圧力，温度，流量などのデータに対し物理的な矛盾がないか検討しなければならない。 

もし，重大な矛盾が発見され，その原因と程度が特定できない場合には試験は完全に又は必要な範囲で

繰り返さなければならない。また，計器の読みが明らかに間違っている場合，受渡当事者間で協議のうえ

で別の計器の読み及び計算によって評価してもよい。 

6.2.3.2 複数の測定に関する評価 

複数の独立した計器による測定結果を同じ変数に対して適用する場合は，これらの測定値から適切な方

法によって平均値を計算して決定する。この重み係数γj を適用することは，個々の測定値 xj の相対的な信

頼性を考慮する方法である。最も妥当な平均値は，次の式の重み付き平均値となる。 𝑥= ∑൫�̅�୨𝛾୨൯∑ 𝛾୨   ·················································· (27) 

 

個々の重み係数は，測定値 �̅�୨ の信頼限界 𝑉௫̅ೕ  から計算する（箇条 8 参照）。 𝛾୨ = 1𝑉୶തౠଶ  ·················································· (28) 

 

複数の測定値の相互適合性を確認するには，統計学的方法の適用が必要であり，これについては附属書

B に詳述する。 

6.2.3.3 質量流量バランス 

試験中に主要流量の測定を複数実施しているときには，ある流量値に対して，流量バランスを解くこと
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によって複数の値が得られる（附属書 C 参照）。 
 

6.2.3.4 測定時の系外への漏れ 

測定時の系外への漏れを可能な限り試験前に確認し，除去しなければならない。もし，確認した漏れを

除去できなければ，それらの流量を測定し，性能評価に反映する必要がある。 

測定できない，又は不明の漏れ（unaccounted loss）は，大容量プラントの場合，通常主蒸気流量の 0.1 %
～0.2 %程度である。これ以上の漏れが認められる場合は，漏れを減少させるか又は測定するなどの処置を

する必要があるが，受取り側，納入側双方が合意して許容する場合はこの限りではない。なお，国際対応

規格にて記載する表 3 について，その適用は受渡当事者間の協議によって決定する。 

表 3－不明な漏れ量の配分例 

漏えい（洩）箇所 従来の火力プラント 原子力プラント 
ボイラ・蒸気発生器 40 % 0 % 

入口蒸気配管 

（バイパステーション含む） 

20 % 30 % 

関連抽気及び再熱器システムを備

えた高圧蒸気タービン 

40 % 70 % 

 

6.2.4 蒸気表 

保証と試験結果を計算するために使用する蒸気表は，受渡当事者間で合意して決定し，使用する蒸気表

の名称，版，発行年などを契約書，報告書に明記する。 

使用する蒸気表又は式は，IEC 60045-1 に適合しなければならない。 

蒸気表としては，国際水・蒸気性質協会（IAPWS：International Association for the Properties of Water and 
Steam）が 1997 年に発行した，蒸気と水の特性値を求めるための産業用計算式：IAPWS-IF97 に基づく表

の使用を推奨するものであり，可能な限り契約時点の最新版に基づく。 

なお，“1999 日本機械学会蒸気表”は IAPWS-IF97 に適合したものである。また，これまで使用してき

た IFC-67 は，この IAPWS-IF97 に置き換えられるが，以前の結果と比較するなどのために，同じ状態式

から得られた特性値を使用する必要がある場合には，受渡当事者間の合意があれば IFC-67 に適合した蒸

気表を使用してもよい。 

6.2.5 試験結果の計算 

試験結果の計算は，事前に受渡当事者間で協議された定義式に従って実施する。したがって，次の項目

についてあらかじめ具体的に協議しておく必要がある。 

6.2.5A 主蒸気流量 

主蒸気流量は，復水流量計による測定値から脱気器及び高圧給水加熱器周りの流量及びヒートバランス

を用いて，ボイラ入口給水流量を算出し，その値から次のようにして求める。ただし，受渡当事者間の協

定によって，給水流量計の測定値から求めることが可能である（附属書 JC“給水加熱器周りのヒートバラ

ンス”参照）。 
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�̇�ଵ = �̇�ଵଵ + �̇�is − �̇�mu − �̇�aux(B) ······················································ (29) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

給水流量（�̇�ଵଵ）の計算に際しては，一般には復水流量計，場合によっては給水流量計によって測定した

流量に対して，次の内部保留流量を考慮する必要がある。 

a)  復水器ホットウェル水位変化に対する水量 

b) 脱気器貯水タンク水位変化に対する水量 

c) 給水加熱器の保有水量 

例えば，復水器水室水位が 4 時間の性能試験の開始時と終了時とで，相対的に 1 mm 低下したとすると，

（復水器水室面積）×（1 mm）/（4 時間）相当の流量をタービン流入蒸気量より見掛け上多く測定したこ

とになるので，この分を減じる必要がある。 

不明な漏れ流量（�̇�mu）はボイラにおける系外の損失流量として通常全量を適用するが，1/2 がボイラサ

イクル側，1/2 がタービンサイクル側での損失として扱う場合もあり，受渡当事者間で事前に協議しておく

必要がある。 

6.2.5B 低温再熱蒸気流量 

タービンサイクルからボイラ再熱器に戻される低温再熱蒸気流量は，給水加熱器への抽気及びタービン

内部での漏れ蒸気のように再熱器を通過しない蒸気流量，ボイラ燃料油噴霧用蒸気流量などを主蒸気流量

から差し引いて，次の式によって求められる。 �̇�ଶ = �̇�ଵ − �̇�୴ − �̇�bfpt(HP) − �̇�ex − �̇�gl − �̇�cl ······································· (30) 
 

ここで， �̇�ଶ： 低温再熱蒸気流量 
 �̇�୴： 主タービン加減弁及び止め弁のステム 

漏れ蒸気流量 
 �̇�bfpt(HP)： ボイラ給水ポンプ駆動タービンの 

高圧駆動蒸気流量 
 �̇�ex： 高圧給水加熱器への高圧タービンからの 

抽気蒸気流量 
 �̇�gl： 高圧タービングランド漏えい（洩）蒸気流量 
 �̇�cl： 中圧タービン冷却蒸気流量 

 

上記のうち�̇�exは給水加熱器周りのヒートバランス，又はドレン流量測定から求められるが�̇�v, �̇�gl, �̇�cl 
などの流量については計画値を用いることが多い。 

6.2.5C 高温再熱蒸気流量 

ボイラ側からタービン側に供給される高温再熱蒸気流量は，次の式によって求められる。 �̇�ଷ = �̇�ଶ + �̇�ir ·············································································· (31) 

ここで， �̇�ଵ： タービン入口主蒸気流量 
 �̇�ଵଵ： 主給水流量 

（最終給水加熱器出口流量） 
 �̇�is： 過熱器注水量 

（最終給水加熱器より上流から取り出す場合） 
 �̇�mu： 不明な漏れ流量（unaccounted loss） 
 �̇�aux(B)： ボイラ補助蒸気流量 
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ここで， �̇�ଷ： 高温再熱蒸気流量 

 �̇�ଶ： 低温再熱蒸気流量 
 �̇�ir： 再熱器注水量 

 

6.2.5D 出力 

熱消費率に関しては，次に示すように発電機出力に基づいた全サイクルに対する熱消費率（グロス）と，

正味出力に基づく全サイクルに対する熱消費率（ネット）があり，これらはボイラ給水ポンプ駆動方法に

よって定義式における出力の取扱いが異なるので，事前に受渡当事者間で算出の定義について協議してお

く必要がある（表 3A 参照）。 

事業用発電設備については，通常上記における後者の熱消費率を用いる。 

表 3A－熱消費率に対する出力の定義 

ボイラ給水ポンプ 
及びその他の補機の 

駆動方法 

熱消費率の定義 
熱消費率（グロス） 

Gross Heat Rate 
（GHR） 

熱消費率（ネット） 
Net Heat Rate 
（NHR） 

モータ駆動 Pb Pb－Pa 
主タービン軸直結駆動 Pb＋Pp Pb 
タービン駆動 Pb＋Pa Pb 
Pb：発電機端出力（kW） 
Pa：タービンで駆動されない給水ポンプ及びその他の補機の動力（kW） 
Pp：主タービンが給水ポンプ及びその他の補機を直接駆動する場合の動力（kW） 

 
励磁機が直結の場合は，上記の発電機端出力（Pb）は発電機励磁動力が既に差し引かれている。サイリ

スタ励磁方式，又はコミュータレス励磁方式のように励磁機がタービンと別置きの場合には，発電機端測

定出力からこれらの電力を差し引いた出力を発電機端出力とする。 

6.2.5E タービンサイクルへの入熱量 

実際のタービン熱サイクルにおいてはボイラで供給される熱量に加え，復水器から最終給水加熱器まで

の復水系統及び給水系統中のポンプによってタービンサイクルに熱が加えられ，これらのポンプが外部電

力源によって駆動される場合で熱消費率の定義式の出力に考慮していない場合は，これらによる入熱を考

慮する必要がある。また，主蒸気，再熱蒸気の過熱低減に注水（spray）を行う場合及び蒸気式空気予熱器

などへ，タービン抽気蒸気を使用する場合はこれらを考慮する必要がある。ただし，いずれの場合におい

てもあらかじめ保証した熱消費率の定義式が上記を含んだものであるかどうかによって取り扱う必要があ

る（図 8A 参照）。 
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図 8A－タービンサイクルへの入熱量の例 
 

図 8A 示すような一段再熱再生タービンにおける具体的タービンサイクルへの入熱量計算式は，次のと

おりとなる。 𝑄 = �̇�ଵℎଵ − �̇�ଵଵℎଵଵ − �̇�isℎis 

  +�̇�ଷℎଷ − �̇�ଶℎଶ − �̇�irℎir 
  −�̇�ah(ℎah − ℎad) − �̇�auxℎaux ························································· (32) 

  +�̇� − ℎ 

  +𝑄af + 𝑄ac 
 

ここで， Q： タービンサイクルへの入熱量 
 �̇�ଵ，ℎଵ： 主蒸気流量及び比エンタルピー 
 �̇�ଵଵ，ℎଵଵ： 最終給水加熱器出口給水流量及び比エンタルピー 
 �̇�is，ℎis： 給水ポンプ出口などの最終給水加熱器より上流からのボイラの

過熱器過熱低減注水量及び比エンタルピー 
 �̇�ଷ，ℎଷ： 高温再熱蒸気流量及び比エンタルピー 
 �̇�ଶ，ℎଶ： 低温再熱蒸気流量及び比エンタルピー 
 �̇�ir，ℎir： 再熱器過熱低減注水量及び比エンタルピー 
 �̇�ah，ℎah，ℎad： 蒸気式空気予熱器へのタービン抽気蒸気流量及び抽気点ドレン

の比エンタルピー 
 �̇�aux，ℎaux： 燃料油噴霧用などの蒸気流量及び比エンタルピー 
 �̇�，ℎ： 補給水量及び比エンタルピー 
 Qaf ： 電動機駆動給水ポンプによる入熱 
 Qac ： 復水ポンプによる入熱（一般には無視可能である ） 

 

注記 ポンプによる入熱は，通常，次の式によって求められる。 
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Qa=36Paηx(kJ)  ·················································· (33) 

 
ここで， Pa： 補機の消費動力（kWh） 
 x： 合駆動機効率（%） 

（モータ効率，継手効率及びギア効率を含む。） 
 

6.2.5F 熱消費率 

熱消費率は，3.3 で定義しているように，タービンサイクルへの入熱量を出力で除したものである。この

場合，6.2.5.D に示したように求める熱消費率がグロス（GHR）かネット（NHR）かによって測定された出

力の使い方が異なってくるので注意を要する。 

また，励磁方式によっても同様の注意が必要である。タービンサイクルへの入熱量に関しては考慮する

項目をあらかじめ明確にしておく必要があり，保証熱消費率計算の基となったヒートバランス図と矛盾が

あってはならない。 

6.2.5G 蒸気消費率 

蒸気消費率は，6.2.5.A 及び 6.2.5.D で規定する主蒸気流量及び出力によって主蒸気流量を出力で除した

ものとして定義する。 

この場合においても 6.2.5.F の熱消費率と同様，出力の基準を明確にしておく必要がある。 

7 試験結果の修正と保証値との比較 

7.1 熱的保証値及び保証条件 

受渡試験結果と比較する保証値は，タービンの性能レベルを示す（3.4 参照）。熱消費率，蒸気消費率，

主蒸気流量などの熱的性能値は，タービン熱サイクルの蒸気条件及び給水系統における各因子に依存する

ため，これらの値は保証条件として契約に記載されなければならない。多くの場合，これらのデータは，

全ての必要な情報を含む熱収支図の形で示すことが推奨される。 

熱的性能試験によって求められた測定性能値を，試験条件と保証時の熱サイクル及び運転条件との間に

偏差があれば，その偏差に対して適切に修正しなければならない。 

試験の範囲において，蒸気または水の需給があって，サイクルにおいてこれが保証条件に含まれている

場合は，修正項目として追加する。 

7.2 主蒸気流量の修正 

蒸気加減弁の任意の開度において，主蒸気流量を求める必要が生じた場合，タービン入口蒸気条件の計

画値からのずれに対する修正は，タービン製造業者が作成した修正曲線を使用する。 

主蒸気流量には，バルブステム，グランド，バランスピストンへの供給蒸気のほか，給水ポンプ駆動用

タービン，蒸気加熱器，エゼクタなどプラント補機への供給蒸気も含める。 

又は簡略的に，復水タービンの場合は次の式を使用してもよい。 
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�̇�ୡ = �̇�୫ 𝑝ଵ𝑝ଵ୫ ඨ𝑝ଵ୫𝜐ଵ୫𝑝ଵ𝜐ଵ   ·················································· (34) 

 

また，背圧タービンのようにタービンの排気圧力の入口圧力に対する割合が十分に小さくない場合は，

次の式を使用してもよい。 

�̇�ୡ = �̇�୫ 𝑝ଵ𝑝ଵ୫ ඨ𝑝ଵ୫ × 𝑣ଵ୫𝑝ଵ × 𝑣ଵ ඪ 1 − ൬𝑝ଶ𝑝ଵ൰ଶ
1 − ቀ𝑝ଶ୫𝑝ଵ୫ቁଶ  ···································· (35) 

 
ここで， �̇�： 蒸気流量修正値 
 �̇�： 蒸気流量測定値 
 p1： タービン入口蒸気絶対圧力（p1g：計画，p1m：測定） 
 p2： タービン出口蒸気絶対圧力（p2g：計画，p2m：測定） 
 υ1： タービン入口蒸気比容積（υ1g：計画，υ1m：測定） 
 υ2： タービン出口蒸気比容積（υ2g：計画，υ2m：測定） 

 

なお，圧力比の指数 2 は，
ଵା の近似値である。 

7.3 試験結果の運転条件に対する修正 

7.3.1 最大出力の修正 

最大出力の保証条件への修正は，表 3B に示すような主蒸気条件，再熱蒸気条件，復水器真空度など各

パラメータに対して 7.6.1 b）による適切に行う。 

7.3.2 蒸気流量による出力補正 

任意の主蒸気流量及び各種蒸気条件に対して出力を保証する場合（コンバインドサイクルの蒸気タービ

ン等）は，熱消費率の考えは不要であることが多い。 

修正された蒸気タービン出力は，蒸気タービンの性能特性による。この修正された出力は保証条件であ

る蒸気流量を基準としているため蒸気タービンの効率を表すことになる。 

出力保証において試験における境界を定義する必要がある。境界を出入りする全てのエネルギー収支を

境界点において決定されて修正されなければならない。修正値は，試験方法 7.6.1 a）に従って決定しなけ

ればならない。 

出力保証において流量補正は極力小さくされる。特に任意の蒸気流量に対する修正は出力に影響を及ぼ

すため，最小限に抑えるようにする。 

特定の蒸気加減弁開度条件で保証される場合は，可能な限り保証条件の流量で試験を実施することで蒸

気加減弁開度の位置による絞り損失の影響は別に修正することを推奨する。 
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7.4 熱効率の修正 

タービン熱サイクルでの熱の出入りに対する修正は，次による。 

a) タービン熱サイクルに出入りする熱量が，タービン製造業者の契約書に含むプラント機器によるもの

であれば，それが保証値計算の際の基準とした値と相違していても，その偏差について熱消費率，蒸

気消費率又は主蒸気流量の試験値を修正しない。 

b) タービン熱サイクルに出入りする熱量が，タービン製造業者の契約書に含まないプラント機器による

ものであれば，それが保証値計算の際の基準とした値と相違している場合は，その偏差について試験

結果に及ぼす影響が受渡当事者間で無視可能と認められない限り，熱消費率，蒸気消費率及び主蒸気

流量の試験値を修正する。 

c) 試験中の再熱器系統に加えたスプレー水の熱量及び補給水の熱量が保証値の基準とした値と相違する

場合は，その偏差について出力，熱消費率，蒸気消費率及び主蒸気流量の試験値を修正する。 

7.5 修正値の定義及び適用 

修正上，一般に試験結果に与える各種運転パラメータの影響は相互に独立していると仮定されている。

したがって，修正値は，個々の運転パラメータの偏差によってそれぞれ決まり，さらに，組み合わせて総

合修正を行う。 

すなわち，各々の修正項目に対する修正係数を Fa，Fb，Fc，…とすると，総合修正係数（F）を次の式の

ように求めることが可能である。 𝐹 = 𝐹ୟ × 𝐹ୠ × 𝐹ୡ  ·················································· (36) 

 

なお，ここに示す Fa，Fb，Fc，…は 1.0 を中心とした無次元数である。 

以上のようにして求めた総合修正係数（F）を用いて，蒸気消費率，熱消費率，入口蒸気量，出力などの

測定された性能値（Xm）から，次の式のようにして保証条件に対応する保証性能値（Xc）を求めることが

可能である。 𝑋ୡ = 𝑋୫𝐹  ·················································· (37) 

 

なお，試験時の運転条件が規定値から大幅に外れ，排気圧力修正係数を除く各修正係数の偏差の絶対値

の総和が 5 %を超えた場合は，受渡当事者間で試験の有効性を協議することが望ましい。 

7.6 修正方法 

7.6.1 一般 

修正方法並びに必要な値及び曲線の決定は，保証値との比較に適用される次のいずれかの方法によって

異なる。 

a) 保証値との比較を出力一定又は主蒸気流量一定で行うのならば，熱消費率に対してタービンの蒸気加

減弁開度の主蒸気流量，主蒸気温度に対する影響を修正しなければならない。 

b) 保証値との比較をタービンの蒸気加減弁開度一定で行うのならば，熱消費率及び出力の両方に及ぼす
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主蒸気圧力，主蒸気温度などの各変数の影響を考慮しなければならない。 

どの修正方法を採用するかは，試験前の早い時期に試験の関係者によって合意されなければならない。

全ての必要なデータと計算方法は，受渡試験前の十分に早い時期に受渡当事者間で明確にさせておかなけ

ればならない。 

特に，複雑なサイクル（タービンサイクル以外で用いる抽気，ブロー，補助蒸気の混入など，複雑な給

水加熱サイクル）をもつタービン，及び多くのサイクル修正をもつタービンに関しては，7.6.3 に示す修正

曲線を使用した修正方法が推奨される。もし，修正を適切に適用するのであれば，この方法は正確で便利

な修正となる。 

また，7.6.2 に示すヒートバランスによる修正など，他の適切な修正方法を受渡当事者間の合意によって

適用してもよい。 

7.6.2 ヒートバランス計算による修正 

ヒートバランス計算による修正には，次の二通りがある。 

a) 試験時のサイクル及び運転条件を保証時のサイクル及び運転条件に修正する。すなわち，タービンの

試験時の効率を指定条件のものに修正してもよいということである（もし，必要なら運転条件の影響

に関しても）。これらの修正された試験時の効率は，保証サイクルと比較させることが可能な修正試験

サイクルを計算することに用いてもよい。 

b) 保証時のサイクル及び運転条件を試験時のサイクル及び運転条件に修正する。タービンの保証効率は，

試験条件によって修正してもよい（もし，必要なら運転条件の影響に関しても）。この修正された試験

効率は，試験時のサイクルと比較させることが可能な修正保証サイクルを計算するために用いてもよ

い。 

過熱蒸気を用いるタービンに関しては a)の方法を一般的に用いるが，湿り蒸気を用いるタービンに関し

ては，b)の方法が正確な計算を容易に行うことが可能である。 

試験条件下で完全なヒートバランスの再計算を行って修正するには，計算手段（プログラム）が必要で

ある。このように再計算することは，試験条件がタービン，プラント構成機器の性能に及ぼす影響を正確

に考慮するためである。 

7.6.3 タービン製造業者の提出した修正曲線による効率の修正 

タービン製造業者の提出する修正曲線は保証条件に従い，通常，次に示すように 2 種類がある（図 8B 参

照）。 

7.6.1 a) の場合，種々の因子（変数）の関数として，熱消費率の修正係数が修正曲線によって得られる。 

7.6.1 b) の場合，種々の因子（変数）の関数として，7.6.1 a) と異なった熱消費率の修正係数及び出力の

修正係数となっている。 
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図 8B－修正曲線の例 
 

7.6.4 修正係数を規定するためのテスト 

7.6.3 に示した修正係数の計算では，規格を満たす精度が得られない可能性があると考えられる場合には，

実際に該当する条件を変化させて性能変化を測定することによって確認することも可能である。この場合，

特に排気圧力の修正係数の場合は，修正係数を規定するために特別の試験をすることを推奨する。ただし，

操作量（パラメータ）を一つに定めて行う一連のテスト（例えば，復水器に空気を入れ，排気圧を操作量

にとる）は，同一日，同一人員，同一機器によって行う必要がある。また，操作量（パラメータ）を変え

た後は，十分な整定時間を取らなければならない。 

7.7 試験結果の運転条件に対する修正 

7.7.1 修正の適用範囲 

試験結果は，タービン製造業者の性能保証の責任範囲外の試験条件と計画条件の偏差を元に修正される。

性能保証の責任範囲は以下の 4 種類の定義が可能である。 

a) タービン単体 

b) タービン及び給復水系統（ポンプ有り又は無し） 

c) タービン，給復水系統，復水器 

d) タービン，給復水系統，復水器及び／又は被駆動機械 

7.7.2 再熱再生タービン 

タービンの熱効率又は熱消費率の試験実施に際しては，以下の運転が考えられ，各々の運転方法に対し

てあらかじめ用意された修正係数又は曲線を用いる必要があり，混同してはならない。いずれの運転方法

で試験を実施するかは，保証値を決めた条件に従う。 

a) 出力又は主蒸気流量を所定の値に保った運転 

b) 主蒸気加減弁の弁開度を所定の値に保った運転が考えられ，各々の運転方法に対してあらかじめ用意

された修正係数又は曲線を用いる必要があり，混同してはならない。いずれの運転方法で試験を実施

するかは，保証値を決めた条件に従う。 

7.6.1 a) の場合の修正係数 

FHR は熱消費率の修正係数 

 

7.6.1 b) の場合の修正係数 

FHR は熱消費率の修正係数 

FP は出力の修正係数 
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修正係数としては，表3Bに示す項目がある。 
 

表 3B－再熱再生タービンの場合の修正係数の例 

－ 主蒸気圧力 a) 

－ 主蒸気温度 

－ 再熱蒸気温度 

－ 再熱器の圧力降下 

－ タービン排気圧，復水器冷却水温度，冷却水量 

－ 湿分分離器効率 b) 

－ 回転速度 

－ 給水加熱器の端末温度差（ターミナル温度差）b) c) 

－ 抽気ラインの圧力降下 b) c) 

－ 系の保留水量の変化，補給水量 

－ サイクルに出入りする熱量（例，蒸気式空気予熱器などへの供給蒸気） 

－ 復水ポンプ及び給水ポンプの比エンタルピー上昇 

－ 復水器における復水の過冷却 d) 

（タービン性能が冷却水温度に対し保証されている場合） 

－ ボイラのスプレー水量 

－ 給水加熱システム運用条件差（例，ヒータカットの場合） 

－ 発電機力率 

－ 電圧 

－ 水素圧力 

湿り蒸気使用時の修正係数として次がある。 

－ 主蒸気の湿り度 

－ 湿分分離器出口湿り度 b) 

－ 再熱器のターミナル温度差 b) 

－ 湿分分離器，再熱器の圧力降下 b) 

注 a) 変圧タービンの蒸気流量容量の偏差によって生じた，主蒸気の測定圧力と保証時の圧力との差は，

修正を考慮することが望ましい。 

なお，蒸気流量容量及び圧力の偏差は，契約書に明記された範囲内とする。 

注 b) タービン本体と同一の契約者から供給された場合は，通常，修正を行わない。 

注 c) 最終給水のターミナル温度差，又は抽気管圧損の偏差によって生じた，最終給水温度の測定値と

保証時の温度の差は，修正を考慮することが望ましい。 

なお，ターミナル温度差及び圧力損失の偏差は，契約書に明記された値の範囲内とする。 

注 d) タービン性能が冷却水温度に対して保証されている場合だけ実施する。 

 

7.7.3 抽気又は混圧蒸気がないタービン 

抽気又は混圧蒸気がないタービンの熱的性能試験結果に修正を適用する場合は，簡単に次の状態量の偏

差に関するものを考慮することが望ましい。 

－ 主蒸気圧力 

－ 主蒸気温度 

－ 排気圧力又は復水器冷却水温度及び冷却水量 

－ 回転速度 

－ 主蒸気流量 9) 

－ 蒸気加減弁絞り損失 10) 

－ 発電機力率 

－ 電圧 
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－ 発電機冷却ガス圧力 

注 9) 修正値と保証値の比較を，基準曲線ではなく保証点でする場合だけ，主蒸気流量の偏差の修正が

必要である。 

注 10) 保証値は通常，弁点において定められる。表 1 に記されている保証状態からの最大許容偏差も考

慮のうえ，試験は弁全開点で行われる。その場合，修正は必要でない。もし，加減弁が部分絞り

のある点において保証されている（例えば，部分負荷において加減弁の絞りを伴う全周噴射ター

ビン）のであるならば，保証状態における蒸気加減弁での絞り損失を含めた試験を行うか，又は

修正が必要である。 

7.7.4 給水加熱以外の用途の抽気（例えば，工場送気）をもつタービン 

このようなタービンに関し，熱効率試験結果に修正を施す場合は，7.7.3 に示した項目の偏差に関する修

正に加えて給水加熱以外の用途の抽気に関し，次の修正を考慮する必要がある（附属書 JD）。 

－ 抽気圧力 

－ 抽気量 11) 

－ 抽気加減弁絞り損失 12) 

－ 保証条件からの他の条件変化 

給水加熱系統がある場合は，7.8.2 の修正もしなければならない。 

注 11) 変圧タービンの蒸気流量容量の偏差によって生じた，主蒸気圧力の測定値と保証時の圧力との差

は，修正を考慮することが望ましい。 

なお，蒸気流量容量及び圧力の偏差は，契約書に明記された範囲内とする。 

注 12) 修正値と保証値との比較が，基準曲線ではなく保証点でする場合だけ，抽気量の偏差の修正が必

要である。 

7.7.5 他の形式のタービン 

7.7.3 及び 7.7.4 を除く形式のタービンについては，7.7，7.7.3 及び 7.7.4 に示された項目の修正，更にこ

れに加えて関連する変数をその都度決める必要がある。 

例えば，混圧タービンでは，混圧蒸気圧力，温度，流量に関する修正を追加する必要がある。 

7.8 保証値との比較 

7.8.1 裕度と重みづけ 

契約に記載されている保証値と試験結果の修正値との比較は，あらかじめ決められた修正方法に従って

行う必要がある（7.6 参照）。 

修正後の試験結果には測定の不確かさが含まれるので，保証値との比較においては裕度として考慮しな

ければならない。 

契約書に特に記載がなければ，試験結果の測定の不確かさを考慮して，保証値は次に示す式をもって満

たさなければならない。 𝜂ୡ(1 + 𝛼) ≧ 𝜂  ················································ (38) 
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 𝐻𝑅ୡ(1 − 𝛼) ≦ 𝐻𝑅  ················································ (39) 

 
ここで， c： 修正タービン効率 

 g： 保証タービン効率 
 HRc： 修正熱消費率 
 ： 測定の不確かさに起因する係数 
 HRg： 保証熱消費率 

 

この α については，受取側，納入側双方で事前に次に示す方法によって，協議し決めておく必要がある。 

a) 裕度として契約上，取り決めた値とする。 

b) あらかじめ取り決めた値がない場合には，測定の不確かさによる値を適用してもよい。 

数個の保証点がある場合で幾つかの保証点に重みが付されているような場合は，保証値との比較におい

ても，その重み係数（Wj）が適用される必要があり，契約書に特に記載がなければ，式(40)又は式(41)を満

たさなければならない。 ൫𝜂cj൯୨ ൫𝑊୨൯(1 + 𝛼)/ ൫𝑊൯ ≧ ൫𝜂gj൯୨ ൫𝑊୨൯/ ൫𝑊୨൯  ············ (40) 

 ൫𝐻𝑅cj൯୨ ൫𝑊୨൯(1 − 𝛼)/ ൫𝑊୨൯ ≦ ൫𝐻𝑅gj൯୨ ൫𝑊୨൯/ ൫𝑊୨൯  ·········· (41) 

 

なお，測定の不確かさの詳細な説明及びこの値の目安については箇条 8 に規定する。 

7.8.2 保証値の基準曲線との比較 

出力，又は主蒸気流量が異なる何点かの保証値（又は計画値）が与えられた場合（通常は“弁全開点”），

保証値（又は計画値）の基準曲線が決まる。 

試験結果が主蒸気流量一定条件で修正されたものであれば，基準曲線は主蒸気流量 の関数となり，修正

試験値ηc は，主蒸気流量 における保証値ηg との比較となる（図 9 a)参照）。 

試験結果が蒸気加減弁開度一定条件で修正されたものであるならば基準曲線は出力 P の関数となり，修

正試験値ηc は，保証出力 Pg における性能保証値ηg との比較となる（図 9 b)参照）。 
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a)－主蒸気流量に対する保証基準曲線      b)－出力に対する保証基準曲線 

図 9－基準曲線の保証値との比較 

7.8.3 保証値の保証点との比較 

保証点が一点である場合，主蒸気流量一定条件で修正した試験値に対しては，更に測定蒸気流量と保証

蒸気流量間での修正が必要であり，その修正には計画点を代わりに用いるなど，受渡当事者間で協議を行

い決定するのが望ましい。 

蒸気加減弁開度一定条件で修正した場合には，修正出力値と保証出力値との修正を加えるだけである。 

7.8.4 絞り調速タービンにおける保証値の比較 

絞り調速タービンにおいては，部分負荷時の保証値は仮想弁点で規定されているので，実際の性能試験

は蒸気加減弁絞り状態で実施することとなる。 

したがって，この蒸気加減弁絞り損失に対する修正を，7.6 に示した修正値に加える必要がある。修正曲

線については，通常タービン製造業者から提出された蒸気加減弁絞り損失修正（バルブループ修正）曲線

が用いられる。 

7.8.5 抽気（工場送気）タービンにおける保証値の比較 

工場送気がある場合には性能に及ぼす抽気（工場送気）量の影響が大きいので，抽気流量を測定し，保

証条件に対して補正する必要がある（図 9A 参照）。 
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図 9A－抽気（工場送気）タービンにおける修正曲線の例 
 

7.9 タービン性能の経年劣化 

7.9.1 経年劣化の影響を最小限に抑えるタイミング 

受渡試験は特別の事情がない限り初併入後（4.3.1 参照），可能な限り早く実施する必要がある。 

7.9.2 比較試験による補正方法 

受渡当事者間による合意がない場合，同じ計器を使用した比較試験によるタービン効率比較試験を実施

し，性能試験結果に反映されなければならない。高圧，中圧，低圧のタービン各セクションの効率低下が

熱消費率に及ぼす影響については，試験前に受渡当事者間で合意されているのがよい。特に低圧タービン

の効率を直接的に測定することは不可能であるため，低圧タービン区分の効率劣化は，中圧タービン区分

の劣化の半分であると仮定してもよい。 
 

7.9.3 比較試験を実施しない場合の補正方法 

4.5 に沿った比較試験が実施されない場合，実際の経年劣化量は分からず，追加での経年劣化の合意が無

い限り，性能試験は実施できない。 

設備に部分的な損傷及び付着物がないということが証明でき，経年劣化（4.4.2 参照）の平均値がその試

験の受渡当事者間によって了承され，試験結果と保証値との比較に考慮できる。 

特に合意されたものがなければ火力発電用蒸気タービンの平均的な経年劣化を示す表 4 の値を目安とし

て適用する。 
  

抽気流量に対する修正係数 

FP は出力修正係数 

FG は主蒸気流量修正係数 

抽気圧力に対する修正係数 

FP は出力修正係数 

FG は主蒸気流量修正係数 
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表 4－平均的経年劣化量の目安 

タービン出力 
P a) 

初併入から試験までの時間 b) 
2 か月～12 か月 12 か月～24 か月  

≦150 0.1×f  a) 0.06×f  a) 毎月の% 

＞150 0.1ටଵହ ×f  a) 0.06ටଵହ ×f  a) 毎月の% 

注 a) P：MW 
注 b) タービンが開放されている期間は含めない。 

再熱サイクルでの熱回収により，出力の劣化は効率の劣化より大きな影響を受けることから，再熱サイ

クルについては，係数 f を考慮しなければならない。 

表 5－熱効率及び出力の劣化量の係数 

f 非再熱サイクル 再熱サイクル 
タービン室熱効率 1 1 

出力 1 1.45 

係数 f を算出するために，高圧タービン，中圧タービン，低圧タービンの各車室の劣化の割合は，それ

ぞれ=4 : 2 : 1 と仮定する。 

8 測定の不確かさ 

8.1 一般 

試験結果の計算に用いる各量の測定において，測定器の精度と測定条件によるある程度の誤差は免れな

い。すなわち，全ての測定誤差に基づく不確かさの程度が試験結果を左右する。 

測定の不確かさの統計的な定義と熱的受渡試験時の特別な環境における統計的方法の適用の正当性につ

いては，附属書 D に示す。 

附属書 D は，変数の測定の不確かさは，統計的確率の P＝95 %に対する測定の総合誤差の信頼限界とし

て求めることが可能である。 

信頼限界は，次の要因から決めることが可能である。 

a) 推奨されている測定及び標準から。 

b) 計器製造業者が示す精度等級（誤差限界）から（例えば，電力計，変流器）。 

c) 校正結果が示す測定器の校正精度（例えば，信号変換器）から（5.1.4 参照）。 

d) 避けられない設置の誤差の影響から。 

e) 測定の一般的な経験から。 

f) 試験継続時間，インターバル，及び読み取り回数を考慮し収集された有効なデータセットの影響から

（4.8.3 参照）。 

校正された計器による測定を行い，読みの平均値に対して校正記録に基づく補正を行っても測定時と校

正時で測定条件が異なることによる誤差は生じ得る。これらの誤差は，各計器の精度等級にも関係してい

る。必要であれば裕度はこれらの測定の不確かさから決定する。多重測定の場合（6.2.3.2 参照），同一変数

x に対する独立に測定した複数の測定値（�̅�୨）の重み付き平均値（𝑥）の測定の不確かさ 𝑉୶  は，近似的に

次の式で求める。 
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𝑉୶ = ± 1ට∑ ቀ1 𝑉୶തౠൗ ቁଶ  ·················································· (42) 

 

個々の変数の不確かさの決定方法とその結果は，8.2 から 8.5 に示す。 

一般的な経験に基づく測定の不確かさに関するデータは，表 2 に示す。 

8.2 蒸気と水の測定の不確かさの決定 

8.2.1 圧力 

圧力測定において，測定の不確かさは計器の精度と校正の誤差限界によって決まる。 

測定精度はまた，圧力検出点の設計及び位置，周囲の温度及び振動の影響を受ける。 

8.2.2 温度 

熱電対又は抵抗温度計での測定において，測定の不確かさは起電力曲線の誤差限界又は抵抗測定の誤差

限界及び測定計器（電位差計，ディジタル電圧計など）の精度によって決まる。 

温度測定の不確かさは，温度検出部の不適切な設置，不適切な冷接点，不均一な温度分布，流れのじょ

う乱などに著しく影響を受ける。 

8.2.3 比エンタルピーと比エンタルピー差 

比エンタルピーは，通常，圧力と温度の測定値から求める。したがって，圧力及び温度の不確かさは比

エンタルピーの不確かさに含まれる。さらに，蒸気表から求める比エンタルピーの公差 Rh に対しても検証

しなければならない。 

計画時と評価時で同じ蒸気表を使用する場合，受渡試験の測定結果と保証値との比較においては，蒸気

表の比エンタルピーの不確かさを無視してもよい。 

比エンタルピーの不確かさを，次の式を使って計算してもよい。 

a) 過熱蒸気 𝑉୦ = ±ඨ൬𝑑ℎ𝑑𝑇൰
ଶ 𝑉ଶ + ൬𝑑ℎ𝑑𝑝൰்

ଶ 𝑉୮ଶ + 𝑅୦ଶ  ············································ (43) 

 

b) 湿り蒸気 𝑉୦ = ±ඨቈ(1 − 𝑥) 𝑑ℎ′dpୱୟ୲ + 𝑥 ቆ 𝑑ℎ′′𝑑𝑝ୱୟ୲ቇଶ 𝑉୮౩౪ଶ + (ℎᇱᇱ − ℎ′)𝑉୶ଶ + 𝑅୦ᇱଶ + 𝑅୦ᇱᇱଶ   ·········· (44) 

 

ここで，psat は Tsat と置き換えることが可能である。 

比エンタルピー差の不確かさを求めるに際し，蒸気表の骨組表の公差を常に全部適用することは不

可能である。三つの場合に区別する。 

1) hi と hj 間の相変化を伴う等圧加熱（例えば，ボイラ） 
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𝑉∆୦ = ට𝑉୦୧ଶ + 𝑉୦୨ଶ   ·················································· (45) 

 

ここで，Vhi と Vhj は，式(43)によって計算する。 

2) hi と hj 間との相変化を伴わない等圧加熱（例えば，再熱） 𝑉∆୦ = ±ඨ𝑉୦୧ଶ + 𝑉୦୨ଶ + ൬𝑅୦୧ℎ୧ ൰ଶ + ቆ𝑅୦୨ℎ୨ ቇଶ൩ ൫ℎ୧ − ℎ୨൯ଶ  ···················· (46) 

 

ここで，Rhi と Rhj とは蒸気表の骨組表における hi 及び hj の公差。このケースでの誤差 Vhi 及び Vhj

は式(43)において骨組表の公差を考慮しない，すなわち，Rh＝0 として求める。 

3) 蒸気タービンでの断熱膨張（熱落差） 𝑉∆୦ = ±ට𝑉୧ଶ + 𝑉୦୨ଶ + ൫ℎ୧ − ℎ୨൯ଶ𝐴(ୱ)ଶ   ································ (47) 

 

ここで，不確かさ Vhi，Vhj は，2)と同様に式(43)を用いて Rh=0 として算出する。Vhj の計算におい

ては，VT＝0 とする。影響係数 A(s)は比エントロピー（s）の関数であり，その値を図 10 に示す。な

お，式(47)ならびに図 10 の適用については，受渡当事者間の協議によって決定する。 

 
 

図 10－蒸気表の許容誤差の修正係数 
 

8.3 出力測定上の不確かさの計算 

8.3.1 電気出力測定 

誤差伝ぱ（播）則によれば，測定した電気出力の測定の不確かさは一般に変成器，電力計，直列抵抗器

などの個々の測定の不確かさの二乗和の平方根として計算する。 

検出可能な系統誤差を示すカーブ，全ての測定器の校正もしくは試験結果から表が利用可能な場合，そ

れらは測定した電力の修正に使用する（5.2.6 及び 5.2.7 参照）。校正の証明書に記載されている個々の不確

かさの限界は，電気出力の測定の不確かさを求める際に明確でなければならない（8.1 参照）。 

詳細の検出可能な系統誤差が分かっていない場合は，合計電力の不確かさは個々の計器の精度等級に基

づいて決める。 
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このような場合，変成器の精度等級はそれに加わる電流，電圧に依存することに注意する必要がある。 
電力計の精度等級は，実際の読みのスケールに関係付けられなければならない。 

並列につないだ同一仕様の変圧器のそれぞれの位相誤差が，完全には独立ではないことが経験的に知ら

れている。このことは，変成器の校正のときに考慮しなければならない。したがって，一相ごとの測定（二

電力計方式又は三電力計方式）での誤差の合計には，算術的な誤差の部分が存在する。 

一般的に，個々の“測定の不確かさ”の二乗和の平方根で示される誤差伝ぱ（播）則は，多重測定（2 台

の電力計又は，3 台の電力計による測定方法など）に対して適用される。実際的な試験で，個々の相にお

ける計器用変成器の“位相角誤差”と同様に，計器用変成器の比誤差は完全に独立ではない。 

これはまた，計器用変成器の校正にも適用する。 

それゆえに，誤差の合計は二乗和の平方根の部分と，算術的な部分とに分割しなければならない。 

個々の相における出力の合計としての全出力の“測定の不確かさ”の計算において，次に示す“測定の

不確かさ”を考慮に入れなければならない。 

a) 電力計及び電力量計 

個々の相の電力計又は電力量計における“測定の不確かさ”の合計は二乗和の平方根である。 

b) 計器用変圧器の変換の誤差 

各相間の計器用変圧器における変換の誤差によって生じる“測定の不確かさ”の合計は算術的であ

る。 

c) 計器用変圧器の位相角の誤差 

計器用変圧器の位相角の誤差による“測定の不確かさ”の合計は算術的である。 

d) 計器用変流器の変換の誤差 

個々の相の計器用変流器の変換の誤差による“測定の不確かさ”の合計は算術的である。 

e) 計器用変流器の位相角の誤差 

計器用変流器の位相角の誤差による“測定の不確かさ”の合計は算術的である。 

f) 全誤差の合計 

全出力の不確かさは，上記の a)から e)で示した不確かさの二乗和の平方根によって計算する。 

注記 1 c)又は e)で示した誤差の合計は，二乗和の平方根で表す。このことは，最初の段落の説明が位相

角の誤差にも適用されるが，この箇条の考え方としては正しくない。 

注記 2 電力計又は電力量計に及ぼす温度の影響による不確かさを表す式において温度の係数は電力計，

又は電力量計の製造業者が提示する。電力計の読みに及ぼす温度の影響が，温度の関数として正

確に知られ，測定された電力の評価において校正として適用されるならば，“測定の不確かさ”に

及ぼす影響は，“測定の不確かさ”の式の中で消去することができる。 

注記 3 電力計の読みに及ぼす温度の影響が，温度の関数として正確に知られているならば，かつ，これ

が測定された電力の評価において校正として適用されるならば，“測定の不確かさ”に及ぼすこの

影響は，“測定の不確かさ”の式の中で消去することが可能である。 

8.3.2 機械出力測定 

誤差伝ぱ（播）則によれば，測定の不確かさは，回転速度とトルク測定の不確かさによる。トルク測定

の不確かさは，測定方法と校正の誤差限界による。 



78 
 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

8.3.3 整定していない負荷状態によって付け加わる不確かさの裕度 

試験期間中，平均値からの出力変動が±5 %（4.8 参照）を超えた場合でも，付け加わる測定誤差を補償

するための追加不確かさに対する裕度の導入に合意すれば，試験結果の廃却は避けることが可能である。

その不確かさは変動幅に依存するが次の式で計算する。 
この場合，個々の出力読み値の平均値からの変動量の絶対値の平均を用いる。 𝜏∆ = 2 ൫ 平均変動量 ൯ − 16 (%)  ·············································· (48) 

 𝜏∆ は出力の測定の不確かさに算術的に加える。この裕度 は平均変動量が 0.5 %以上である場合にだけ

適用する。 

8.4 流量測定の不確かさの決定 

8.4.1 流量測定の不確かさ 

測定の不確かさは，読み値の変動による。 
試験中のタンクレベルの変動によって，流量測定は大きな周期の長い変動が発生するが，このようなゆ

っくりした変動は流量測定の不確かさの検討の中には含めない。 

端部の鋭いオリフィス又はフローノズルの流量測定誤差は，JIS Z 8762-2 又は JIS Z 8762-3 に従って決

める。もし，絞り機構が校正されていれば，性能試験中の校正結果と運転状況から流量の不確かさを推定

してもよい。 

8.4.2 主要流量の多重測定時の測定の不確かさ 

もし，主要流量が多重測定又は流量バランスによって測定される場合，互いの値の整合性をチェックし

なければならない（6.2.3 参照）。 

ただし，検査されていない絞り機構の同じような基本的な理由（オリフィスプレートの摩耗，パイプの

破損，化学洗浄など）による誤差の可能性については，評価の段階で十分に考慮することが望ましい。 

8.4.3 サイクルの不完全さに対する許容不確かさ 

水－蒸気系統の不完全な状態（不明な副次流量，系統からの不完全な遮断，内部漏れなど）を考慮する。

不明な漏れ蒸気流量［これは主蒸気流量の評価の中に織り込まれる（6.2.3.4 及び 6.3.1 参照）］の全体の 50 %
相当分を追加の許容不確かさとして，主要流量の測定の不確かさ，又は平均の主要流量の不確かさの平均

値に算術的に加算する（8.4.2 参照）。この付加的な不確かさは，主蒸気流量の評価で受渡当事者間で事前

に協議する（6.3.1 参照）。 

8.5 測定誤差の計算 

8.5.1 一般 

結果の測定の不確かさは附属書 D に従い，測定値の不確かさからの誤差伝ぱ（播）則によって計算する。 

8.5.2 熱効率の測定の不確かさ 

非再熱タービンプラントの熱効率𝜂୲は，3.4.2 で定義している。その相対的測定の不確かさは，次による。 
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𝜏୲ = ±ට𝜏ଵ̇ଶ + 𝜏∆୦ଵଵ,ଵଶ + 𝜏୮ଶ  ·················································· (49) 

 

一段再熱復水タービンプラントのタービン室熱効率は，3.4.2 で定義している。 

通常，再熱流量�̇�ଷは独立に測定せず，修正された主蒸気流量と副次流量から計算する。測定の不確かさ

を計算する前にこの関係を熱効率に対する式に導入する。 

附属書 C に示された例で，再熱蒸気流量は次の式で求める。 �̇�ଷ = �̇�ଵ − �̇�ହ − �̇�୮ଵ − �̇�୮ଶ − �̇�୴ଷ  =�̇�ଵ −  �̇�୨  ·················································· (50) 

 

すなわち，式(2)より熱効率は，次の式のようになる。 𝜂୲ = 𝑃�̇�෩ଵ∆୦ଵଵ,ଵ + �̇�෩ ଷ∆୦ଶ,ଷ  = 𝑃�̇�෩ ൫∆ℎଵଵ,ଵ + ∆ℎଶ,ଷ൯ − ∆ℎଶ,ଷ ∑ �̇�୨  ······································ (51) 

 

熱効率の相対的測定の不確かさは次のようになる。 𝜏୲ = ±ට𝐴 + 𝐵 + 𝐶 + 𝜏ଶ  ·················································· (52) 

 
ここで， A= ቆ�̇�෩ଵ × ∆ℎଵଵ,ଵ𝑄୲୭୲ ቇଶ ቀ𝜏̇෩ భଶ + 𝜏∆భభ,భଶ ቁ 

 

 
 B= ቆ�̇�෩ଵ × ∆ℎଶ,ଷ𝑄୲୭୲ ቇଶ ቀ𝜏̇෩ భଶ + 𝜏∆మ,యଶ ቁ 

C=  ቆ�̇�୨ × ∆ℎଶ,ଷ𝑄୲୭୲ ቇଶ ቀ𝜏̇ౠଶ + 𝜏∆మ,యଶ ቁ൩୨  

 

 
 

Qtot は熱流の合計，�̇�୨は式(51)による副次流量である。 

8.5.3 タービン効率の測定の不確かさ 

タービン効率 ηtd は 3.4.4 で定義している。最も単純な場合での相対的不確かさは次による。 𝜏୲ୢ = ±ට𝜏୫భ̇ଶ + 𝜏∆୦౩ଶ + 𝜏୮ଶ  ·················································· (53) 

 

8.5.4 修正の不確かさ 
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結果の測定の不確かさの決定のため，製造業者の作成した修正曲線は許容修正範囲内で正しいと認識さ

れなければならない。 

4.8.2 及び 7.4 に指示した許容範囲を超える修正が必要な場合，許容変動幅の変更（例えば，許容修正範

囲を超える変数から生じる追加修正量の 3 分の 1）について協議を行う必要がある。又は修正値を再計算

する必要がある。 

8.5.5 結果の測定の不確かさに対する目安値 

通常，蒸気タービンの熱的受渡試験では大規模かつ複雑な測定を行う必要があり，測定の不確かさの確

証には，一般に相当量の計算を必要とするうえに，大部分のケースにおいて単純化された仮定の下に計算

を行う。 

もし，受渡当事者間で協議のうえ，合意され，かつ，契約の要求が明確に満足される見込みであれば，

試験結果に対する詳細な測定の不確かさの計算は省略することが可能である。契約の要求が満足される条

件は，信頼可能な不確かさ推定値を見込んでも，試験結果が保証を満足する場合に成立する。 

不確かさに対する目安を表 6 に示す。 

一般的な経験に基づく目安の値は，5.1.1 の要求に合致した正しい熱的受渡試験に対する測定の不確かさ

の指標である。 

8.6 不確かさ演算の例 
この規格については，附属書 F（不確かさ演算の例）による。 
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表 6－試験結果に対する測定の不確かさの目安 

タービン区別 結果 試験結果に対する測定の不確かさ（相対値） 

背圧タービン 
サイズ 3 MW~50 MW 

𝜂୲ୢ ∆hs>400 kJ/kg 
± 1.5 ~ 2.0 

抽気 a)背圧タービン 
サイズ 3 MW~50 MW 

𝜂୲ୢ ∆hs>400 kJ/kg 
± 1.7 ~ 2.5 

復水タービン 
50MW より大きい背圧タービン 

𝜂୲ୢ ± 1.0 ~ 1.7 

抽気 a)復水タービン 
50MW より大きい抽気 a)背圧タービン 

𝜂୲ୢ ± 1.3 ~ 2.0 

再熱復水タービン 
小型：通常 150 MW 未満 

𝜂୲ ± 0.9 ~ 1.2 

再熱復水タービン 
大型：通常 150 MW より大きい 

𝜂୲ ± 0.4 ~ 1.2 
校正された流量測定装置を使用することによ

って，0.4 % に近づく不確かさに到達するこ

とが可能である。 
飽和蒸気を初期蒸気とする復水タービン 

地熱は含まない 

𝜂୲ ± 0.6 ~ 1.6 
校正された流量測定装置を使用することによ

って，0.6%に近づく不確かさに到達すること

が可能である。 
コンバインドサイクルの復水タービン P ± 0.5 ~ 1.2 

校正された流量測定装置を使用することによ

って，0.5 %に近づく不確かさに到達するこ

とが可能である。 
注記 上記の値の下限には，主蒸気流量の測定精度を向上させることで達成可能。不確かさは，

使用する測定機器の種類によって異なる場合がある。（表 2 参照） 
注 a)  プロセス抽気を指す（JIS B 0127 参照）。 

9 調速機及び非常調速機の特性 

9.1 調速機の試験 

調速機の試験は，次による。 

a) 調速機の特性及び非常調速機の性能を確かめる試験は，速度調節範囲，整定速度調定率，瞬時速度上

昇率及び非常調速機作動速度について行う。 

b) 調速機試験若しくは非常調速機試験又はこれらの一連の試験中は，速度調節範囲を求める場合のほか

は，調速機若しくは非常調速機又はこれらの連結機構を調節しない。 

9.2 速度調節範囲 

速度調節範囲は，タービン無負荷運転時に調速機の設定を調速機高速限及び調速機低速限まで操作し，

そのときの回転速度が所定の範囲にあることを確認する。 

9.3 整定速度調定率及び瞬時速度上昇率 

整定速度調定率及び瞬時速度上昇率は，次による。 

a) 整定速度調定率及び瞬時速度上昇率を決定する試験は，負荷を遮断することによって行うことを基本

とする。負荷を任意に遮断可能な場合は b) によって行い，任意に遮断できない場合は c) による。 
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b) タービンを所定の運転条件の下に定格速度で定格出力運転をしているとき瞬時にその負荷を遮断し，

その結果上昇する瞬時最大速度を記録し，次に速度が徐々に下がり最終的に無負荷整定速度に落ち着

いたとき，その整定速度を求め，その値を用いて次の式によって整定速度調定率 Rs 及び瞬時速度上昇

率 Rm を算出する。 𝑅ୱ = 𝑛୭ − 𝑛୰𝑛୰ × 100(%)  ·················································· (54) 

 𝑅୫ = 𝑛୫ − 𝑛୰𝑛୰ × 100(%)  ·················································· (55) 

 
ここで， no： 整定速度（s-1） 
 nm： 瞬時最大速度（s-1） 
 nr： 定格速度（s-1） 

 

c) 整定速度調定率は，調速機の特性曲線から求めてもよい。この場合，各種の速度に対して求めた調速

機の設定値を用いて特性曲線を作成する。 

9.4 非常調速機作動速度 

非常調速機作動速度は，タービン無負荷運転時に，調速機又はその連結機構を操作して徐々にタービン

の速度を上昇し求める。非常調速機作動速度を用いて，次の式によって非常速度上昇率 Re を求める。 𝑅ୣ = 𝑛ୣ − 𝑛୰𝑛୰ × 100(%)  ·················································· (56) 

 
ここで， ne： 非常調速機作動速度（s-1） 
 nr： 定格速度（s-1） 

 

ただし，速度上昇の割合は，5 秒ごとに定格速度の 1 %以内とし，タービンの速度は 0.2 %以内の精度を

もって測定する。非常調速機の試験では，タービンの速度が製造業者が定めた最大安全速度を超えないよ

うに注意する。 
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附属書 A 
（規定） 

復水器及び給水加熱器の漏れ試験（4.4.5 参照） 
 

A.1 一般事項 

蒸気タービン設備に用いられる復水器及び給水加熱器の漏れの有無を確認する方法について規定する。 

A.2 給水加熱器の漏れ試験 

給水加熱器の漏れ試験は，次に示す方法のいずれかが望ましい。 

a) タービン停止中に，復水ポンプ又は給水ポンプを使用して，給水加熱器の水室側へ圧力をかけて給水

加熱器のドレン室又は胴側への漏れの有無を確かめる。 

b) タービン運転中に，給水加熱器入口の給水中に水処理用薬液を注入し，その給水加熱器のドレンの電

導度を調べ，漏れの有無を確かめる。 

また，抽気弁が密閉しており，かつ，他の給水加熱器のドレンが流入しない状態であれば，a) に準

じてドレン室又は胴側への漏れの有無を確かめてもよい。 

c) 実際に使用されている加熱器において漏れが疑われる場合，漏れが疑われる給水加熱器の前の復水ラ

インに少量の水処理薬品を注入し給水加熱器からのドレン凝縮水の導電率を確認すると，漏れがある

場合，導電率の急激な上昇が示されるので，漏れの有無を確認するのに有効な方法である。 

A.3 復水器の漏れ試験（冷却水系統の漏れ） 

復水器の漏れ試験は，次に示す方法が望ましい。 

a) タービン試験の前後に，復水器冷却管の最上段管列から 20 cm 以上になるまで水を張り，水室入口側

及び出口側への漏れの有無を確かめる。 

b) タービン試験の前後に，復水器及びタービンに空気，蒸気が入らないように密閉し，真空を保って，

冷却用水ポンプで復水器冷却管に冷却水を流し，復水器の復水だめへの漏れの有無を確かめる。 

c) タービン試験の直前及び試験中に，復水器の復水だめから採取した復水及び定量の蒸留水で希釈した

冷却水の電導度を調べ，漏れの有無を確かめる。 

d) の方法として，化学的手法，蛍光剤法などによって漏れの有無を確かめることも可能である。 

e) 実際に使用されている加熱器において漏れが疑われる場合，漏れが疑われる給水加熱器の前の復水ラ

インに少量の水処理薬品を注入し給水加熱器からのドレン凝縮水の導電率を確認すると，漏れがある

場合，導電率の急激な上昇が示されるので，漏れの有無を確認するのに有効な方法である。 
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附属書 B 
（規定） 

多重測定の評価，適合性 
 

B.1 一般事項 

多重測定された測定値の適合性を評価する方法を説明する。 

B.2 説明 

同一の変数に対し，幾つかの値の平均が測定又は算出され，それらの不確かさが評価されているとき

（6.2.3.2 参照），各々の測定値の平均がその重み付き平均値（6.2.3.2 参照）と不確かさ（8.1 参照）からみ

て妥当であるかどうか確認するために次の方法がある。測定値の平均の不確かさが正しく評価されており，

また，測定値が不規則に真の値と違っていると仮定すると，適合性の基準は，次式として個々の全ての値

に対して計算する。 𝜀୧ = 1 − (�̅�୧ − 𝑥)ଶ𝑉୶തౠଶ − 𝑉୶ ଶ   ·················································· (B1) 

 
ここで， �̅�୧： 個々の測定値の平均 
 𝑉୶ത： �̅�୧の不確かさ 
 𝑥： 個々の測定値の重み付き平均値（6.2.3.2 参照） 
 𝑉୶： 𝑥の不確かさ（8.1 参照） 

 

もし，次の条件が成り立てば，該当する�̅�୧は，恐らく許容できない方法による不確かさのために真の値

からずれていることを表している。 

i ＜ 0  

 
これは，バランス上の気づかない系統誤差について，測定値 �̅�୧ とその不確かさ 𝑉௫̅  を調査するという

注意信号である。 

i が小さいほど，不確かさの可能性が高くなる。測定値が妥当でない場合，測定計器の検査は正確では

ないか，バランス上の系統誤差が存在するかのいずれかであり，あとの計算ではこの測定値を除去する。 

もし，全ての測定に対して，次式が成り立つならば，測定値 �̅�୧ 及び不確かさ 𝑉௫̅  の統計的な適合性を

仮定することが可能である。 

i ≧ 0  
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附属書 C 
（規定） 

質量流量バランス（6.2.3.3 参照） 
 

C.1 一般事項 

流量バランスによる特定流量の算出とその修正方法を説明する。 

C.2 説明 

幾つかの主要流量の測定を，サイクル内の主要な流量に対して行った場合，サイクルでの特定の主要流

量（例えば，主蒸気流量）を，幾つかの測定値からの流量バランスによって決めることが可能である。流

量バランスは，バランス中に共通の流量が存在する場合，全てが独立した流量バランスとはならない。 

流量バランスの式を作るためには，更にサイクル内のタンク及び貯蔵容器のレベル変化のような副次的

な流量を測定する必要がある。 

説明できない不明な漏れ量は，次のものから決まる。 

－ 試験時間 z で除した全タンク類の貯水量変化 ΔI 

－ 測定された漏れ量 

－ 補給水量（あるならば） 

この漏れ量は，特別な観察と一般的な慣習によってプラントのいろいろな部分に分配し，流量バランス

に考慮する。 

漏れ量とならないレベル変化は，それぞれの流量に質量として加算する。 

図 C.1 は，再熱再生タービンのサイクル線図を示す。4 か所の主要流量の測定と四つの副次的な流量と

二つのタンクの容量変化を測定している。 

主蒸気流量は，バランスから次の四つの式によって計算することが可能である。（再熱器スプレー水量は

ゼロと仮定する。） �̇�ଵ,୍ = �̇�ଵ − �̇�ଶ  ················································ (C1) 

 �̇�ଵ,II = �̇� ± �̇�௱୪DA + �̇�ୌହ + �̇�ୌସ + �̇�ୌଷ − �̇�ଶ − �̇�ଵ  ·············· (C2) 

 �̇�ଵ,III = �̇�ଵ − �̇�ଶ − �̇�ଵ  ················································ (C3) 

 �̇�ଵ,IV = �̇�ଵଵ + �̇�is − �̇�ଶ − �̇�ଵ  ·········································· (C4) 
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ここで�̇�ଵから�̇�ଷは，試験時間を z とすると次式から求めることが可能である。  ṁLi
i

=
Δl
z

  ················································ (C5) 

 

 

図 C.1－再熱再生タービンのサイクル線図 
 

測定の不確かさ 𝑉̇భ,  をもった流量バランスから得られた流量 �̇�ଵ,୬ は，その適合性を確認する（6.2.3.3

参照）。 

式(27)による重み付き平均値 �̇�ଵ は，その適合性によって決めることが可能である。 

計算に使う流量の式が，流量バランスと相いれない主蒸気流量を導いたときは，計算値を確認する。 

C.3 さらに進んだ評価のための手順（参考） 

各々の流量バランスに対して，差 𝛥�̇�୬ は，次式で計算することが可能である 。 𝛥�̇�୬ = �̇�ଵതതതത − �̇�ଵ,୬ 
  ········································(C6) 

流量バランス値 �̇�1,n の不確かさが 𝑉�̇�1,n  で，単一流量 jm の不確かさが Vj のとき，マスフローバラン

スの修正は，次式で計算することが可能である。 𝛥�̇�୨,୬ = 𝛥�̇�୬𝑉୨ଶ𝑉୫̇భ,ଶ  

 
 ···································· (C7) 
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このとき，修正された単一流量は，次式となる。 �̇�୨,corr = �̇�୨ ± 𝛥�̇�୨,୬ 
 

 ·············································· (C8) 

ここで，±符号は流量バランスにおける単一流量の符号に対応する。 

各々のバランス式に対する流量バランスの修正 𝛥�̇�,୬  はごく僅かな違いのため，算術平均することが

可能である。 

さらなる評価は，修正された単一流量 �̇�୨,ୡ୭୰୰ 及び重み付き平均初期蒸気流量 �̇�ଵ. を援用して計算しな

ければならない。 

例えば，図 C.1 におけるサイクルの高温再熱蒸気流量�̇�ଷは，次のように計算される。 �̇�ଷ = �̇�ଵ − �̇�ୌହ,corr − �̇�glଵ − �̇�୯ − �̇�ଷ 

 
 ······························ (C9) 
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附属書 D 
（参考） 

受渡試験における“測定の不確かさ”と 
誤差伝ぱ（播）則との簡単な統計的定義 

 

D.1 一般事項 

熱的性能試験において誤差伝ぱ（播）則から，信頼限界を計算する方法をあたえる。 

D.2 説明 

a) 物理量を測定する場合の精度には，避けられない測定誤差のために限界があり，次式が成り立つ。 

誤差＝測定値－真の値  ················································ (D1) 

 

b) 実際には，しばしば相対誤差が用いられ，次式となる。 

相対誤差＝ 
誤差 誤差

真の値 測定値
 ················································ (D2) 

 

c) もし誤差が不規則に分布しているならば，長さ，重さなどの一定量を決定する場合の精度は，測定を

繰り返して，算術平均値を計算することによって高めることが可能である。個々の測定値の平均値か

らの偏差は，“ガウスの法則”（系統的な誤差が存在しない）に従う。ガウス曲線に基づく標準の偏差

から，個々の測定値 xi の誤差の信頼限界（confidence limit）Vxi を計算することが可能である。 

d) 次式は，xi を真値とした場合には，測定値 xi が x±2 δ の範囲内に 95 %の統計的確率で存在することを

示している。 

Vxi＝±2 δ：P ≈ 95 %  ················································ (D3) 

 

e) Vxi は値 xi に対する誤差の信頼限界である。 

f) 未知の真の値 x に関して，測定値 xi の誤差は 95 %の確率で±Vxi より大きくはない。 

g) 95 %の統計的確率に対する信頼限界 Vx は，“測定の不確かさ”と呼ばれる。“相対的な測定の不確かさ”

は次の式で定義される。 𝜏୶ = 𝑉୶𝑥 ～
𝑉୶𝑥୧  ················································ (D4) 

 

h) “測定の不確かさ”に統計的理論を直接適用するためには，上に示したように，不規則に分布する統

計的に独立の誤差をもつ一定の物理量を，非常に多くの回数測定することが必要である。この条件は

熱的受渡試験では一般的に満足することは不可能である。 

i) 熱的受渡試験中の測定値の起こり得る不確かさを認めるために，また，これらの値を計算した結果の

不確かさを決定するために，誤差伝ぱ（播）則を適用するために，定義を次のように一般化すること

を導入する。 
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j) 熱的受渡試験において，測定する数量は常に一定ではない。一連の読取りを，試験期間中規則的な間

隔で行って算術平均を計算する。この平均値は，4 種の異なる独立した誤差を含んでいる。 

1) 信頼限界 VA をもつ計器の動作による不規則の読取りの誤差 

2) 信頼限界 VI をもつ積算誤差 

3) 信頼限界 VS をもつ個々の測定機器の系統的な誤差 

4) 信頼限界 VR をもつ周期変動誤差 

読みの平均値 x の信頼限界（測定の不確かさ）は，次の式で表される。 𝑉୶ු=+ට𝑉ଶ + 𝑉ଶ + 𝑉ୗଶ + 𝑉ଶ  ················································ (D5) 

 

k) VA と VR との組合せは全体的な偶然誤差 VRAN を導き，VI と VS の組合せは全体的な系統誤差 VSYS を導

く。通常の受渡試験を実施する場合には，読みの回数は VA と VI とを無視可能なくらいに十分多くす

る。VR の影響は，変動が測定の不確かさに及ぼす影響を反映するように考慮するのがよく，したがっ

て，VS は“測定の不確かさ”に対して重要な意味をもつ。 

l) 誤差の信頼限界をもつ平均値は，統計的理論に基づいて個々の測定として説明可能である。 

m) 信頼限界 VS は，統計的方法によって，一つの同じ計器を用いた，時間的に変動する一連の測定からで

は確証することができない。そして，異なった種類の測定値に対して，異なった方法で決定しなけれ

ばならない。それらの信頼限界は，常に統計的確率 P ≈ 95 %に基づかなければならない。 

n) 実用上の全不確かさは，系統誤差と偶然誤差の二つのタイプの誤差に分けられる。系統誤差とは同じ

要因が個々の繰り返し測定に影響する偏りによるもの，偶然誤差とは読み値の変動によるバラつきに

よるものである。全不確かさは次式で表される。 𝑉୲୭୲=+ට𝑉ୱ୷ୱଶ + 𝑉୰ୟ୬ଶ   ················································ (D6) 
 

ここで， Vtot： 全不確かさ 
 Vsys： 系統誤差 
 Vran： 偶然誤差  

 

o) 質量流量，熱効率などの結果 y は，測定の変数，物性値，係数などから計算する。一般に，結果 y は

次式で求める。 

y=F(xj, bl, cm)  ················································ (D7) 
 

ここで， nx： 測定した変数 xj の個数 
 nb： 性 bl の個数 
 nc： 係数 cm の個数 

 

p) Vb と Vc は，P ≈ 95 %に対応する検知不能な系統誤差によって，物性値及び係数の誤差の信頼度である。 

q) 全ての測定値，物性値，係数及び誤差の信頼限界（測定の不確かさ）が，互いに独立で同じ確率 P（例

えば，95 %）で決定されるならば，それらは誤差伝ぱ（播）則（二乗和平方根の規則）によって，加

算することが可能である。そして，このような方法で決定された結果の“測定の不確かさ”Vy は，同

じ確率をもつことになる。 

それは次の式で表す。 
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𝑉୷ = ±ඩ ቆ𝜕௬𝜕௫ౠ 𝑉୶୨ቇ౮
୨ୀଵ

ଶ +  ቆ 𝜕௬𝜕ౢ 𝑉ୠ୪ቇౘ
୪ୀଵ

ଶ +  ቆ 𝜕௬𝜕 𝑉ୡ୫ቇౙ
୫ୀଵ

ଶ
 ···· (D8) 

 

ここで，Vxj は個々の変数 xj の“測定の不確かさ”である。 

r) この附属書で採用されている確率論から導き出された計算方法は，計算に用いられる全ての値は，統

計上互いに絶対に独立している，という仮定に基づいている。 

s) 物性値と係数は，測定された変数に従属しており，変数，物性値，係数の関係は，次式のとおりであ

る。 𝑏୪ = 𝐹ୠ൫𝑥୨൯  ·················································· (D9) 

 𝑐୫ = 𝐹ୡ൫𝑥୨൯  ················································ (D10) 

 

t) 測定値の“測定の不確かさ”は，これらの値に無関係ではない。又は，並列した測定値，又は同じ計

器による測定値の“測定の不確かさ”は，互いに関連している。上に示したように，誤差伝ぱ（播）

則は，適用できないか又は異なったやり方で用いなければならない。 

u) 相互依存の一般的な場合の取扱いは，次のように示す。 

複雑に影響を与える多くの要素の観点から，全ての温度計及び熱電対と同様に，質量流量を測定す

る全ての絞り機構の“測定の不確かさ”は，独立していると考えなければならない。同じ試験設備で

校正された計器（例えば，温度計及び熱電対と同様に，試験区間とともに校正したオリフィス，ノズ

ルなど）を用いた測定は，校正誤差の観点から互いに関連していると考えなければならない。 

v) 実際には同じ条件で作動する同じ寸法の絞り機構（例えば，幾つかの平行な流量のうち，主蒸気流量

の測定）は，互いに完全に関連していると考えられる。 

w) 計器用変成器の“測定の不確かさ”の従属性に関しては，8.3.1 を参照。試験の評価については，結果，

特に“測定の不確かさ”に対して影響を与えずに評価の簡素化が達成可能な場合，変数は独立してい

ると考えてもよい。 

x) 共通の試験設備で校正された計器による相互依存は，もし，校正の誤差限界が測定の他の“測定の不

確かさ”と比較して小さいならば，一般的に無視することが可能である。これはまた，全ての温度測

定に対して，精密なポテンショメータを用いることにも適用可能である。 

y) 結果の“測定の不確かさ”を計算する場合，全ての相互依存に対して正確に考慮することは，高度な

計算過程を必要とする。そのために，多くの場合には実際的な手段でない。もし，測定結果とその不

確かさを多少の修正をしなくても，計算をかなり単純化することが行われるならば，測定値とその不

確かさの独立性の原則から，ある程度逸脱してもよいことを認めることを推奨する。 

詳細な背景情報は，ISO/IEC GUIDE 98（計測の不確かさ）を参照。 
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附属書 E 
（参考） 

温度変化試験方法 
 

E.1 一般事項 

高圧・中圧一体形タービンで，車室中間の内部漏れ蒸気流量を決定する方法を示す。 

E.2 説明 

タービン熱消費率の測定において，サイクルの熱流量を得るためには，主要流量及び副次流量を高精度

で測定する必要がある。これらの流量は通常，直接測定可能である。 

高圧・中圧一体形タービンの場合，高圧及び中圧の内部漏れ流量は直接測定できないので，その漏れ流

量を求めることが非常に難しい。この流量は，高温再熱と高圧・中圧の軸動力に重要な影響をもっている。 

この流量の決定が不確かであれば，熱消費率と中圧タービン効率計算の精度に悪い影響を与えるので，

必ず注意しなければならない。 

E.3 漏えい（洩）流量を決定する可能性 

高圧タービン及び中圧タービンの間の漏れ蒸気流量は，直接測定は不可能である。代替方法として，熱

学的な方法を考慮する必要がある。温度変化方法（Booth-Kautzmann alternative test）がその解決法である。 

一つの車室で高圧・中圧一体形タービンについて検討する（図 E.2 参照）。ラビリンスシールは高圧ター

ビン入口及び中圧タービン入口の間にある。ラビリンス漏れ流量は，中圧入口車室部で混入する。これが，

ラビリンス漏れの流量と再熱蒸気流量の比エンタルピーが，混合した後の中圧膨張の開始点である。中圧

翼列の内部効率を一定と仮定すると，中圧内部効率は，主蒸気と再熱蒸気の温度による関数である。これ

を例証すると，主蒸気温度を低くした場合は，ラビリンスからの漏れ蒸気の温度も低くなり，結果として

中圧排気温度を低下させる。この温度の低下によって中圧タービン効率を一定とした場合，中圧内部効率

は高い値で測定される。“温度変化方法”という名称から明らかなように，この方法は主蒸気温度と再熱蒸

気温度とを変えて，中圧 2 排気温度における変化を観測することである。 

もし，ラビリンス漏れ流量がないならば，中圧排気温度は主蒸気温度に影響されないで，高温再熱温度

に従って決まる。しかし，実際にはラビリンス漏れ流量があるので，中圧排気温度はたとえ高温再熱蒸気

温度が一定でも主蒸気温度の変化に従って変化する。すなわち，主蒸気温度が一定の場合には，中圧排気

温度はラビリンス漏れ流量の大きさによって変化する。 

中圧タービンの内部効率は，図 E.1 及び式(E1)から式(E4)によって計算される。 
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 記号説明 
  A 点 ：再熱蒸気条件 
  B 点 ：混入後中圧タービン入口部蒸気条件 
  C 点 ：ラビリンス漏れ蒸気条件 
  D 点 ：中圧タービン排気条件 

 パラメータ x  ：混入後の中圧タービン入口蒸気流量に対するラビリンス漏れ流量

の割合 
  As 点  ：A 点からの断熱膨張点 
  Bs 点  ：B 点からの断熱膨張点 

図 E.1ー異なったラビリンス漏れ流量での中圧タービン内部膨張線 

エネルギーバランスは，次のとおりとなる。 �̇� × ℎ + �̇�େ × ℎେ = �̇� × ℎ  ·········································· (E1) 

 �̇�େ = 𝑥100 × �̇�  ················································ (E2) 

 

中圧タービン内部効率は次のとおりとなる。 𝜂୍(𝑥 = 0 %) = (ℎ − ℎୈ)/(ℎ − ℎୗ)  ····································(E3) 

 A 点 B 点 C 点 D 点 
質量流量 Am  A C Bm m m     Cm  A Cm m   

比エンタルピー Ah  Bh  Ch  Dh  

s 比エントロピーkJ/kg/K 
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 𝜂୍(𝑥 ≠ 0 %) = (ℎ − ℎୈ)/(ℎ − ℎୗ)  ·································· (E4) 

 

ラビリンス漏れ流量がゼロであるならば，式(E3)を適用し，それ以外では，式(E4)を適用する。 

試験及び計算は次のステップで実行する。 

a) ステップ 1 タービンの運転を通常の状況で安定させ，圧力と温度を測定する。 

b) ステップ 2 式(E3)及び式(E4)を使用して，幾つかのラビリンス漏れ流量の関数として，中圧タービン

内部効率をプロットする。このグラフの勾配は，再熱蒸気とラビリンス漏れ流量の比エンタルピー差

を表す。 

c) ステップ 3 主蒸気又は再熱蒸気の温度を下げ（Δt，およそ 15 ℃），ステップ 1 及びステップ 2 を 2
回から 4 回繰り返す。プロットした線は，実際のラビリンス漏れ流量と実際の中圧タービン内部効率

で交差する。 

E.4 適用例 

1 個の車室で，再熱をもつ高圧・中圧 1・中圧 2 一体形タービンを例に考える（図 E.2 参照）。高圧蒸気

流入路は中央に位置し，中圧 1 及び中圧 2 の翼列部が車室の両端の側にある。タービンには，2 個の内部

ラビリンス部がある。 

 
 
   ラビリンス 1：高圧蒸気排気と中圧 1 翼列部入口の間のラビリンス（この例では，考慮しない。） 

   ラビリンス 2：調速段後と中圧 2 翼列部入口の間のラビリンス（この例では，ここに適用する。） 

図 E.2ー高圧・中圧 1・中圧 2 一体形タービンの断面図 

温度と圧力は次の位置で測定する（高圧調速段の比エンタルピー降下は推定値）。 

－ 主蒸気 

－ 中圧 2 蒸気入口（この温度の変化が高温再熱温度の変化に相当する。） 

－ 中圧 2 排気 

測定項目と対応する中圧 2 タービン内部効率は表 E.1 による。 



94 
 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

表 E.1 では，中圧 2 入口温度は，高温再熱温度を変えることによって変化したことが示されている。 

計算結果は，図 E.3 にプロットする。 
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表 E.1－測定項目と中圧 2 タービン内部効率 

 

項目 

 主蒸気温度変化 再熱蒸気温度変化 

単位 

 

試験 1 
通常 

試験 2 
 

試験 3 
 

試験 4 
 

試験 5 
 

試験 6 
 

試験 7 
 

試験 8 
 

主蒸気，  温度 ℃ 537 770 515 560 504 440 493 333 482 220 537 780 537 780 537,770 

  圧力 MPa 131 324 132 427 133 031 133 680 134 369 131 123 131 023 131,324 

  比エンタルピー kJ/kg 3435 99 3375 86 3345 05 3313 68 3281 58 3436 23 3436 34 3435,99 

第 1 段（調速段）熱落差 kJ/kg 60 70 58 020 56 650 55 280 53 880 60 940 61 050 60,70 

ラビリンス蒸気， 比エンタルピー kJ/kg 3375 29 3317 84 3288 40 3258 40 3227 71 3375 29 3375 29 3375,29 

中圧 2 入口蒸気， 温度 ℃ 428,830 427,970 427,530 427,090 426,640 409,130 399,310 428,830 

  圧力 MPa 18,124 18,424 18,583 18,749 18,922 17,859 17,725 18,124 

  比エンタルピー kJ/kg 3314,28 3311,99 3310,81 3309,62 3308,40 3271,92 3250,81 3314,28 

  流量 kg/s 194,783 198,219 200,034 201,930 203,898 194,704 194,663 194,783 

中圧 2 排気， 温度 ℃ 323,590 322,540 322,010 321,480 320,940 306,360 297,790 323,590 

  圧力 kPa 8,062 8,192 8,261 8,334 8,409 7,935 7,872 8,062 

  比エンタルピー kJ/kg 3106,81 3104,31 3103,04 3101,76 3100,46 3070,84 3052,92 3106,81 

中圧 2 タービン効率， χ = 0 % 88,248 88,442 88,536 88,641 88,733 88,079 88,014 87,841 

   χ = 2 % 88,681 88,483 88,376 88,276 88,158 88,834 88,936 89,113 

   χ = 4 % 89,097 88,524 88,223 87,925 87,603 89,558 89,820 90,331 

   χ = 6 % 89,497 88,562 88,075 87,586 87,069 90,253 90,667 91,496 

   χ = 8 % 89,881 88,599 87,933 87,260 86,553 90,919 91,481 92,613 

   χ = 10 % 90,250 88,635 87,795 86,945 86,055 91,561 92,262 93,685 

注記： この表は，対応国際規格の表をそのまま転載したものであり，小数点の表記を対応国際規格の表記どおり“,”のままとしている。 
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図 E.3－温度変化試験の結果－主蒸気温度と再熱蒸気温度の変化によるラビリンス漏れ蒸気流量（ラビリ

ンス 2）を関数とする中圧 2 タービン内部効率 

全てのプロットした線が明確な領域で交差するこの例では，実際の流量を求めることが可能である。 

－ラビリンス漏れ流量（ラビリンス 2）：0.9772% 

－内部効率（中圧 2）：88.45% 

車室入口蒸気の比エンタルピーと，ラビリンス漏れ蒸気の比エンタルピーの違いが大きいので，この方

法の適用が成功していることが明らかである。 

もしも，比エンタルピー差がほとんどないならば，影響は現れない（図 E.3 の“試験 2”参照）。 

－線が正の勾配ならば，ラビリンス流量は中圧 2 入口蒸気を加熱する。 

－線が負の勾配ならば，ラビリンス流量は中圧 2 入口蒸気を冷却する。 

ここで示した例は，適用するには簡単で単純な方法であるとの印象を与える。しかしながら，それは正

確な温度測定と安定した運転状態を維持するならば，信頼可能な結果が得られる。もし，これらの条件を

達成することができないならば，作成された線は明確な交点が得られないために，そのときのラビリンス

流量は不確実である。 
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附属書 F 
（参考） 

不確かさ演算の例 

F.1 一般事項 

表 F.1 は，未校正の給水及び未校正の復水流量測定による再熱サイクルの不確かさ計算の例である。 

全ての感度及びパラメータの不確かさは，検討中の具体的な試験に対して決定しなければならない。計

算に使用されるパラメータの不確かさは，複数の機器を考慮した組み合わせ不確かさとするのがよい

（8.4.2 参照）。全てのパラメータは互いに無相関であると考えられる。 

表 F.1－未校正の流量測定による再熱サイクルの不確かさ計算例 
パラメータ全体の不確かさ

系統的 ランダム 修正ヒートレート
t = 温度  [°C] 0.20% 0.10%
p = 圧力  [kPa] (LPの排気を除く) 0.20% 0.10%
m = 質量流量 [kg/s] 0.75% 0.15%
P = 発電機出力  [kW] 0.30% 0.05%
CL = サイクル損失 [kg/s] 10% 10%

系統的 ランダム 感度 系統的 ランダム

パラメータ %± %± %/% %± %±
p MSV前蒸気 0.20 0.10 -0.001 4 0.000 0.000
p HP タービン排気/  HP タービン後低温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.040 8 -0.008 -0.004
p 高温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.066 6 -0.013 -0.007
p 第4抽気 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.000 3 0.000 0.000
p 第3抽気 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.000 2 0.000 0.000
p LPタービン排気 0.60 0.30 -0.040 0 -0.024 -0.012
p 第2加熱器後復水 0.20 0.10 -0.000 1 0.000 0.000
p 給水ポンプ後 0.20 0.10 -0.002 5 -0.001 0.000
p 第5加熱器後給水 0.20 0.10 -0.000 4 0.000 0.000
t MSV前蒸気 0.20 0.10 -0.676 4 -0.135 -0.068
t HP タービン排気 /  HP タービン後低温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.305 0 -0.061 -0.031
t 高温再熱蒸気 0.20 0.10 -0.536 4 -0.107 -0.054
t 第4抽気　 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.011 7 -0.002 -0.001
t 第3抽気　 IPタービン抽気口にて 0.20 0.10 -0.007 8 -0.002 -0.001
t IPタービン排気 (cross over) 0.20 0.10
t 第2抽気 LPタービン抽気口にて 0.20 0.10
t 復水ポンプ後 0.20 0.10
t 第1加熱器後ドレン 0.20 0.10
t 第1加熱器後復水 0.20 0.10
t 第2加熱器後復水 0.20 0.10 -0.078 8 -0.016 -0.008
t 脱気器後給水ポンプ前 0.20 0.10 -0.150 9 -0.030 -0.015
t 給水ポンプ後第4加熱器前 0.20 0.10 -0.134 2 -0.027 -0.013
t 第4加熱器後給水 0.20 0.10 -0.048 3 -0.010 -0.005
t 第4加熱器後ドレン 0.20 0.10 -0.002 9 -0.001 0.000
t 第5加熱器後給水 0.20 0.10 -0.253 0 -0.051 -0.025
t 第5加熱器後ドレン 0.20 0.10 -0.005 4 -0.001 -0.001
m ボイラ給水流量 1) 0.88 0.15 -0.545 4 -0.477 -0.082
m 脱気器前復水 1) 0.88 0.15 -0.454 6 -0.398 -0.068
m 再熱スプレイ流量 (closed) 0.75 0.15
P 発電機出力 0.30 0.05 -1.000 1 -0.300 -0.050

CL 不明なサイクル漏れ [in %-LS Flow] 0.025 0.025 -0.677 5 -0.017 -0.017
総平方根和 0.718 0.154
全不確かさ (系統的およびランダムの平方根和) 0.734
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附属書 JA 
（規定） 

動力計によるタービン機械出力の測定方法 
 

JA.1 一般事項 

動力計を用いてタービンの機械出力を測定する方法について規定する。 

JA.2 吸収式又はねじれ動力計 

JA.2.1 使用上の注意 

吸収式又はねじり動力計を使用する場合には，次のような点に注意する必要がある。 

a) 荷重を測定する精度は，0.25 %以内が望ましい。 

b) 読取回数は，ばらつきの程度を考慮して決める。 

c) 回転速度の測定は，0.1 %以内の精度で行う（5.9 参照）。 

d) 吸収式動力計の方が望ましい。 

JA.2.2 吸収式動力計 

吸収式動力計を使用する場合には，次による。 

a) 外力が作用しないように注意しなければならない。 

b) 制動腕の有効半径は 0.1 %以内の精度をもつものとする。 

c) 作動流体の接続管の接続が，接線方向に力を印加する原因にならないようにする。 

d) 作動流体を調節するために，自動調整弁を設置する場合には，両方向の動きに対し，同じ抵抗となる

ようにする。 

e) 振動吸収のダッシュポットは，同様に両方向の動きに対し，同じ抵抗となるようにする。 

f) 試験の前後に，ゼロ点及び不感荷重の確認を確実に行う。 

g) 動力計による試験は，水の作用に起因すると考えられる動力計の読みの，周期的な変動，又は共振状

態に基づく動力計の読みの変動が，2 %以上あるような場合は，満足するとはみなされない。 

JA.2.3 ねじり動力計 

ねじり動力計を使用する場合には，次による。 

a) 校正する場合，ねじり軸を試験中と同じ温度に保って行う。 

b) ねじり軸に曲げが作用しないようにする。 

c) 校正の読取りは，負荷の増加／減少の両方向に対して行い，両者の平均値を用いる。ただし，両者の

差が 0.2 %を超えてはならない。 
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附属書 JB 
（規定） 

ボイラ給水ポンプ動力の測定 
 

JB.1 一般事項 

ボイラ給水ポンプの動力を測定する方法について規定する。 

JB.2 ボイラ給水ポンプ動力の測定 

ボイラ給水ポンプが主タービン車軸で駆動される場合，その動力を求めるには，次の方法による。 

JB.2.1 直接計測による方法 

a) ポンプが変速機，流体継手を介して主タービン車軸で駆動される場合の計器の配列の例を，図 JB.1 に

示す。 

b) 装置の構成が異なる場合には，受渡当事者間で取付ける計器をあらかじめ打ち合わせておく。 

c) 複数のポンプを使用する場合で，個別の測定が困難な場合には，ポンプ群の全消費動力を測定しても

よい。 

d) 流量，温度，圧力の測定は，総合公差が 0.1 %以内に入るように行う。 

e) 温度の測定は，次のいずれかの方法で行う。 

－ 2 組以上の精密級抵抗温度計 

－ 精密級ホイストンブリッジ方式 

－ 差抵抗ブリッジ方式 

f) ポンプの入口／出口の温度測定は，十分注意して行わなければならない。 

この測定には，多重接続式差位熱電対と精密級ミリボルト計を用いてもよい。 

g) 主タービン車軸からとる動力は，水の比エンタルピー上昇及び各部の損失動力の合計で求められる。 

h) 水の比エンタルピー上昇による動力を，次の式で表す。 𝑃 = �̇�୭(ℎlo − ℎ୭) − �̇�ao(ℎlo − ℎao) +�̇�gi൫ℎlo − ℎgi൯ − �̇�go൫ℎlo − ℎgo൯  ························ (JB1) 

 

i) 各部（変速機，流体継手など）の損失動力を，油冷却器の冷却水から決定する。 𝑃 = �̇�Q1(ℎQ0 − ℎQ1)  ················································ (JB2) 

 

j) ポンプを通る水量は，流量測定装置がポンプ入口側にある場合には，次の式で決定される。 �̇�10 = �̇�g + �̇�gl − �̇�go + �̇�ao  ······································ (JB3) 

 

k) 放射熱による損失は計算で求めるが，一般的には無視してもよい。 
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                   記号説明 
 gi ：軸封水入口 
 gO ：軸封水出口 
 Oi ：油冷却器冷却水入口 
 OO ：油冷却器冷却水出口 
 aO ：再熱器注水出口 
 P ：動力（kW） 
 m  ：流量（kg/s） 
 h ：比エンタルピー（kJ/kg） 

図 JB.1－ボイラ給水ポンプの動力を測定するための計器配置の例 

 

JB.2.2 ポンプ特性曲線による方法 

a) ポンプ効率曲線を用いて，次の式によって求める。 𝑃௪ = ொఘுఎ 0.980（kW）  ················································ (JB4) 

 
ここで， η： ポンプ効率（%） 
 Q： 水量（m3/s） 
 ρ： 水の密度（kg/m3） 
 
 

H： 揚程（m） 

b) 変速機，流体継手，軸封水，注水の漏れ，放射熱などの損失は，JB.2.1 と同様な方法で求める。 

c) ポンプ特性曲線を利用する場合，次の条件を満足していなければならない。 

1) 効率曲線は，通常一定速度で与えられるが，実際の運転は，変速で行われるので，相当する幾つか

の速度に対応して，用意されていなければならない。 

2) 一般にポンプは，設計点から外れた点で運転されるので，試験のときの速度と，2 %以内の速度にお

ける効率特性が，用意されていなければならない。 
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附属書 JC 
（参考） 

給水加熱器周りのヒートバランス 
 

JC.1 一般事項 

復水流量基準の場合の給水流量の算出方法について規定する。 

JC.2 給水流量，抽気量，及び再熱蒸気流量の算出方法 

復水流量計基準の場合の給水流量又は高圧給水加熱器への抽気量は，次に示す高圧給水加熱器周りのヒ

ートバランスを解くことによって求める。 

給水流量計基準の場合においても，再熱蒸気流量を求めるために，給水加熱器抽気量が必要となり，同

様のヒートバランスを解くことによって求める。 
 

 

図 JC.1－給水加熱器周りのヒートバランス図例 
 

給水流量及び各給水加熱器抽気流量は，次のとおり求める。 �̇�fw = �̇�ୡ(ℎex4 − ℎ) − ൫�̇�sp + �̇�bfp-g + �̇�d1൯ (ℎex4 − ℎହ)(ℎex4 − ℎହ) − (ℎex4 − ℎd3) 𝑎ହ   ············ (JC1) 

 �̇�exଵ = 𝑎ଵ�̇�fw  ················································ (JC2) 

 �̇�exଶ = 𝑎ଶ�̇�fw  ················································ (JC3) 
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�̇�exଷ = 𝑎ସ�̇�fw  ················································ (JC4) 

 �̇�exସ = (1 − 𝑎ହ) �̇�fw − �̇� + �̇�bfp-g + �̇�sp + �̇�d1  ················ (JC5) 

 
ここで， 𝑎ଵ = భିమexభିౚభ： 単位給水流量当たりの高圧第 3 給水加熱器抽気量

及びドレン量 
 𝑎ଶ = (మିయ)ି(ౚభିౚమ)భexమିౚమ ： 単位給水流量当たりの高圧第 2 給水加熱器抽気量 
 𝑎ଷ = 𝑎ଵ + 𝑎ଶ： 単位給水流量当たりの高圧第 2 給水加熱器ドレン

量 
 𝑎ସ = (యିర)ି(ౚమିౚయ)యexయିౚయ ： 単位給水流量当たりの高圧第 1 給水加熱器抽気量 
 𝑎ହ = 𝑎ଷ + 𝑎ସ： 単位給水流量当たりの高圧第 1 給水加熱ドレン量 
 hex1： 高圧第 3 給水加熱器抽気蒸気の比エンタルピー 
 hex2： 高圧第 2 給水加熱器抽気蒸気の比エンタルピー 
 hex3： 高圧第 1 給水加熱器抽気蒸気の比エンタルピー 
 hex4： 脱気器抽気蒸気の比エンタルピー 
 h1： 高圧第 3 給水加熱器出口給水の比エンタルピー 
 h2： 高圧第 2 給水加熱器出口給水の比エンタルピー 
 h3： 高圧第 1 給水加熱器出口給水の比エンタルピー 

 h4： 高圧第 1 給水加熱器入口給水の比エンタルピー 
 h5： 脱気器出口給水の比エンタルピー 
 h6： 脱気器入口給水の比エンタルピー 
 hd1： 高圧第 3 給水加熱器ドレンの比エンタルピー 

 hd2： 高圧第 2 給水加熱器ドレンの比エンタルピー 
 hd3： 高圧第 1 給水加熱器ドレンの比エンタルピー 
 �̇�fw： 給水流量 
 �̇�： 復水流量 
 �̇�ex3： 高圧第 1 給水加熱器抽気流量 
 �̇�ex2： 高圧第 2 給水加熱器抽気流量 
 �̇�ex1： 高圧第 3 給水加熱器抽気流量 
 �̇�ex4： 脱気器抽気流量 
 �̇�bfp-g： BEP グランドシール漏えい（洩）流量 
 �̇�d1： 脱気器貯水槽に蓄えられる復水の変化量（貯水量

増加分を正とする。） 
 �̇�sp： スプレー水量 
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附属書 JD 
（規定） 

工場送気がある場合のヒートバランス図例 
 

JD.1 一般事項 

工場送気がある場合の性能試験時の留意点について規定する。 

JD.2 工場送気がある場合の熱サイクル図の例及び注意点 

熱サイクルに対する考え方は 6.3.5 と同じであるが，工場送気などの系外への熱の受渡しの占める割合

が大きいので，試験に際しては注意を要する。 

なお，性能試験は，次の方法を用いることが多い。 

a) 計画出力で試験し，主蒸気量が保証値以下であることを確認する。 

b) 計画主蒸気流量で試験し，出力が保証値以上であることを確認する。 

いずれの場合も，復水器真空，工場送気量などが保証条件と異なる場合には，製造業者の作成した修正

曲線で，保証条件に対して修正する。 
 

 

図 JD.1－工場送気がある場合のヒートバランス図例 
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附属書 JE 
（参考） 

JIS と対応国際規格との対比表 
 

JIS B 8102:20xx 蒸気タービン－

受渡試験方法 
IEC 60953-0:2022 RULES FOR STEAM TURBINE THERMAL ACCEPTANCE 
TESTS – Part 0: Wide range of accuracy for various types and sizes of turbines  

a) JIS の箇

条番号 
b) 対応国際

規格の対

応する箇

条番号 

c) 箇条ご

との評

価 

d) JIS と対応国際規格との技術的差異の

内容及び理由 
e) JIS と対応国際規格

との技術的差異に

対する今後の対策 

規格の名称 規格の名称 削除 調速機及び非常調速機の特性をこの規定の

適用範囲として追加したので，“熱的”とい

う言葉は適合せず，“熱的”という言葉を削

除した。JIS 構成上の編集のため，技術的差

異はない。 

 

1 適用範囲 1 
1.1 
1.2 
1.3 

削除 
 
 
 
 
 
変更 
 
 
 
追加 
 
 
 

・IEC 規格の記載は適用範囲を規定するも

のではないので，原子力プラントの湿り蒸

気の比エンタルピーの測定手順，及び放射

線安全規定を考慮した予防措置に関する記

載を削除した。JIS 構成上の編集のため，技

術的差異はない。 
・国内では，最大出力より低い“定格出力”
で保証するので，IEC 規格の“最大出力”を
“定格出力”に置き換えた。JIS 構成上の編集

のため，技術的差異はない。 
・調速機及び非常調速機はタービンなどの

原動機は必要な設備であり，性能保証にお

いて重要な項目であることから，調速機及

び非常調速機の特性を追加した。国内実態

に合わせたもので，技術的差異はない。 

 

2 引用規格 2 追加 ・JIS Z 8301（規格票の様式及び作成方法）

に適合したものであり，引用規格として JIS
番号を記載した。JIS 構成上の編集のため，

技術的差異はない。 

 

3 記号，単
位及び定義 
3.1 一般 

3  
3.1  

削除 
 
 
 
 

・国内では計量法によって，SI 単位に統一

されているため，他の単位系での記載，及

び変換係数の例は不要であるため，SI 単位

以外の ISO 単位，及び熱消費率の変換係数

の例を削除した。JIS 構成上の編集のため，

技術的差異はない。 

 

3.2 記号及び
単位 
 

3.2  
 

変更 
 
 
 
 
変更 
 
 
 
 

・IEC では記号及び単位について表でまと

めているが，表番号ならびに表題が付いて

いないため，JIS では利便性を考慮し，表 0A
－記号及び単位とした。JIS 構成上の編集の

ため，技術的差異はない。 
・IEC 規格の主蒸気流量による修正係数と

蒸気加減弁開度による修正係数の技術的な

意味は同じであるため，“主蒸気流量による

修正係数”と，“蒸気加減弁開度による修正

係数”を区別せず，単に“修正係数”として統

 



105 
B8102:20xx 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

 
 
削除 
 
 
 
 
追加 
 
 
 
 
 
 
 
変更 

一した。JIS 構成上の編集のため，技術的差

異はない。 
・容量係数（α）は，この規格，及び IEC 規

格のいずれにも引用する部分がなく，不要

であるため，JIS では，容量係数（α）を削

除した。JIS 構成上の編集のため，技術的差

異はない。 
・国内実態と照らし合わせて，圧力計測に

使用する常設計器，特設計器ともにゲージ

圧力が使用されているので，ゲージ圧力

（Pa(g)，PaG）を追加した。 
なお，ゲージ圧力の単位は Pa(g)，PaG な

どで表すが，これらの単位に限定するもの

ではないことを注記した。JIS 構成上の編集

のため，技術的差異はない。 
・国内実態に照らし合わせて表現を分かり

やすくするため，蒸気表の骨組表の公差

（R）を，蒸気表の公差（R）とした。JIS 構

成上の編集のため，技術的差異はない。 
3.3 添字，肩
書及び定義 
 

3.3  変更 
 
 
 
 
削除 
 
 
 
 
 
変更 
 
 
 
 
 
 
 
追加 
 
 
 
 
 
追加 

・IEC では添字及び定義について表でまと

めているが，表番号ならびに表題が付いて

いないため，JIS では利便性を考慮し，表 0B
－添字及び定義とした。JIS 構成上の編集の

ため，技術的差異はない。 
・各々の修正項目に対する修正係数（Fa，

Fb，Fc，…）の積を総合修正係数（F）と表

しているため，全修正係数の積を表す添字

（tot）は不要であるため，全修正係数の積

を表す添字（tot）を削除した。JIS 構成上の

編集のため，技術的差異はない。 
・国内では，熱消費率の保証が一般的であ

り，修正係数についても“熱消費率修正用”
とするのが適切である。熱消費率は熱効率

と逆数の関係にあるので，技術的には同等

であるため，修正係数（F）の添字において，

JIS では，IEC 規格の“効率修正用（Η）”を
“熱消費率修正用（HR）”に置き換えた。JIS
構成上の編集のため，技術的差異はない。 
・主蒸気流量の保証を行う場合を考慮し，

主蒸気流量に対する修正係数の添字のアル

ファベットの定義を明確にするため，修正

係数（F）の添字に主蒸気流量修正用の添字

（G）を追加した。JIS 構成上の編集のため，

技術的差異はない。 
・IEC では肩書及び定義について表でまと

めているが，表番号ならびに表題が付いて

いないため，JIS では利便性を考慮し，表 0C
－肩書及び定義とした。JIS 構成上の編集の

ため，技術的差異はない。 

 

3.4.2タービ
ン室熱効率  

3.4.2 変更 
 
 

・図 1 a)と IEC 図 1 a)において，復水ポン

プから低圧給水加熱器間の機器構成が異な

るため，復水タービンにおいて，エゼクタ
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削除 
 
 
 
 

式空気抽出器と，ドレン冷却器の配列を国

内で一般に設置されている順序に修正し

た。このことによる技術的差異はない。 
・修正量を小さくするための保証定義の考

え方について，IEC 規格の記載は抽象的な

文言であって技術的な意味がないため，こ

れに関する記載を削除した。このことによ

る技術的差異はない。 
3.4.3熱消費
率 

3.4.3 追加 ・国内では，タービン性能の指標として熱

消費率がよく使われており，タービン室熱

効率との対比を含めて分かりやすくするた

め，図 1a の再熱再生タービン設備における

熱消費率の定義式(4)を追加した。このこと

による技術的差異はない。 

 

3.4.4 
タービン効
率 

3.4.4 追加 
 
 
 
追加 

・式(7)は，IEC 規格 3.4.5(6)式と同義である

ため，タービン効率及び断熱熱落差と蒸気

消費率の関係式をこの項に記載した。この

ことによる技術的差異はない。 
・分かりやすくするため，IEC にある非再

生復水又は背圧タービンのタービン効率式

(6)に加え，非再生一段抽気タービン（復水

又は背圧）のタービン効率式(8)を追加し

た。このことによる技術的差異はない。 

 

3.4.5 
蒸気消費率 

3.4.5 追加 ・蒸気消費率の説明をより詳しく記載して

分かりやすくするため，蒸気消費率の特徴

に関する記載を追加した。このことによる

技術的差異はない。 

 

3.4.6 
最大主蒸気
流量 

3.4.6 追加 ・蒸気タービン通路以外に供給される“グ
ランド蒸気量”などを含むことを明確に定

義して分かりやすくするため，タービン以

外に供給される蒸気量もこれに含めるとの

記載を追加した。このことによる技術的差

異はない。 

 

3.4.7 
定格出力 

3.4.7 変更 
 
 
 
変更 
 
 
 
追加 

・国内では，“定格出力”で保証するので，

“定格出力”とするのが適切であるため，項

目名を“出力”から“定格出力”とした。この

ことによる技術的差異はない。 
・定義を明確にして分かりやすくするた

め，定義を“所定条件でタービンを運転する

場合の保証最大連続出力”とした。このこと

による技術的差異はない。 
・定格出力は，タービン性能において重要

な項目であり，その定義を明確にする必要

があるため，定格出力の定義についてあら

かじめ協定するとの記載を追加した。 
このことによる技術的差異はない。 

 

3.4.8 
抽出及び混
圧タービン
の保証値 

3.4.8 追加 分かりやすくするため，定義文を追加した。

技術的差異はない。 
 

3.4.9 
蒸気タービ
ンの最大熱

3.4.9 追加 
 

分かりやすくするため，定義文を追加した。

JIS 構成上の編集のため，技術的差異はな

 



107 
B8102:20xx 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

負荷容量（
原子力プラ
ントの場合
） 

い。 

4.3試験計画 
4.3.1受渡試
験時期 

4.3 
4.3.1 

 
変更 
 
 
 

 
・国内での実態を踏まえ，エンタルピー降

下試験，予備試験という表現は使っていな

いため，タービン効率という表現に変更し

た。技術的差異はない。 

 

4.3.2A試験費
用 

- 追加 国内実態を踏まえて試験費用に関する記載

を追記した。技術的差異はない。 
 

4.4.4系統か
らの遮断 
4.4.4.1一般 

4.4.4 
4.4.4.1 

削除 
 
変更 

・IEC規格で記載されている“0.4倍”とい
う値の妥当性が証明されていないので削除
した。技術的差異はない。 
・IEC規格で記載されている“最大許容漏
れ量0.6%”という値の妥当性が証明されて
いないので，国内実態と照らし合わせ“最
大許容漏れ量は，受渡当事者間の協定によ
る“という表現とした。技術的差異はない
。 

 

4.4.4.2機器及
び流れの遮
断 

4.4.4.2 追加 ・IEC 規格に記載の項目で全てが網羅され

ているとは限らないため，その他特定でき

ない要素を項目として挙げる必要がある。 

 

4.4.4.3遮断さ
れない場合
に決定しな
ければなら
ない流れ 

4.4.4.3 追加 ・受渡試験時に遮断されない流量の扱いを

明確にして，分かりやすくした。技術的差

異はない。 

 

4.6 試験設定 
4.6.1 負荷設

定 

4.6 
4.6.1 

変更 国内実態に照らし合わせて，全般的に分か

りやすい表現に変更した。技術的差異はな

い。 

 

4.8.2 試験状

態の 最 大許

容偏 差 及び

許容変動 

4.8.2 追加 
 
 

利便性を考慮して，表 1 の右欄"試験中にお

けるその平均値からの最大許容変動"を追

加した。技術的差異はない。 

 

4.8.6 試験記

録 
4.8.6 変更 ・分かり易くするために，国内実態を踏ま

えた表現に修正した。技術的差異はない。 
 

5 測定技術及

び測定計器 
5.1 概要 
5.1.1 計器精

度の 要 求事

項 

5 
5.1 
5.1.1 

 
 
追加 
 

 
 
国内で定着している内容を追加して分かり

やすくした。技術的差異はない。 

 

5.1.2 測定計

器 
5.1.2 変更/追加 d)については，分かりやすくするとととも

に，図 2A と図 3AB についても国内実態と

照らし合わせて，分かりやすい図に追加変

更した。技術的差異はない。 

 

5.2 出力測定 
5.2.1 タービ

ンの 機 械的

出力の決定 

5.2 
5.2.1 

追加 
 
 
 

・分かりやすくするために，動力計の測定

上の注意など，附属書 JA にある旨を記載

した。技術的差異はない。 
 

 

5.2.2 ボイラ

給水 ポ ンプ

動力の測定 

5.2.2 追加 ・関連する附属書を参照しやすくするため

に，附属書 JB を参照する旨を追記した。技

術的差異はない。 
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5.2.3 発電機

の電 気 出力

の決定 

5.2.3 追加 ・受渡当事者間の協議の記載がないため，

国内実態に照らし合わせて，“ただし，受渡

当事者の協議によって決定する。”を追加し

た。技術的差異はない。 

 

5.2.4 電気出

力の測定 
5.2.4 追加 

 
追加 
 

・分かり易くするために，結線図の例の記

載（図 3C，3D）を追加した。 
・電気出力の多重測定の効果は，精度の改

善と記載があるが，国内実態に照らし合わ

せ，精度の改善のほか，計器故障の検出な

どあることを追加した。技術的差異はない。 

 

5.2.6 電気計

器 
5.2.6 削除 

 
変更 
 
 
追加 

・国内実態に照らし合わせ，（単相）を削除

した。技術的差異はない。 
・国内実態に照らし合わせ，測定間隔を，

10 から 30 分程度の間隔との記載に変更し

た。技術的差異はない。 
・国内実態に照らし合わせ，測定間隔に関

する記載を追加した。技術的差異はない。 

 

5.2.7 計器用

変成器 
5.2.7 追加 ・分かり易くするため，JIS C 1736-1 及び

JIS C 1736-2 規格群を基に，計器用変成器の

精度及び校正の記載を追加した。技術的差

異はない。 

 

5.3 流量測定 
5.3.1 測定す

る必 要 があ

る流 量 の選

定 

5.3 
5.3.1 

変更 
 
 
 
追加 
 
 
 
 
追加 

・分かり易くするため，主要流量を高精度

で測定する理由として，より現実的対象に

訂正し，熱消費率又は熱効率と変更した。

技術的差異はない。 
・国内実態に照らし合わせ，主要流量の多

重測定の効果は，精度の改善と記載がある

が，主要流量の多重測定の効果は，精度の

改善のほか，計器故障の検出などあること

を追加した。技術的差異はない。 
・分かり易くするため，タービン入口流量

の決定についての記載を追加した。技術的

差異はない。 

 

5.3.2 主要流

量の測定 
5.3.2.1 一般 

5.3.2 
5.3.2.1 

追加 
 

・分かり易くするため，引用規格に JIS を

追加した。技術的差異はない。 
 

 

5.3.2.2 主 要

流量 を 測定

する 絞 り機

構 

5.3.2.2 追加 ・国内実態に照らし合わせて，選ぶことの

できる絞り機構を実態に合わせた。技術的

差異はない。 

 

5.3.3 流量計

の取 付 方法

及び位置 
5.3.3.1 絞 り

機構 の 取付

方法 及 び位

置 

5.3.3 
5.3.3.1 

 
変更 
 
削除 
 
 
 
変更 

 
・引用規格を JIS とした。技術的差異はな

い。 
・安定した流れを得るための方策が不可能

な場合の記載（外部漏洩量の測定）につい

ては 4.4.4.1 に記載しているため削除した。

技術的差異はない。 
・分かり易くするため，湿り蒸気タービン

で，給水加熱器ドレンをポンプで給水系へ

戻す場合には，加熱器の漏れを決定するた

めに，復水流量及びドレンポンプ吐出し流
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量を測定する必要があるという表現に変更

した。技術的差異はない。 
5.3.5 流量計

の検査 
5.3.5.1 絞 り

機構の検査 

5.3.5 
5.3.5.1 

変更 
 
 
 
 

・国内の実情に合うように，差圧装置は，

プラントの試運転前に行う蒸気ブローイン

グアウトを実施する前には，取り付けない

ことが望ましいと変更した。技術的差異は

ない。 

 

5.3.6 差圧測

定 
5.3.6 追加 

 
変更 

・分かりやすくするために図 4A を追加し

た。技術的差異はない。 
・差圧伝送器の長期間の安定性確認に関し

て具体的記載表現に変更した。技術的差異

はない。 

技術的変更ではないの

で，IEC には提案しな

い。このままとする。 

5.3.8.10A 系

外へ の 送気

蒸気流量 

- 追加 ・国内実態と照らし合わせ，系外への送気

蒸気流量を追加した。技術的差異はない。 
 

5.3.9.4 軸 封

水 
5.3.9.4 追加 ・分かり易くするために，軸封水に関する

参考図として図 4B を追加した。技術的差

異はない。 

 

5.3.10 水及び

蒸気の密度 
5.3.10 追加 ・分かり易くするために，流量計算に用い

る圧力と温度の測定位置の記載を追加し

た。技術的差異はない。 

 

5.3.11 復水器

の冷 却 水量

の決定 

5.3.11 追加 
 
 
削除/追加 
 
 

・分かり易くするために，復水器の冷却水

量の決定の記載目的を追加した。技術的差

異はない。 
・国内実態をと照らし合わせ，絞り機構を

用いた冷却水量の測定方法の記載を本体か

ら削除するとともに，注記を記載した。技

術的差異はない。 
 

 

5.4.4.2 大 気

圧以 上 の圧

力に対して 

5.4.4.2 変更 ・国内実態に照らし合わせ，測定孔の直径

は 6mm 以上に変更した。技術的差異はな

い。 

 

5.4.4.4 大 気

圧以 下 の圧

力に対して 

5.4.4.4 削除 
 

・大気圧以下なので空気抜き自体が困難で

あるため，大気圧以下の圧力に対して直径

12 mm 未満の接続管を使用するときの空気

抜きを備える旨の規定を削除した。技術的

差異はない。 

 

5.5.5 接続管 5.5.5 削除 
 

・国内実態に照らし合わせ，自動的なドレ

ンシステムを案出することが困難なときの

空気及び窒素による系統パージ方式の規定

を削除した。 

 

5.6.5 復水器

冷却 水 温度

の測定 

5.6.5 削除 
 

・国内実態に照らし合わせ，復水器冷却水

入口温度が層化している場合の測定方法を

削除した。技術的差異はない。 

 

5.7.6 トレー

サ及 び その

使用法 
5.7.6.1 一般 

5.7.6 
5.7.6.1 

削除 ・プラントサイクル及び時代の経過ととも

に計測方法は変わるため，現世代の軽水炉

に対してトレーサ法が適用できるとの説明

を削除した。技術的差異はない。 

 

5.9 回転速度

の測定 
5.9 追加 ・分かり易くするために，測定機器及び測

定上の注意点について説明を追加した。技

術的差異はない。 
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6 熱的試験の

評価 
6.1 評価の準

備 

6 
6.1 

 
削除/追加 
 
 

 
・国内実態に照らし合わせて，当事者間で

の協議となることから，試験中に運転状態

の乱れがあった場合の対応方法に関する規

定を削除して“受渡当事者間の合意する旨”

を追加した。技術的差異はない。 

 

6.2 結果の計

算 
6.2.1 測定値

の平均 

6.2 
6.2.1 

 
削除 

 
・冗長的な表現なため，値の平均化手法に

ついての詳細な説明を削除した。技術的差

異はない。 

 

6.2.2 測定平

均値の補正 
6.2.2 追加 ・分かり易くするため，計器の測定誤差内

であれば，その分の補正を行わない旨を追

加した。技術的差異は生じない。 

 

6.2.3 測定値

の評価 
6.2.3.1 一般 

6.2.3 
6.2.3.1 

 
削除 

 
・冗長的な表現なため，原因不明の矛盾が

見つかった場合には，追加測定を推奨する

という記載を削除した。技術的差異はない。 

 

6.2.3.3 質 量

流量 バ ラン

ス 

6.2.3.3 削除 ・6.3.1 で詳細に記載することから，重複を

避けるために，マスフローバランスをつく

るあたって必要な測定対象の例を削除し

た。技術的差異はない。 

 

6.2.3.4 測 定

時の 系 外へ

の漏れ 

6.2.3.4 変更 
 
 
 
 
 

・IEC では不明の漏れの上限を，測定の不

確かさの 0.4 倍で全出力の蒸気流量 0.6%
としているが，分かりやすく，国内実態を

踏まえて，大容量プラントの場合は（主蒸

気流量の 0.1 %～0.2 %程度）と変更してい

る。併せて，IEC にある Table3 は参考扱い

とし，その適用は受渡当事者間の協議によ

って決定することを追記した。このことに

よる技術的差異はない。 

 

6.2.4 蒸気表 6.2.4 追加 ・分かり易くするために，IAPWS-IF97，又

は最新版に基づくるとの記載を追加した。

技術的差異はない。 

 

6.2.5 試験結

果の計算 
6.2.5 追加 ・国内実態と照らし合わせて，”事前に受渡

当事者間で協議された定義式を従う”旨を

追加するとともに，IEC 規格の項目だけの

記載だけでは分かりにくいので，次項目以

降で具体的な算出方法を記載した。技術的

差異はない。 

 

6.2.5A主蒸気

流量 
- 追加 IEC 規格の項目だけの記載だけでは分かり

にくいので，具体的な算出方法を記載した。

技術的差異はない。 

 

6.2.5B 低温再

熱蒸気流量 
- 追加 IEC 規格の項目だけの記載だけでは分かり

にくいので，具体的な算出方法を記載した。

技術的差異はない。 

 

6.2.5C 高温再

熱蒸気流量 
- 追加 IEC 規格の項目だけの記載だけでは分かり

にくいので，具体的な算出方法を記載した。

技術的差異はない。 

 

6.2.5D 出力 - 追加 IEC 規格の項目だけの記載だけでは分かり

にくいので，具体的な算出方法を記載した。

技術的差異はない。 
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6.2.5E タービ

ンサ イ クル

への入熱量 

- 追加 IEC 規格の項目だけの記載だけでは分かり

にくいので，具体的な算出方法を記載した。

技術的差異はない。 

 

6.2.5F 熱消費

率 
- 追加 IEC 規格の項目だけの記載だけでは分かり

にくいので，具体的な算出方法を記載した。

技術的差異はない。 

 

6.2.5G蒸気消

費率 
- 追加 IEC 規格の項目だけの記載だけでは分かり

にくいので，具体的な算出方法を記載した。

技術的差異はない。 

 

7 試験結果の

修正 と 保証

値との比較 
7.1 熱的保証

値及 び 保証

条件 

 
7 
7.1 

 
削除 

 
・IEC 規格で文章が冗長となっている箇所

を削除し，分かりやすくした。技術的差異

はない。 

 

7.2 主蒸気流

量の修正 
7.2 追加 ・主蒸気流量の定義と式の凡例を追記し

て，分かりやすくした。技術的差異はない。 
 

7.4 熱効率の

修正 
7.4 変更 ・IEC 規格でのカテゴリー分けでは表現が

分かりにくいため，分かりやすく整理した。

技術的差異はない。 

 

7.5 修正値の

定義 及 び適

用 

7.5 削除/追加 ・保証のベースとなるシステムの例につい

て削除し，利便性を考慮して性能保証値を

求める式に変更した。試験時の運転条件が

規定値から大幅に外れた場合の取扱いを追

加している。技術的差異はない。 

 

7.6.2 ヒート

バラ ン ス計

算に よ る修

正 

7.6.2 削除 ・契約段階で使用したオリジナルのプログ

ラムがない場合に正しい計算ができないの

でこの方法に関する記載を削除した。技術

的差異はない。 

 

7.6.3 タービ

ン製 造 業者

の提 出 した

修正 曲 線に

よる 効 率の

修正 

7.6.3 追加 ・分かりやすくするために，修正曲線の例

（図 8B）を追加した。技術的差異はない。 
 

7.7.2 再熱再

生タ ー ビン

の修正 

7.7.2 変更 
 
 
 
削除 

・7.4 の修正と整合が取れるように，カテゴ

リー分けの表現を変更し，表形式に変更す

ることで分かりやすくした。技術的差異は

ない。 
・国内実態に照らし合わせて，初期蒸気品
質，給水池の水位，発電機冷却ガスの純度
は削除した。技術的差異はない。 

カテゴリー分類を表形

式に変更したのみ，技術

的差異はない。 

7.7.3 抽気又

は混 圧 蒸気

がな い ター

ビン 

7.7.3 変更 
 
 
削除 

・7.4 の修正と整合が取れるように，カテゴ

リー分けの表現を変更した。技術的差異は

ない。 
・国内実態に照らし合わせて，発電機冷却

ガスの純度は削除した。技術的差異はない。 

カテゴリー分類を表形

式に変更したのみ，技術

的差異はない。 

7.7.4 給水加

熱以 外 の用

途の抽気（例

えば，工場送

気）をもつタ

7.7.4 追加 ・関連する附属書を参照しやすくするた

め，附属書 JD を参照する旨を追記した。技

術的差異はない。 
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ービン 

7.8 保証値と

の比較 
7.8.1 裕度と 
重みづけ 

7.8 
7.8.1 

 
変更 
 
 
 
追加 

 
・IEC は蒸気消費率の場合が記載されてい

るが，国内実態を踏まえて，タービン効率

と熱消費率の式が実態にあったいるため，

これらに変更した。技術的差異はない。 
・保証値と試験結果の修正値との比較にお

いて，JIS では測定の不確かさを考慮して，

裕度として契約上取り決めた値を用いても

よい（国内実態）とし，測定の不確かさの

詳細について８章で記載している旨を追加

した。技術的差異はない。 

 

7.8.3 保証値

の保 証 点と

の比較 

7.8.3 変更/追加 ・国内実態に照らし合わせて，分かりやす

い表現にするとともに，測定蒸気流量と保

証蒸気流量間の修正に，保証点に加えて計

画点を利用するなど，当事者間で協議する

旨を追加した。技術的差異はない。 

 

7.8.4 絞り調

速タ ー ビン

にお け る保

証値の比較 

7.8.4 削除 ・国内実態に照らし合わせて，修正曲線に

基づく修正以外の記載を削除した。技術的

差異はない。 

 

7.8.5 抽気（工

場送気）ター

ビン に おけ

る保 証 値の

比較 

7.8.5 追加 ・分かりやすくするために，修正曲線の例

（図 9A）を追加した。技術的差異はない。 
 

8 測定の不確

かさ 
8.1 一般 

8 
8.1 

 
削除 

 
・測定信頼度に対して影響を与える項目は

詳細に記載されているため，“測定信頼度は

試験の読み値からは決定できない”の表現

を削除した。技術的差異はない。 

 

8.2.3 比エン

タル ピ ーと

比エ ン タル

ピー差 

8.2.3 追加 
 
 
 
 
変更 
 
 
追加 
 
 
 
変更 

・DIN 記載している”計画時と評価時で同

じ蒸気表を使用する場合，受渡試験の測定

結果と保証値との比較においては，蒸気表

の比エンタルピーの不確かさを無視しても

よい。”を追記した。技術的差異はない。 
・式(43)，式(44)の微分表現については，国

内での定着状況から鑑みて，表記 δ を改め，

d とした。技術的差異はない。 
・式(47)ならびに図 10 の適用にあたり，国

内実態として照らし合わせて，「受渡当事者

間の協議によって決定する」と追加した。

技術的差異はない。 
・IEC B)iii)において，「To determine 𝑉 and 𝑉௧ౠ = 0」が，IEC のもとになっている DIN
の転記ミスと考えらえれるため，DIN 側に

合わせた表記に修正した。 

・IEC Fig10 について，

DIN について，計画時と

評価時で同じ蒸気表を

使用する場合の記載事

項があるが，IEC ではな

くなっていることから，

追記するように意見具

申を行なう。 
 
 
 
 
・To determine 𝑉  and 𝑉௧ౠ = 0は誤記なので，

IEC/TC5 へ訂正に向け

た意見具申を行なう。 
8.3.1 電気出

力測定 
 

 変更 IEC では NOTE 2 In the formulae として，

式の説明をしているが，該当する式がない

ため，説明しようとしている内容を読取っ

て，JIS では文書補完した。 

・ NOTE 2 In the 
formulae が抜けている

ため，IEC/TC5 へ訂正に

向けた意見具申を行な
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う。 

8.4 流量の測

定の 不 確か

さの決定 
8.4.1 流量測

定の 不 確か

さ 

8.4 
8.4.1 

 
追加 
 

 
・関連規格を具体的に記載するため，“JIS 
Z 8762-2 又は JIS Z 8762-3”を参照した。

技術的差異はない。 

- 

8.4.2 主要流
量の多重測
定時の測定
の不確かさ 
 

8.4.2 削除 ・性能試験は検定，校正された復水流量計

又は給水流量計を用いて実施されている。

しかし全ての流量計が検定されているケー

スは少ないため，“多重測定による評価の

義務化”は削除した。技術的差異はない。 

- 

8.4.3 サイク

ルの 不 完全

さに 対 する

許容 不 確か

さ 

8.4.3 追加 ・参照先を具体化するため，“この付加的な

不確かさは，主蒸気流量の評価で受渡当事

者間で事前に協議する（6.3.1 参照）。”を追

記した。技術的差異はない。 

 

8.5.2 熱効率

の測 定 の不

確かさ 

8.5.2 変更 
 
追加/変更 
 
 
削除 

・式(50)のもとになっている IEC 式（43）
は，誤記と考えられるため修正した。 
・分かりやすくするため，式(51)について途

中式を追記した。なお，IEC 式（44）は，

誤記と考えられるため修正。 
・(52)式の説明に 6.2.3.3 に従うとしている

が，誤記と思われるため削除した。 

・式(50)に対応する IEC
の式 (43)の右辺第４項

0.5 は不要（誤記）であ

ること，同様に式(44)の
分母の括弧内の符号は

マイナス(-)としている

こと，さらに 6.2.3.3 に

従う旨について，これら

は誤りなので，IEC/TC5
へ訂正に向けた意見具

申を行なう。 
8.5.5 結果の

測定 の 不確

かさ に 対す

る目安値 

8.5.5 変更 ・国内実態に照らし合わせ，表 6 の記載単

位を変更“MWel”から“MW”に変更した。

技術的差異はない。 

- 

8.6 不確かさ

の計算例 
8.6 削除 計算例であることから，JIS 本文ではなく，

附属書の方が適切と考え，附属書に移動し

た。技術的差異はない。 

 

9 調速機及び

非常 調 速機

の特性 
9.1 調速機の

試験 

- 追加 ・調速機及び非常調速機の特性確認のた

め，試験項目及び方法に関する規定を追加

した。技術的差異はない。 

 

9.2 速度調節

範囲 
- 追加 同上  

9.3 整定速度

調定 率 及び

瞬時 速 度上

昇率 

- 追加 同上  

9.4 非常調速

機作動速度 
- 追加 同上  

附属書 A 
（規定） 
A.1 一般事項 

附属書 A 
（規定） 
- 

追加 分かり易くするために，一般事項として概

要を追記した。技術的差異はない。 
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附属書 B 
（規定） 
多重 測 定の

評価，適合性 
B.1 一般事項 

附属書 B 
（規定） 
B.1 
- 

変更 IEC は箇条書きされていないため，分かり

やすく整理するため，JIS では B.1 とした。

技術的に差異はない。 

 

B.2 説明 - 変更 IEC は箇条書きされていないため，分かり

やすく整理するため，JIS では B.2 とした。

技術的に差異はない。 

 

附属書 D 
（参考） 
受渡 試 験に

おける“測定

の不確かさ”

と 
誤 差 伝 ぱ

（播）則との

簡単 な 統計

的定義 
D.1 一般事項 

附属書 D 
（参考） 
- 

変更 IEC は箇条書きされていないため，分かり

やすく整理するため，JIS では D.2 とした。

技術的に差異はない。 

 

D.2 - 変更 IEC は箇条書きされていないため，分かり

やすく整理するため，JIS では D.2 とした。

技術的に差異はない。 

 

附属書 E 
（参考） 
温度 変 化試

験方法 
E.1 一 般 事

項 

附属書 E 
（参考） 
- 

変更 
 
 
追加 

・記載内容に合わせて分かりやすくするた

めに，表題を温度変化方法から温度変化試

験方法に変更した。 
・IEC は箇条書きされていないため，分か

りやすく整理するため，JIS では E.1 を追記

した。技術的に差異はない。 

 

附属書 F 
（参考） 
不確 か さ演

算の例 

- 追加 8.6 不確かさ演算の例については，その内容

から JIS 構成上，本文よりも附属書の方が

適切と考えられるため，附属書に移動した。

なお，記載内容は変えておらず，技術的に

差異はない。 

 

附属書 JA 
（規定） 
動力 計 によ

るタ ー ビン

機械 出 力の

測定方法 

- 追加 ・JIS の利便性向上を考慮し，動力計を用

いたタービンの機械出力測定方法に関する

規定を追加した。このことによる技術的差

異はない。 

 

附属書 JB 
（規定） 
ボイ ラ 給水

ポン プ 動力

の測定 

- 追加 ・ボイラ給水ポンプの動力測定方法に関す

る規定を追加した。このことによる技術的

差異はない。 

 

附属書 JC 
（参考） 
給水 加 熱器

周り の ヒー

トバランス 

- 追加 ・復水流量基準の場合の給水流量算出方法

に関する規定を追加した。このことによる

技術的差異はない。 

 

附属書 JD - 追加 ・工場送気がある場合の性能試験時の留意  
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（規定） 
工場 送 気が

ある 場 合の

ヒー ト バラ

ンス図例 

点に関する規定を追加した。このことによ

る技術的差異はない。 

注記 1 箇条ごとの評価欄の用語の意味を，次に示す。 
－ 削除：対応国際規格の規定項目又は規定内容を削除している。 
－ 追加：対応国際規格にない規定項目又は規定内容を追加している。 
－ 変更：対応国際規格の規定内容又は構成を変更している。 

注記 2 JIS と対応国際規格との対応の程度の全体評価の記号の意味を，次に示す。 
－ MOD：対応国際規格を修正している。 
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